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〇 ⾷品流通の構造（平成27年度産業連関表等試算（市場経由率は令和元年度数値））

出典︔農林⽔産省「平成27年農林漁業及び関連産業を中⼼とした産業連関表」等を基に試算。
複数の統計、調査等を組み合わせて作成しているため、⾦額等が整合しない点がある

※産業連関表には直売所も「⾷品⼩売業等」に含まれるため、直売所は点線としている。 
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○卸売市場を介さない「直接取引」が拡⼤。「加⼯」「外⾷」での付加価値が増⼤。
○消費者に届くまでの⾷料システム全体の持続性の確保が課題。
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〇 物流施策⼤綱（2021年度~2025年度）概要

新型コロナの感染拡⼤

技術⾰新の進展
（Society 5.0）

SDGs対応への
社会的気運

⽣産年齢⼈⼝減・
ドライバー不⾜

（2024年問題等）

災害の激甚化・
頻発化

EC市場の
急成⻑

新しい⽣活様式
（⾮接触・⾮対⾯型物流）

物流の社会的価値の再認識
（エッセンシャルワーカー）

①物流DXや物流標準化の推進によるサプライチェーン全体の徹底した最適化
（簡素で滑らかな物流）

②労働⼒不⾜対策と物流構造改⾰の推進
（担い⼿にやさしい物流）

③強靭で持続可能な物流ネットワークの構築
（強くてしなやかな物流）

これまで進捗してこなかった、
物流のデジタル化や構造改⾰を加速度的に促進させる好機

新型コロナ流⾏による社会の劇的な変化もあいまって、我が国の物流が直⾯する課題は先鋭化・鮮明化

（１）物流デジタル化の強力な推進

（２）労働力不足や非接触・非対面型の物流に資する自動化・機械化の

取組の推進

（３）物流標準化の取組の加速

（４）物流・商流データ基盤等

（５）高度物流人材の育成・確保

（１）感染症や大規模災害等有事においても機能する、強靱で持続可能な物流ネットワークの構築

（２）我が国産業の国際競争力や持続可能な成長に資する物流ネットワークの構築

（３）地球環境の持続可能性を確保するための物流ネットワークの構築（カーボンニュートラルの実現等）

（１）トラックドライバーの時間外労働の上限規制を遵守するために

必要な労働環境の整備

（２）内航海運の安定的輸送の確保に向けた取組の推進

（３）労働生産性の改善に向けた革新的な取組の推進

（４）農林水産物・食品等の流通合理化

（５）過疎地域におけるラストワンマイル配送の持続可能性の確保

（６）新たな労働力の確保に向けた対策

（７）物流に関する広報の強化

出典︔「総合物流施策⼤綱（2021年度~2025年度）概要」
（強調は農林⽔産省⼤⾂官房新事業・⾷品産業部⾷品流通課による）
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○ 農産物・⾷品流通は、トラックによる輸送が97％。
○ 特に、⽣鮮⾷品の輸送では、次のような特徴。

① ⼿積み、⼿降ろし等の⼿荷役作業が多い。
② 出荷量が直前まで決まらないこと、市場や物流センターでの

荷降ろし時間が集中することにより、待ち時間が⻑い。
③ 品質管理が厳しいこと、ロットが直前まで決まらない

こと等により、運⾏管理が難しい。
④ 産地が消費地から遠く、⻑距離輸送が多い。
→ 輸送費の引上げだけでなく、取扱いを敬遠される事例が出てきている。

出典︓国⼟交通省「トラック輸送状況の実態調査（R２）」

【各地から東京までの距離とトラック輸送時間】

（点線︓北海道からのトラック輸送形態
（トラック→フェリー→トラック））

【⾷品流通のモード別輸送形態】

531,817千トン（96.8%）
12,985千トン（ 2.4%）
4,430千トン（ 0.8%）
0.23千トン（ 0.0%）

○ 農産物・⾷品流通の現状

○ 物流の中でも、農産物・⾷品流通は物流事業者の負担が多い物品。

【輸送品類別 拘束時間の内訳】

出典︓農林⽔産省調べ

⾃動⾞
海運
鉄道
航空

出典︓国⼟交通省「貨物地域流動調査・旅客地域流動調査（2021年度）」
「航空貨物動態調査（2022年度）」

JR貨物「2021（令和３）年度 輸送実績速報」
※各種統における農⽔産品及び⾷料⼯業品の合値を基に農林⽔産省にて

推したものであり、実数とは異なる場合がある。
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〇 物流における標準化

記載項⽬等を標準伝票に統⼀伝票種類、記載項⽬がバラバラ
検品・事務作業の効率化

様々な種類の伝票
統⼀伝票

ソフト⾯（データ・システム仕様）、ハード⾯（パレット等の資機材）における標準化項⽬・事例

出荷基地 納品基地

データ連携なし

出荷基地 納品基地

納品データ事前連絡

○ 物流事業者と着荷主の間などで商品データが標準化された仕様で共有され
ていないことから納品時の賞味期限確認等の検品において⾮効率

検品・荷卸し作業の効率化

データの連携

○ 様々なパレットサイズにより、積替え作業の発⽣や積載効率が低下するなど⾮効率

パレットの標準化

荷役作業の効率化、トラックへの積載効率の向上
積み替え作業の発⽣

標準化されたパレットサイズ

⼀貫パレチゼーションの実現

出荷基地 納品基地

○ 荷主等の事業者ごとに伝票がバラバラであり、記載項⽬も異なるため、荷
積み、荷卸し時において⾮効率

○ 様々な商品サイズ・形状により、パレット等への積載効率が低下するなど⾮効率

様々なサイズ 標準化されたサイズ

荷役作業の効率化、積載効率、保管効率の向上

伝票の標準化 外装の標準化

受け渡しデータの標準化

様々なパレットサイズ

施策の背景・経緯
〇 少⼦⾼齢化をはじめ、社会構造が変化していく中にあって、我が国の競争⼒を強化し持続的な成⻑を図るためには、経済活動と国⺠⽣活を⽀える社会イ

ンフラたる物流の⽣産性向上と、その機能の発揮が必要不可⽋。特に、物流の効率化に向けた荷主・物流事業者等の関係者の連携・協働を円滑化するた
めの環境整備として、共同化・⾃動化・データ化等の前提となるソフト⾯及びハード⾯の標準化が必要。

〇 上記の問題意識から、令和元年度、物流効率化に向け意欲的な取組が進められ改善の幅が顕著である加⼯⾷品分野における物流標準化について議
論を進め、アクションプランをとりまとめたところ（令和２年３⽉）。

〇 この加⼯⾷品分野におけるアクションプランの実現に向けて、官⺠ともに取り組むとともに、進捗をフォローアップし、他分野への情報共有や横展開を図るため、
フォローアップ会を実施したところ（令和３年６⽉）。

〇 また、産学官連携の下、⻑期的視点で物流標準化の課題や推進⽅策を議論・検討するため「官⺠物流標準化懇談会」を設置・開催（令和３年６
⽉）。

今後の予定
〇 引き続き加⼯⾷品及びそれ以外の各分野における課題を整理し、業種分野ごとの標準化の取組を推進していくとともに、サプライチェーン上の様々な事業

者の参画を得つつ、官⺠協働して、業界及び業種横断的な物流標準化に向けた検討を進める。

出典︔「総合物流施策⼤綱（2021年度~2025年度）に関する報告会」資料より抜粋 7
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○物流の現状︓トラックドライバーの働き⽅を巡る状況
 物流分野における労働⼒不⾜が近年顕在化しており、トラックドライバーが不⾜していると感じて

いる企業は増加傾向。
 年齢構成は全産業平均より若年層と⾼齢層の割合が低く、中年層の割合が⾼いほか、労働

時間も全産業平均より約2割⻑い。
⼈⼿不⾜ 年齢構成

労働時間

＜常⽤労働者の過不⾜状況＞

運輸業・郵便業

＜トラックドライバーが不⾜して
いると感じている企業の割合＞

（出典）全日本トラック協会「トラック運送業界の景況感」
※各年の第2四半期（7月～９月）の数値を掲載

○2028年度の営業⽤トラック輸送量と営業トラック分担率の予測値か
ら、ドライバー需要量を予測→2028年度︓約117.5万⼈

○将来⼈⼝予測からドライバーの供給量を予測→2028年度︓約
89.6万⼈

○上記を踏まえると、2028年度には約27.8万⼈のドライバー不⾜が
予測される。

※参考URL
https://rfa.or.jp/wp/pdf/guide/activity/30report.pdf

(参考) 鉄道貨物協会H30報告書におけるトラックドライバー需給予測

約2割

調査産業計

（出典）厚生労働省「労働力経済動向調査」
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（出典）総務省「労働力調査」

（出典）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 8



○物流の現状︓トラック輸送の担い⼿数の推移

 我が国の⽣産年齢⼈⼝は中⻑期的に減少傾向にあり、65歳以上の⼈⼝が増加していく。
 トラックドライバーについては、労働環境（労働時間、業務負荷等）から⼈材確保が容易ではな

く、全産業に⽐して、平均年齢が3〜6歳程度⾼い。
 また、道路貨物運送業は65歳以上の就業者の割合も少ない業種となっており、対策を講じなけ

れば、担い⼿の減少が急速に進んでいくおそれがある。

道路貨物運送業の運転従事者数の推移

（出典）⽇本ロジスティクスシステム協会（JILS）「ロジスティクスコンセプト2030」 2020年2⽉

トラックドライバーの平均年齢の推移

20年間で
21.3万⼈減少

15年間で
24.8万⼈減少
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○物流の現状︓直近の物流の変化①
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⼩⼝多頻度化の動き

平成２年度 平成22年度 平成27年度

貨物１件あたりの
貨物量 2.43トン/件 0.95トン/件

＜0.39倍＞ 0.98トン/件

物流件数の推移
（３⽇間調査）

13,656千件 24,616千件
＜1.80倍＞ 22,608千件

13,656 
15,290 

15,964 

20,039 
24,616 

22,608 

0
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10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

貨物⼀件あたりの
貨物量の推移 物流件数の推移

（出典）国⼟交通省「全国貨物純流動調査（物流センサス）」

 貨物１件あたりの貨物量が直近の20年で半減する⼀⽅、物流件数はほぼ倍増しており、物流の⼩
⼝多頻度化が急速に進⾏している。

 2010年以降、積載率は40％以下の低い⽔準で推移している。

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

（注）
1 「⾃動⾞輸送統計年報（国⼟交通省総合政策局情報政策本部）」より作成。
2  積載効率＝輸送トンキロ／能⼒トンキロ
3 2020年分調査から調査⽅法及び集計⽅法を⼀部変更したため、変更前後の統計

数値の公表値とは、時系列上の連続性が担保されない。

貨物⾃動⾞の積載率の推移
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○物流の現状︓直近の物流の変化②
 道路貨物輸送のサービス価格は、2010年代後半にバブル期の⽔準を超え、過去最⾼（物流コ

ストインフレ）。 特に、宅配便の価格の急騰が顕著。上下の振れ幅の⼤きな海上貨物輸送（外
航海運の影響が⼤きい）に⽐して、短期的な価格変化ののち、固定化していく傾向。

 荷主企業から⾒た売上⾼物流コスト⽐率は上昇傾向にあり、JILSの物流コスト調査では、2021
年度は5.7%と過去20年の同調査で最⼤となった。

（出典）⽇本銀⾏「企業向けサービス価格指数（2015年基準）」より経済産業省作成

道路貨物輸送・海上貨物輸送の
サービス価格指数の推移

海上貨物輸送

宅配便

道路貨物輸送

平成７年度 平成２７年度 令和3年度

売上⾼物流コスト⽐率
（全業種）（※１）

6.13% 4.63%
＜0.76倍＞

5.70%

名⽬国内総⽣産
（GDP）（※２）

516.7兆円 532.1兆円
＜1.03倍＞

541.8兆円

売上⾼物流コスト⽐率の推移（全産業） （※１）

※１ （出典）ＪＩＬＳ「物流コスト調査報告書」
※２ （出典）内閣府「国民経済計算（GDP統計）」

6.13

6.58
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5.87
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4.87

4.77

4.79

4.9
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4.77

4.7
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4.97

4.66

4.95

4.91

5.38

5.7

4

4.5

5

5.5

6

6.5

7

1995 1997 1999 2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013 2015 2017 2019 2021

売上⾼物流コスト⽐率の動き

企業向けサービス価格
総平均
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

（取組方針）

・事業活動に必要な物流の持続的・安定的な確保を経営課題として認識し、生産性の高い物流と働き方改革の実現に向け、
取引先や物流事業者等の関係者との相互理解と協力のもとで、物流の改善に取り組みます。

（法令遵守への配慮）

・法令違反が生じる恐れがある場合の契約内容や運送内容の見直しに適切に対応するなど、取引先の物流事業者が労働
関係法令・貨物自動車運送事業関係法令を遵守できるよう、必要な配慮を行います。

（契約内容の明確化・遵守）

・運送及び荷役、検品等の運送以外の役務に関する契約内容を明確化するとともに、取引先や物流事業者等の関係者の協
力を得つつ、その遵守に努めます。

必須項⽬

推奨項⽬ ※推奨項目リストを運動のポータルサイトで公表

Ａ．運送内容の見直し

・ 物流の改善提案と協力
・ 予約受付システムの導入
・ パレット等の活用
・ 発荷主からの入出荷情報等の

事前提供
・ 集荷先や配送先の集約
・ 運転以外の作業部分の分離
・ リードタイムの延長
・ 納品日の集約
・ 検品水準の適正化 等

Ｂ．運送契約の方法

・ 運送契約の書面化の推進
・ 運賃と料金の別建て契約
・ 燃料サーチャージの導入
・ 下請取引の適正化

Ｃ．運送契約の相手方の選定

・ 契約の相手方を選定する際の
法令遵守状況の考慮

・ 働き方改革等に取り組む
物流事業者の積極的活用

Ｄ．安全の確保
・ 荷役作業時の安全対策
・ 異常気象時等の運行の中止・中断等

Ｅ．その他
・ 宅配便の再配達の削減への協力
・ 引越時期の分散への協力
・ 物流を考慮した建築物の設計・運用

Ｆ．独自の取組
・ 独自の取組

〇 「ホワイト物流」推進運動（企業の⾃主⾏動宣⾔の記載事項）
※ 深刻化が続くトラック運転者不足に対応し、国民生活・産業活動に必要な物流を安定的に確保

するとともに、経済の成長に寄与することを目的に、トラック輸送の生産性の向上・物流の効率化と
女性や60代以上の運転者等も働きやすいより「ホワイト」な労働環境の実現に取り組む運動。

12



農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

〇「物流の2024年問題」（トラックドライバーの時間外労働の上限規制）
・トラックドライバーの⻑時間労働是正のため、2024年度からトラックドライバーに時間外労働の上限規制（年960時間）が
適⽤。

・物流効率化に取り組まなかった場合、労働⼒不⾜による物流需給がさらに逼迫するおそれがあり、コロナ前の2019年⽐で最
⼤14.2％（4.0億トン）の輸送能⼒不⾜※が起こると試算されている（物流の2024年問題）。

・さらに、2030年には、34.1％（9.4億トン）の輸送能⼒不⾜※が懸念される。

法律・内容 2018年
度

2019年
度

2020年
度

2021年
度

2022年
度

2023年
度

2024年
度

労
働
基
準
法

時間外労働の上限規制
(年720時間)の適⽤

【⼀般則】
⼤企業
に適⽤

中⼩企
業に適
⽤

時間外労働の上限規制
(年960時間)の適⽤
【⾃動⾞運転業務】

適⽤

⽉60時間超の時間外割
増賃⾦引き上げ

（25%→50%）の
中⼩企業への適⽤

適⽤

「物流の2024年問題」の影響により
不⾜する輸送能⼒試算（NX総合研究所）

不⾜する輸送能⼒の割合（不⾜する営業⽤トラックの輸送トン数）

１４．２％（４．０億トン）

○全体

○発荷主別（抜粋） ○地域別（抜粋）
地 域 不⾜する

輸送能⼒の割合

中 国 ２０．０％

九 州 １９．１％

関 東 １５．６％

中 部 １３．７％

トラックドライバーの働き⽅改⾰

業 界 不⾜する
輸送能⼒割合

農産・⽔産品
出荷団体 ３２．５％

紙・パルプ
（製造業） １２．１％

建設業、建材
（製造業） １０．１％

飲料・⾷料品
(製造業) ９．4％

現⾏ 2024年4⽉以降（原則）

改
善
基
準
告
⽰

︵
抄
︶

年間拘束時間 3,516時間 3,300時間

1ヶ⽉の拘束時間 293時間 284時間

1⽇の拘束時間 13時間 13時間

休息時間 継続8時間以上 継続11時間を基本とし、
9時間下限

※株式会社NX総合研究所試算（2022年11⽉11⽇）
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

〇 「ホワイト物流」推進運動について

出典︓「第16回トラック輸送における取引環
境・労働時間改善中央協議会資料」より抜粋
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

〇 貨物自動車運送事業法に基づく荷主勧告制度

〇 「荷主勧告」は、貨物⾃動⾞運送事業法第64条に基づき、トラック運送事業者の過積載運⾏等の
違反⾏為に対し⾏政処分を⾏う場合に、当該違反⾏為が荷主の指⽰によるなど主として荷主の⾏
為に起因するものと認められるときは、国⼟交通⼤⾂が当該荷主に対し、違反⾏為の再発防⽌の
ための適当な措置を執るべきことを勧告するもの。勧告を発動した場合には、当該荷主名及び事
案の概要が公表される。

〇 法律に基づく勧告のほか、①勧告には⾄らないものの違反⾏為への関与が認められる荷主に対す
る「警告」、②関係機関からの法令違反情報等をもとに関係する荷主を特定し早期に働きかけを
⾏う「協⼒要請」といった措置を通達により設けている。

ト
ラ
ッ
ク
運
送
事
業
者
の
法
令
違
反
⾏
為

荷主が指⽰するなど主体的な関与が
認められる場合（※以下、具体例）

主体的ではないが荷
主の関与があった場
合

警
告

３年以内に
同様の事案が
再発した場合

荷
主
勧
告
・
公
表

荷
主
へ
早
期
に
協
⼒
要
請

荷
主
の
関
与
の
調
査

• 荷待ち時間の恒常的な発⽣
• ⾮合理な到着時刻の設定
•やむを得ない遅延に対するペナル
ティ
• 重量違反等となるような依頼
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

○ 標準的な運賃について

出典︓「第16回トラック輸送における取引環境・
労働時間改善中央協議会資料」より抜粋
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貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（議員立法）の概要（令和５年法律第６２号）

令和６年４月からの時間外労働の上限規制を見据え、平成３０年の議員立法において時限措置として、「標準的な運賃」と「荷主

対策の深度化」の制度を創設

一方、新型コロナウイルスや原油価格高騰などの影響を受け、トラック事業者の経営状況はいっそう厳しさを増しており、荷待ち時

間の削減や適正な運賃の収受等により、労働条件を改善し、担い手を確保するための取組は道半ば

働き方改革の実現と安定的な輸送サービスを確保するため、「標準的な運賃」や「働きかけ」等の制度を継続的に運用すること

が必要

改正の目的

改正の概要

荷主対策の深度化
トラック事業者の法令遵守に係る国土交通大臣による荷主への働きかけや要請

等の規定

標準的な運賃

運転者の労働条件を改善し、持続的に事業を運営するための参考指標としての

「標準的な運賃」制度（令和２年４月告示） ⇒セミナーや各種協議会による周知・浸透

働きかけ 勧告・公表

違反原因⾏為を荷主がしている
疑いがあると認められる場合

荷主が違反原因⾏為をしていること
を疑う相当な理由がある場合

要 請

要請してもなお改善
されない場合

現行 【時間外労働規制が適用される（令和６年３月）までの時限措置】

改正後
上記について「当分の間」の措置とする

【成立：令和５年６月１４日、公布・施行 ： 令和５年６月１６日】

43.2%

12.2%

12.2%

12.2%

10.1%

7.9%

2.2% ⻑時間の荷待ち
依頼になかった附帯業務

運賃・料⾦の不当な据置き

過積載運⾏の要求

無理な配送依頼

拘束時間超過

異常気象時の運⾏指⽰

「働きかけ」等の実施件数
要請︓４件 働きかけ︓８２件

※令和元年7月～令和５年５月末までの累計

違反原因⾏為の割合

出典︓国交省報道発表資料「トラックＧメンの創設について」
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

② 卸売市場

18



■生鮮食料品等の主要な流通経路

商社輸入

消費者

直売所、青空市場、宅配など

産地直接取引など

出荷者
（農協、個人等）

製造業者
小売業者
外食業者
など

卸売市場
中央市場： 65市場
地方市場： 901市場

卸売業者
中央市場： 156
地方市場：1,078

仲卸業者
中央市場：2,875
地方市場：2,260

売買参加者
中央市場：20,474
地方市場：87,163

■市場の主要機能

○ 卸売市場は、野菜、果物、魚、肉など日々の食卓に欠かすことのできない生鮮食料品等を国民に
円滑かつ安定的に供給するための基幹的なインフラとして、多種・大量の物品の効率的かつ継続的
な集分荷、公正で透明性の高い価格形成など重要な機能を有している。

○ 卸売市場は生鮮食料品等の流通の基幹的なインフラとしての役割を果たしており、青果の５割強、
水産物の５割弱が卸売市場を経由している（国産青果物では約８割）。

○ 卸売市場の役割・機能

① 集荷（品揃え）、分荷機能 ③ 代金決済機能
全国各地から多種・大量の物品を集荷するとともに、実需者の 販売代金の出荷者への迅速・確実な決済

ニーズに応じて、迅速かつ効率的に必要な品目、量へと分荷

② 価格形成機能 ④ 情報受発信機能
需給を反映した公正で透明性の高い価格形成 需給に係る情報を収集し、川上・川下それぞれに伝達

（中央及び地方市場の市場数のデータは、令和5年3月末時点、中央市場の卸売業者数のデータは
令和３年度末時点、中央市場の他の業者数及び地方市場のデータは令和２年度末時点）

※直荷引き

※第三者販売及び直荷引きについては、市場によっては業務規程において
その取引を制限している場合がある。

※第三者販売

農林⽔産省 新事業・⾷品産業部 ／New Business and Food Industry Department. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries. 19



農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

中央卸売市場

仲卸業者
売買参加者※

相対
91.5％

セリ・入札 8.5％

小売業者
製造業者
外食業者
など

第三者販売

買付
42.7％

委託
57.3％

※ 各種の割合は、令和２年度（金額ベース）

他市場業者
製造業者
外食業者
など

決済：８日程度 出荷者

（内訳）

決済：５日程度決済：１ヶ月程度

市場内販売
87.9%

仲卸：59.3%
買参：28.6%

農協系統団体 58.9%

商社 10.6%

産地出荷業者 11.0%

⽣産者個⼈ 6.3%

産地任意組合 4.8%

他市場の卸 3.2%

他市場の仲卸 2.0%

その他 3.1%

○卸売予定数量の公表（卸売業者・開設者）
○卸売結果の公表（卸売業者・開設者） 【仕切情報】

品目、数量、単価、
手数料、仕切金額

○中央卸売市場の取引構造（青果）

卸売業者

野菜：62.2 ％
果実：47.4 ％

野菜：66.5％,
果実：32.7％,
その他：0.8％

(野菜:6.8％, 果実:11.9％)
（参考）品目別の出荷割合
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

中央卸売市場

仲卸業者
売買参加者※

相対
87.5％

セリ・入札 12.5％

小売業者
製造業者
外食業者
など

第三者販売

買付
84.4％

委託 15.6％

他市場業者
製造業者
外食業者
など

決済：１７日程度

出荷者

（内訳）

決済：７日程度決済：１ヶ月程度

市場内販売
78.4%

仲卸：56.7%
買参：21.7%

産地出荷業者 41.6%

⽔産会社 12.0%

漁協系統団体 7.0%

商社 5.8%

⽣産者個⼈ 4.2%

他市場の卸 3.7%

産地任意組合 0.9%

他市場の仲卸 0.9%

その他 23.9%

○卸売予定数量の公表（卸売業者・開設者）
○卸売結果の公表（卸売業者・開設者） 【仕切情報】

品目、数量、単価、
手数料、仕切金額

○中央卸売市場の取引構造（水産）

卸売業者

（参考）品目別の出荷割合

鮮魚:21.5％, 冷凍:7.2％,
塩干加工:3.5%

鮮魚:28.2 ％, 冷凍:3.8 ％,
塩干加工:5.8 %

鮮魚:45.6％,
冷凍:23.5％,

塩干加工:26.7％,
水産加工：3.6%
その他:0.6％

※ 各種の割合は、令和２年度（金額ベース）
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

中央卸売市場

仲卸業者
売買参加者※

相対 13.4％

セリ・入札
86.6％

小売業者
製造業者
外食業者
など

第三者販売買付 5.9％

委託
94.1％

他市場業者
製造業者
外食業者
など

決済：９日程度
出荷者

（内訳）

決済：２日程度決済：１ヶ月程度

市場内販売
99.2%

仲卸：32.8%
買参：66.4%

農協系統団体 36.4%

産地任意組合 22.6%

⽣産者個⼈ 19.4%

産地出荷業者 16.2%

商社 3.5%

その他 1.9%

○卸売予定数量の公表（卸売業者・開設者）
○卸売結果の公表（卸売業者・開設者） 【仕切情報】

品目、数量、単価、
手数料、仕切金額

○中央卸売市場の取引構造（食肉）

卸売業者

牛肉:83.1％,
豚肉:15.5％,
その他:1.4％

（参考）品目別の出荷割合

牛肉:96.4％,
豚肉:86.4％牛肉:93.1％,

豚肉:56.2％

※ 各種の割合は、令和２年度（金額ベース）
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中央卸売市場

卸売業者
仲卸業者

売買参加者※

相対
83.4％

セリ・入札 16.6％

小売業者
加工業者
冠婚葬祭業者
など

第三者販売買付 9.9％

委託
90.1％

他市場業者
製造業者
冠婚葬祭業者
など

決済：１９日程度 出荷者

（内訳）

決済：１９日程度決済：１ヶ月程度

市場内販売
95.6%

仲卸：24.2%
買参：71.4%

農協系統団体 44.8%

⽣産者個⼈ 37.6%

商社 9.9%

産地任意組合 2.7%

他市場の卸 2.5%

他市場の仲卸 1.0%

産地出荷業者 0.2%

その他 1.3%

○卸売予定数量の公表（卸売業者・開設者）
○卸売結果の公表（卸売業者・開設者）

【仕切情報】
品目、数量、単価、
手数料、仕切金額

○中央卸売市場の取引構造（花き）

切花:70.4％,
鉢物:17.7％,
その他:11.9％

（参考）品目別の出荷割合

切花:89.3％,
鉢物:92.0％,

(切花:15.9％, 鉢物:31.8％)

※ 各種の割合は、令和２年度（金額ベース）
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○卸売市場を利用する仲卸業者の販売相手、売買参加者

青果 水産 食肉 花き

一般小売店等（八
百屋、魚屋、肉屋、
花屋等）

18.8 23.4 9.2 44.8

大規模小売店等
（量販店、生協、
給食事業者等）

65.7 52.9 72.9 32.1

加工業者・外食事
業者等

15.4 23.6 17.9 23.1

青果 水産 食肉 花き

一般小売店（八百
屋、魚屋等）

62.0 58.5 59.9 86.0

外食、給食、納入
業者

12.8 4.3 3.8 1.2

量販店、生協 9.6 9.4 0.8 1.7

他市場卸売業者
等

3.9 8.9 13.9 1.8

加工業者 2.8 7.7 7.3 0.7

その他 9.0 11.2 14.3 8.6

○ 仲卸業者の販売先割合（令和元年度）

○ 売買参加者の内訳（令和元年度）

仲卸業者

卸売業者

売買参加者

（金額ベース、単位：％）

（単位：％）

資料：農林水産省食品流通課調べ 24



〇 青果物の他消費地等への転送

76.9％

出典；令和３年度卸売市場データ集、青果部を有する全国50中央卸売市場の青果卸売業者68社から報告のあった令和2年度事業報告書を基に算出。

産地

中央卸売市場

47.4％

地方卸売市場
29.5％

市場外流通

23.1％

エリア内消費地

首都圏
近畿圏
中京圏
・・・・等

市場所在地

エリア外消費地

エリア内消費地

地方都市圏
（産地含む。）

エリア外
消費地

卸売業者分1.4％
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札幌

青森
八戸

盛岡

秋田

仙台

新潟

いわき
宇都宮

福井 さいたま

東京

川崎

横浜

静岡

金沢

京都

岐阜

大
阪

大
阪

奈
良

和
歌
山
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戸

姫
路

岡山
広島

宇
部

徳
島

高松

高
知

松
山久

留
米

宮崎
長
崎

鹿児島

沖縄

３４

５２

４３
５０

３５

３９

５２

５０

１０

３６

２

４６

４８
４２ ４９

５０
５

３７

４７

５０

５２

１０

３７

５９

４７

３２

５１

浜
松

５４

名
古
屋

２４

６
５２

６ ５３

４１

４９

７
３２

３３

北
九
州

福岡

３０

２４

凡例
●：開設者が都府県のもの
○：開設者が市のもの
数値は開設（業務開始）年を表す(年号は昭和)

○ 全６５市場（４０都市）

※令和４年6月時点

○ 中央卸売市場の配置

(花H4)

⻘ 果 ：５０市場（３８都市）

⽔産物 ：３４市場（２９都市）

⾷ ⾁ ：１０市場（１０都市）

花 き ：１４市場（１０都市）

その他 ： ５市場（ ４都市）

注１：以下の開設者にあっては、複数市場を開設
仙台市３市場、東京都１１市場、横浜市２市場、名古屋市３市場、
京都市２市場、大阪市３市場、神戸市３市場、広島市３市場、
福岡市３市場、鹿児島市２市場（令和３年度末現在）

注２：秋田市については、昭和50年より青果部・水産物部が、平成４年
より花き部が業務開始となった後、平成24年に青果部・水産物部が地
方卸売市場に転換
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■卸売市場経由率の推移（重量ベース、推計） ■卸売市場数、卸売業者数の推移

○ 卸売市場経由率と卸売市場数・卸売業者数

資料：農林水産省｢食料需給表｣、「青果物卸売市場調査報告」等により推計
注：卸売市場経由率は、国内で流通した加工品を含む国産及び輸入の青果、水産物等のうち、

卸売市場（水産物についてはいわゆる産地市場の取扱量は除く。）を経由したものの数量割合
(花きについては金額割合)の推計値。

資料：農林水産省食品流通課調べ
注：H23年度までは年度当初時点の数、H24年度以降は年度末時点の数である。

中央卸売市場

地方卸売市場

（業者数）

資料：農林水産省食品流通課調べ
注：各年度とも年度末時点の数である。

（市場数）

（市場数及び業者数）

○ 卸売市場は生鮮食料品等の流通の基幹的なインフラとしての役割を果たしており、青果の５割強、
水産物の５割弱が卸売市場を経由している（国産青果物では約８割）。

○ 市場経由率は、加工品など卸売市場を経由することが少ない物品の流通割合の増加等により、総じ
て低下傾向で推移している。

○ 中央卸売市場及び地方卸売市場の市場数及び卸売業者数は、中央卸売市場の市場数を除いて、
減少している。
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■取扱金額の推移（単位：100億円）

○卸売市場の取扱金額

（食肉･花き）
（食肉･花き）

中央卸売市場 地方卸売市場

資料：農林水産省食品流通課調べ

○ 卸売市場における取扱金額は、平成初期にピークを迎え、その後、市場外流通の増加等の影響
による取扱数量の減少等により総じて減少傾向で推移してきたが、近年、部類によっては概ね横ば
いの傾向もみられる。

注： S45年度の中央卸売市場の取扱金額の合計値には花きの取扱金額は含まない。

年度 年度
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■ 中央卸売市場卸売業者１業者当たり
取扱金額の推移（単位：億円）

○ 中央卸売市場における卸売業者１業者当たりの取扱金額は、花きを除き近年減少傾向で推移し
ている。

○ 中央卸売市場における仲卸業者１業者当たりの仕入金額は、食肉を除き近年横ばい傾向で推移
している。

○ 卸売業者及び仲卸業者の経営動向（取扱金額等）
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■ 中央卸売市場仲卸業者１業者当たり
仕入金額の推移（単位：億円）
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資料：農林水産省食品流通課調べ

H10年度

※令和元年度までしかデータがないため更新していない。
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○ 川下の営業利益率

〇他業態の営業収⽀（総売上⾼に対する割合）の内訳（令和３年度決算実績（速報））

全産業 食料品製造業 飲食料品卸売業 飲食料品小売業 飲食店
持ち帰り・配達
飲食サービス業

売上総利益（粗利） 26.0 22.0 14.0 32.7 63.5 57.5

販管費・一般管理費 23.1 20.0 13.4 31.8 75.2 58.4

　　うち人件費 10.2 7.3 5.3 12.9 34.9 32.9

営業利益 2.9 2.0 0.6 0.9 ▲ 11.7 ▲ 0.9

資料：中小企業庁「中小企業実態基本調査」
（注） 法人企業のデータである。

（単位：％）

【卸売業者】 【仲卸業者】
⻘果 ⽔産 ⾷⾁ 花き

売上総利益（粗利） 6.57 5.41 4.27 9.73
販売費・⼀般管理費 6.16 5.05 4.20 9.88

うち⼈件費 2.74 2.89 2.13 6.40
営業利益 0.41 0.36 0.07 ▲0.15

売上⾼規模 全体 30億円未満 30億円以上
100億円未満

100億円以上
300億円未満

300億円以上
1000億円未満 1000億円以上

売上総利益（粗利） 26.17 26.45 25.20 26.37 26.90 26.05
営業利益 1.40 0.35 0.89 1.40 2.13 2.61

○スーパーマーケット経営指標（令和３年度）

○中央卸売市場卸売業者及び仲卸業者の営業収⽀（総売上⾼に対する割合）の内訳（令和２年度）

⻘果 ⽔産 ⾷⾁ 花き
売上総利益（粗利） 12.81 13.16 8.00 19.25
販売費・⼀般管理費 13.24 13.62 7.20 20.11

うち⼈件費 5.75 7.44 3.13 10.95
営業利益 ▲0.42 ▲0.46 0.80 ▲0.86

単位︓％ 単位︓％

単位︓％

資料︓⾷品流通課調べ

資料︓2022年 「スーパーマーケット年次統計調査報告書」
（⼀社）全国スーパーマーケット協会
（⼀社）⽇本スーパーマーケット協会

オール⽇本スーパーマーケット協会

○ 卸売業者、仲卸業者の営業利益率は、いずれの分野においても±1%前後。
○ 下段表が⽰すように、卸売（川上）よりも仲卸（川下）の⽅が営業利益が低い傾向。
○ スーパーマーケットの営業利益率は1.4％。
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〇 ⾷品流通段階別価格形成調査（平成29年度）

流通経費(52.5)

小売経費

〈Ｅ〉

(20.4)

仲卸

経費

〈Ｄ〉
(10.3)

集 出 荷

団体経費

〈Ｂ〉

(16.9)

0 20 60 8040 100 (％)

卸売経費(卸売手数料)〈Ｃ〉(5.0)

小売価格

２万5,331円

(100.0％)

生産者受取価格

〈Ａ〉

(47.5)

○ 品⽬別⼩売価格に占める各流通経費等の割合（100kg当たり）（試算値）
・ ⻘果物全体（調査対象16品⽬）

・ 品⽬別

⽣産者 卸売集出荷
団体 仲卸 ⼩売

※加⼯品については統計データなし

出典︔農林⽔産省統計部
⾷品流通段階別価格形成調査報告（⻘果物調査）（平成29年度）

※①⽣産者受取価格︓卸売価格から卸売経費及び集出荷経費を控除。⽣産者による選別・
荷造労働費を含む。

②集出荷団体経費︓⽣産者団体等による集出荷経費。
③卸売経費︓集荷団体が卸売業者に⽀払った卸売⼿数料。市場使⽤料、⼈件費、集荷

販売費、奨励⾦、営業利益が含まれる。
④仲卸経費︓仲卸業者の販売価格と卸売価格の差。⼈件費、営業利益が含まれる。
⑤⼩売経費︓⼈件費、営業利益が含まれる。
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大規模整備未実施の市場への対策

生鮮食料品の流通への核として

①品質・衛生管理の強化

②物流業務の効率化・省力化

③保管調整機能の強化

④輸出先国までの一貫したコールド

チェーンの確保

⑤輸出先国が求める衛生基準の確保

等に資する卸売市場整備を支援

市場名 経過年数 備考

青森市中央卸売市場 50年以上 昭47

八戸市中央卸売市場 46年 昭52

仙台市中央卸売市場本場 50年以上 昭35（昭48移転）

仙台市中央卸売市場食肉市場 41年 昭50

秋田市中央卸売市場 48年 昭50

いわき市中央卸売市場 47年 昭52

宇都宮市中央卸売市場 49年 昭50

さいたま市食肉中央卸売市場 50年以上 昭36

東京都中央卸売市場豊島市場 50年以上 昭10

東京都中央卸売市場足立市場 50年以上 昭10

東京都中央卸売市場多摩ＮＴ 41年 昭58

浜松市中央卸売市場 45年 昭54

新潟市中央卸売市場 50年以上 昭39

金沢市中央卸売市場 44年 昭41

福井市中央卸売市場 48年 昭49

大阪府中央卸売市場 45年 昭53

大阪市中央卸売市場南港市場 40年
昭33（昭59移転）

（整備中）

神戸市中央卸売市場東部市場 50年以上 昭31

奈良県中央卸売市場 47年 昭52

和歌山県中央卸売市場 50年以上 昭49（整備中）

岡山市中央卸売市場 41年 昭36（昭57移転）

広島市中央卸売市場中央市場 42年
昭23（昭56移転）

（整備中）

広島市中央卸売市場東部市場 50年以上 昭49

宇部市中央卸売市場 50年以上 昭47

徳島市中央卸売市場 50年以上 昭47

高松市中央卸売市場 43年 昭42（整備中）

松山市中央卸売市場 49年 昭49

北九州市中央卸売市場 48年 昭33（昭50移転）

久留米市中央卸売市場 50年以上 昭36

長崎市中央卸売市場 48年 昭50

宮崎市中央卸売市場 47年 昭52

鹿児島市中央卸売市場青果市場 47年 昭10（昭51移転）

沖縄県中央卸売市場 40年 昭59

整備後のイメージ

▲効率的なトラックバース ▲フォーク等が通行可能な通路

老朽化した市場

▲老朽化した荷受所 ▲場内通路が狭隘

【施設整備後の経過年数】

10年未満

６市場

10～19年

10市場

20～29年
6市場

30～39年

10市場

40～49年

21市場

50年以上

12市場

〇 卸売市場の老朽化の現状と対策

○ 全国65の中央卸売市場の5割弱にあたる29市場は、40年以上（1982（昭和57）年）
移転・大規模整備を行っていない。うち、11市場は50年以上経過。 【令和５年６月末現在】

（うち整備中１）

（うち整備中３）
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卸売市場の物流機能の強化

【搬⼊】

⻑時間待機・渋滞

⼿荷役⻑時間労
働

電話・FAXで受発
注

動線の錯綜、混雑

荷捌場、貯蔵保管
施設の不⾜

屋外、炎天下での
荷捌

⽼朽化、低耐震性

【荷受】

【場内】

【防災】

【物流業界】
ドライバー不⾜
働き⽅改⾰
EC市場への対応
脱炭素環境対応

【卸売市場】
⾼齢化、⼈⼿不⾜
⼿荷役、アナログ
⻑時間の荷待ち
⾮効率な施設構造
⽼朽化、耐震性弱

このままでは、⽣鮮
⾷料品等の流通の
持続性確保が危ぶ
まれる状況

⻘果物等の
流通標準化

とともに、

卸売市場の
物流機能の
強化が急務

＜現状＞ ＜課題＞ ＜これからの卸売市場の機能と役割＞
〇 トラック予約システムの導⼊と

⼊退出の物流動線の交差を
最⼩化した施設構造

〇 取引のデジタル化・データ連
携による業務の効率化

〇 RFID等による検品⾃動化

〇 パレット循環体系により、⼿
荷役をなくし、省⼒化、省⼈化
を実現

〇 天候に左右されない荷降ろし
場、施設定温の低温化による
品質管理の⾼度化

〇 ⾃動搬送装置等による効率
化、省⼒・省⼈化、⾮接触型
の業務体制

〇 量販・加⼯需要、有機、輸
出など国内外の需要の変化に
対応し、貯蔵保管機能、簡易
加⼯、⼩分け・パッケージング
等の機能強化

〇 施設の耐震性、⾮常⽤電源
の確保、BCPの策定

トラック予約システム

効率的な荷下ろし
が可能な施設構造

施設の定温化による
鮮度・品質保持

⾃動搬送装置

データ連携・デジタル化
による業務の改善

ドックシェルター

電動移動ラック
貯蔵保管機能強化

加⼯処理施設

⾮常⽤電源
拠点市場

鉄道輸送

海上輸送

航空輸送

幹線共同輸送
モーダルシフト 33
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卸売市場施設への要求①出荷者・集荷の変化
１ 流通の⼤型化

 農協の合併等により、
産地が⼤型化

現在

 国内⽣産拡⼤の取組

将来
 ⼤型流通に対応するための在

庫機能の強化

市場施設への要求

在庫機能の強化

⼤型⾞に対応できる荷受け施設

 施設の温度管理、保冷設備の
整備による品質管理の向上

 トラックバースの整備
 スロープ等を含むスムーズな場内

⾛⾏路等の確保
 トラック予約システムの導⼊

適切な温度管理により、
鮮度・品質保持

トラック予約システムの導⼊
により、場内の渋滞緩和

ドッグシェルターにより外気を遮断

スムーズな場内⾛⾏路

 ⼤型トラックによる輸送
が⼀般化

 輸送⼒強化のための新た
な技術

（⾃動⾛⾏・連結⾞等）
 ⼤型⾞に対応できる荷受施設
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卸売市場施設への要求①出荷者・集荷の変化
２ パレチゼーション

 パレチゼーションの導
⼊

現在

 パレチゼーション利⽤徹
底

将来
 パレチゼーションを前提とし

た施設・設備
 円滑な運営のための検討

体制構築

市場施設への要求

パレチゼーションを前提とした施設・設備

円滑な運営のための検討体制構築

 パレットデポスペースの確保
 フォークリフト等の機材の確保
 効率的な場内動線

 関係者が現状や課題を共有
し、場内物流の改善を図る
体制の構築

 パレット管理ルールの明確化

パレット管理のためのスペース確保

パレット循環体制

関係者間の情報共有・
管理ルールの徹底

フォークリフトによる荷下ろし

効率的な場内動線
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卸売市場施設への要求②市場関係者・場内作業の変化
３ 場内作業の省⼒化・デジタル技術の活⽤

 従業員の⾼齢化

現在

 ⼈⼿不⾜への対応

将来
 場内作業の⾃動化・デジタル

化

市場施設への要求

場内作業の⾃動化・省⼒化

共同作業スペース化

 納品伝票の電⼦化
 RFIDによる検品作業の⾃動化
 ⾃動搬送機等の導⼊ 商品にRFID（電⼦タグ）を添付し、ウェアラブルカメラで⾃動検品

→AGV（⾃動搬送機）で市場内搬送

卸売場と仲卸売場を分けず共同作業スペース化、商品は電⼦タグで管理

0時

6時

12時

18時 デジタル技術を活⽤し、売り
場を共同作業スペース化

卸売

荷受

仲卸の
販売

 作業スペースの不⾜  場内スペースの有効活⽤  共同作業スペース化
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卸売市場施設への要求③消費者・実需者の変化
４ ⾼齢化・⼈⼿不⾜への対応

 実需者の従業員の⾼
齢化

現在

 ⼈⼿不⾜

将来
 消費者・実需者のニーズに応

じた⼩分け・加⼯処理

市場施設への要求

消費者・実需者のニーズに応じた⼩分け・加⼯処理

取扱量に応じたコンパクトな設備

 効率的な施設利⽤（共有スペース化
等）

 ⼩分け、パッケージング等の対応強化、プレ
クック加⼯等への対応

 有機⾷品・輸出など新たな需要に応える
集荷・加⼯・配送 加⼯処理施設による加⼯・パッキング

 少⼦⾼齢化  ⼈⼝減
 取扱量の減少

 取扱量に応じたコンパクトな設
備
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卸売市場施設への要求③消費者・実需者の変化
５ 配送の効率化

 ロールボックスパレット利
⽤

現在

 ロールボックスパレットの利
⽤の徹底

 PIコンテナの利⽤

将来

 ロールボックスパレットの利⽤を
前提とした施設設計

市場施設への要求

ロールボックスパレット等の利⽤を前提とした施設設計

 搬出バースのプラットホーム化
 ロールボックスパレット・PIコンテナ等のデポス

ペース確保

ロールボックスパレット搬出バースのプラットフォーム
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卸売市場施設への要求④社会の変化
６ 環境対応、災害対応など

 環境意識の⾼まり
（フォークリフト、ターレの
電動化）

現在

 環境配慮が必要

将来
 施設のグリーン化（ＥＶトラッ

クへの対応）

市場施設への要求

施設のグリーン化
 脱炭素
（フォークリフト、ターレの電動化、
ＥＶトラックへの対応）

市場流通のデジタル化
 取引のデジタル化・データ連携に

よる業務の効率化

施設の強靭化
 事業継続計画（BCP）策定
 地⽅公共団体との協定締結 ・・

耐⽔化、耐⾵化
耐震化浸⽔のおそれの

ある現在地から
移転

⼤⾬による浸⽔被害
（荷捌場）

台⾵による浸⽔被害
（売場内部）

地震による施設
被害

 デジタル技術の進展  デジタル技術の更なる活⽤

 災害時の⾷料供給

 市場流通のデジタル化

 施設の強靭化 災害対応

EVステーションの設置

フィジカルインターネットの基盤となる、
RFID付きの規格化された容器
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２．⾷品流通の合理化に向けて
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〇 官⺠物流標準化懇談会について
令和３年６⽉１５⽇に閣議決定された新しい総合物流施策⼤綱では、取り組むべき⼤きな柱のひとつとして「物流DX

や物流標準化の推進によるサプライチェーン全体の徹底した最適化（簡素で滑らかな物流の実現）」を提⾔。
物流DXの推進のためには、その⼤前提として、物流を構成するソフト・ハードの各種要素の標準化が必要不可⽋。⻑年

の課題であった物流標準化を実現するため、⻑期的視点でその課題や推進⽅策を議論・検討するため「官⺠物流標準化
懇談会」を設置・開催。

出典︔「総合物流施策⼤綱（2021年度~2025年度）に関する報告会」資料より抜粋

「官⺠物流標準化懇談会」構成員（五⼗⾳順、敬称略）

荒⽊ 毅 ⽇本商⼯会議所 社会資本整備専⾨委員会委員⻑
（富良野商⼯会議所会頭）

池⽥ 潤⼀郎 ⼀般社団法⼈⽇本物流団体連合会 会⻑
岩村 有広 ⼀般社団法⼈⽇本経済団体連合会 常務理事
内⽥ 富雄 ⼀般財団法⼈⽇本規格協会 業務執⾏理事
神林 幸宏 全国農業協同組合連合会 常務理事
栗島 聡 公益社団法⼈経済同友会 幹事
神宮司 孝 株式会社⽇⽴物流 代表執⾏役副社⻑
⾼岡 美佳 ⽴教⼤学経営学部 教授
寺⽥ ⼤泉 公益社団法⼈⽇本ロジスティクスシステム協会 専務理事
⻑尾 裕 ヤマトホールディングス株式会社 代表取締役社⻑ 社⻑執⾏役
員
根本 敏則 敬愛⼤学経済学部 教授
⼆村 真理⼦ 東京⼥⼦⼤学現代教養学部 教授
堀切 智 NIPPON EXPRESS ホールディングス株式会社

代表取締役副社⻑ 副社⻑執⾏役員
松本 秀⼀ ＳＧホールディングス株式会社 代表取締役
⾺渡 雅敏 公益社団法⼈全⽇本トラック協会 副会⻑
味⽔ 佑毅 流通経済⼤学流通情報学部 教授
⽶⽥ 浩 ⼀般社団法⼈⽇本倉庫協会 理事⻑
⾼橋 孝雄 農林⽔産省 ⼤⾂官房総括審議官（新事業・⾷品産業）
茂⽊ 正 経済産業省 商務・サービスグループ審議官
堀内 丈太郎 国⼟交通省 ⾃動⾞局⻑
鶴⽥ 浩久 国⼟交通省 公共交通・物流政策審議官

●第１回 官⺠物流標準化懇談会 （令和３年６⽉１７⽇）
・物流標準化の重要性や意義、検討すべき課題や、議論にあたって留意
すべき観点等について確認。

・懇談会の下に個別の標準化テーマごとの分科会を設け、専⾨家の意⾒
等も聞きながら標準化の⽅策について検討を進めていくことを決定。

・具体的には、まずは先⾏的に物流機器（パレット等）の標準化につい
て検討する分科会の設置・開催を決定。

●第２回 官⺠物流標準化懇談会 （令和４年７⽉２８⽇）
・物流をとりまく全ての関係者に向けて、物流標準化の必要性と取組を呼び掛け。
・「パレット標準化推進分科会」中間とりまとめを受けた今後の対応や、
その他の物流標準化の取組について議論・検討・発信。

●パレット標準化推進分科会
※第１回懇談会での議論を受けて、懇談会の下に設置・開催

第１回︓令和３年９⽉７⽇
第２回︓令和４年１⽉１８⽇
第３回︓令和４年３⽉１⽇
第４回︓令和４年５⽉１２⽇
中間とりまとめ公表︓令和４年６⽉２７⽇
第５回︓令和４年１０⽉２８⽇
第６回︓令和５年１⽉１９⽇
第７回︓令和５年３⽉１⽇
第８回︓令和５年５⽉２４⽇ 41



〇 官⺠物流標準化懇談会の位置づけ（イメージ）

業種分野ごとの
⽣産性向上及びトラック
ドライバーの労働時間
改善に関する懇談会

加⼯⾷品物流における
⽣産性向上及びトラック
ドライバーの労働時間
改善に関する懇談会

トラックドライバーの
働き⽅改⾰

◆ホワイト物流推進運動
◆標準貨物⾃動⾞運送約款等
の改正 等

酒・飲料

総合物流施策⼤綱

議題 ︓ハード・ソフト含むすべての物流各項⽬（パレット・外装サイズ、外装
表⽰、納品伝票、コード体系・物流⽤語等）の規格にかかる標準化

進め⽅︓特定の標準化項⽬（例︓パレット規格等）を取り上げて、順次、実
⾏に結び付く標準化の⽅向性（標準規格／⺠間・⾏政での具体的
な推進⼿法等）につき議論・検討。詳細の検討にあたっては懇談会
（年１〜２回）の下に分科会を設置する等で対応。

構成員︓⾏政、物流団体、主要物流事業者、学識経験者、経済団体、
荷主系団体等

【ソフトの標準化】
◆SIPスマート物流

サービス
・物流・商流データ基
盤を活⽤したデータ連
携・標準化による物流
効率化

業種分野ごとの
物流標準化の取組

加⼯⾷品分野における物流標準化
アクションプラン（フォローアップ会）

⻘果物分野における物流標準化の取組
（⻘果物流通標準化検討会）

・
・
・

建設資材物流に
おける・・・懇談会

紙・パルプ物流に
おける・・・懇談会

官⺠物流標準化懇談会

⾼度物流⼈材の育成・確保⾃動化・機械化の取組の推進 ・ ・ ・

物流にかかる規格の標準化

・受発注条件の⾒直し
・荷待ち時間の削減
・荷役時間の削減
・附帯作業時間の削減 等

標準化による
更なる⽣産性向上
・労働時間改善

商慣習等⾒直し
による標準化推進

・ハード・ソフト含むすべての物流各項⽬
（パレット・外装サイズ、外装表⽰、納品伝票、
コード体系・物流⽤語等）の規格にかかる標準化

先例としての
知⾒の提供

基盤の利活⽤を通じた
物流情報の標準化

経営効率化
委員会

⽇本物流団体
連合会

物流標準化の
推進に向けた
調査⼩委員会

連携
協⼒

先例としての知⾒の提供

検討結果の業界への共有
先例としての知⾒の提供

検討結果の業界への共有

紙加⼯品分野における物流標準化の取組
（紙加⼯品（衛⽣⽤品分野）物流研究会）

出典︔「第１回官⺠物流標準化懇談会」資料より国⼟交通省更新
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

⻘果物流通標準化検討会

パレット循環 卸売市場内物流
納品伝票、

コード標準化、
出荷情報

外装表⽰、
外装サイズ

（テーマ）

〇 農林⽔産省では、令和３年９⽉、⻘果物流通の標準化に向けて、荷主団体、卸売団体、物流事業
者等から構成される「⻘果物流通標準化検討会」を設置。

〇 検討項⽬ごとに分科会を設けて議論を⾏い、令和５年３⽉にガイドラインを策定。

〇 ⻘果物分野における物流標準化の検討

【構成員】
出荷団体︔全国農業協同組合連合会、ホクレン農業協同組合連合会、

⽇本園芸農業協同組合連合会
卸売団体︔（⼀社）全国中央市場⻘果卸売協会、

（⼀社）全国⻘果卸売市場協会
物流事業者︔全⽇本トラック協会
⾏政︔国⼟交通省、農林⽔産省
分科会構成員・オブザーバー
︔経済産業省、全国⻘果卸売協同組合連合会、
（公財）⾷品等流通合理化促進機構、（公財）流通経済研究所

【事務局】
農林⽔産省
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課 ／Director of Food Distribution, Division New Business and Food Industry Department. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

⻘果物流通標準化ガイドライン
○ 令和３年９⽉に、荷主団体、卸売団体、物流事業者等から構成される「⻘果物流通標準化検討会」を設置。
○ パレット循環体制、外装サイズ、コード・情報、場内物流について議論を⾏い、令和５年３⽉にガイドラインを策定。

ガイドラインの概要

１．サイズ・材質
・原則1.1m×1.1m（11型）
・プラスチック製を推奨

２．運⽤
• 利⽤から回収までレンタルが基本
• パレット管理が不可⽋。⻘果物流通

業者の意識醸成が必要
• パレットの情報共有システムの構

築・導⼊を推進

○ パレット循環体制

○ 場内物流

１．トラック予約システム
• 到着時間等を予約。荷下ろし

待ち時間を削減。

２．場内物流改善体制の構築
• 開設者を中⼼に、卸売業者、

仲卸業者等による場内物流改
善体制を構築

• 市場内のパレット管理、荷下
ろし等の秩序形成、法令遵守
を促進

○ コード・情報
１．納品伝票の電⼦化
• 送り状、売買仕切書を優先
• 送り状・売買仕切書の標準的

な記載項⽬を提⽰

２．コード体系の標準化
• 商品では⻘果物標準品名コー

ド（JA全農のベジフルコー
ド）を活⽤

• 事業者では県連、JA、市場の
事業者コードを活⽤

○ 外装サイズ
１．最⼤平⾯⼨法
• 最⼤平⾯⼨法は1.1m×1.1m
• パレットからはみ出さないよ

うに積み付け

２．最⼤総重量
• プラスチックパレットの耐荷

重を踏まえて１ｔ

３．荷崩れ防⽌・品質劣化防⽌
• 湿気による品質劣化を防⽌す

るよう、簡潔なラッピング

４．外装サイズの⼨法
• 品⽬ごとに標準となる段ボー

ルサイズを順次設定。導⼊産
地を順次拡⼤。

（積み付けの様⼦）

（荷崩れ防⽌策）
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地域 実施主体 パレット化済品⽬ R4年度実証品⽬ その他検討中の品⽬

１ 北海道 JAホクレン
(道内21JA)

にんじん、たまねぎ、ばれいしょ、だいこん
（ゆり根、きゅうり、アスパラ等）

かぼちゃ ながいも、ブロッコリー

２ 秋⽥県 JA全農あきた えだまめ、⻑ねぎ、しいたけ
（⼀部JAのみ）

ねぎ、えだまめ、しいたけ
（独⾃に実施）

きゅうり、ミニトマト、アスパラガス、か
ぼちゃ、もも、洋なし

３ 岩⼿県 JA全農いわて レタス
（⼀部出荷先のみ）

菌茸類（しいたけ等）、葉物類 なす、ねぎ、ピーマン

４ ⼭形県 JA全農⼭形 さくらんぼ、ぶどう、もも、⻄洋なし、りんご、
メロン、すいか、きゅうり、トマト、えだまめ等

ー ー

５ 福島県 JA全農福島 もも、なし、りんご
（⼀部JAのみ）

ー ー

６ 静岡県 JAみっかび みかん ー ー

７ 和歌⼭県 JA和歌⼭県農 ー みかん（独⾃に実施） ー

８ 愛媛県 JA全農えひめ ー ー みかん

９ 福岡県 JA全農ふくれん ー なす、葉物野菜、かき、いちご きゅうり、みかん、（ごぼう、リーフレタ
ス）

10 熊本県 熊本⼤同⻘果 トマト、にんじん
（⼀部JA・出荷者のみ）

ごぼう ー

11 JA熊本市 みかん ー ー

12 宮崎県 JA宮崎経済連 ー ピーマン、きゅうり ー

13 ⿅児島県 JA⿅児島経済連 ー 抑制かぼちゃ ー

○ 産地における11パレット導⼊、11パレットに適合した外装サイズ検討の取組

○ ⻘果物流通標準化ガイドライン⾻⼦に基づき、各産地における11パレットの導⼊、外装サイズ変更の取組を推進。
○ 令和４年度「農産物・⾷品の物流標準化委託事業」において試験輸送等を実証。
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

11型パレット導⼊全国マップ 2023年3⽉現在パレット化済 実証・検討中

北海道

にんじん たまねぎ ⾺鈴薯 ⼤根

かぼちゃ ブロッコリー

その他
ながいも

岩⼿県

レタス しいたけ なす ねぎ

⼭形県

さくらんぼ ぶどう 桃 りんご

福島県

桃 りんご梨

静岡県

みかん

和歌⼭県

みかん

⻘森県

ねぎ ⾺鈴薯 にんじん

秋⽥県

えだまめ ねぎ すいか

⽢藷

茨城県千葉県

ねぎ

愛媛県

みかん⾼知県

きゅうり

トマト アスパラガス

福岡県

なす 柿 きゅうり

⾺鈴薯

⿅児島県

抑制かぼちゃ

宮崎県

ピーマン きゅうり ⾺鈴薯 ⼤根

ねぎ にんじん

きゅうり

トマト にんじん みかん

熊本県

ごぼう

⼤分県
たまねぎ みかん

佐賀県

いちご キャベツトマト

11型パレット導⼊済・
または検討中

１８/47

※外装分科会資料、全農ヒアリングを基に作成 46



品⽬ はい数 ⻑さ
（mm）

幅
（mm） 積み付けパターン 備考

レタス

６ 510〜
550

340〜
365

パレタイズド貨物の底⾯積︔
1,020〜1,100㎜×1,020〜
1,095㎜

８ 480〜
500

270〜
300

パレタイズド貨物の底⾯積︔
1,020〜1,100㎜×1,020〜
1,100㎜

ねぎ ８

540〜
580

220〜
260

商品全⻑︔57㎝
（⻘葉部分をカット）
パレタイズド貨物の底⾯積︔
980〜1,100㎜×980〜1,100
㎜

610 205〜
245

商品全⻑︔60㎝
パレタイズド貨物の底⾯積︔
1,020〜1,100㎜×1,020〜
1,100㎜

【参考】標準外装サイズを設定した品⽬のパレット積み付けパターン①(外装サイズ４.関係)
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品⽬ はい数 ⻑さ
（mm）

幅
（mm） 積み付けパターン 備考

たまねぎ

８ 465 310

パレタイズド貨物の底⾯
積︔
1,085㎜×1,080㎜

12 360 260

パレタイズド貨物の底⾯
積︔
1,080㎜×1,040㎜

みかん 12 360〜
362

264〜
270

パレタイズド貨物の底⾯
積︔
1,080〜1,086㎜×1,056
〜1,080㎜

【参考】標準外装サイズを設定した品⽬のパレット積み付けパターン②(外装サイズ４.関係)
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○ 卸売市場における場内物流改善の取組

○ 全国の卸売市場に対して、場内物流改善のための体制構築について働きかけ。

地域
実施状況

対象市場 １巡⽬
訪問数

２巡⽬
訪問数

北海道 ３市場（札幌市中央卸売市場 等） １ １

東北 ９市場（仙台市中央卸売市場 等） ９ ー

関東 21市場（東京都中央卸売市場⼤⽥市場、豊洲市場 等） １８ ２

北陸 ４市場（⾦沢市中央卸売市場 等） ４ ー

東海 ３市場（名古屋市中央卸売市場本場、北部市場 等） ３ １

近畿 10市場（⼤阪市中央卸売市場本場、東部市場 等） １０ １

中国四国 ８市場（広島市中央卸売市場中央市場 等） ８ ２

九州 ９市場（福岡市中央卸売市場⻘果市場 等） ９ ー

１巡⽬ ２巡⽬

訪問実績 62市場 ７市場
【地域別の内訳】

※令和５年１⽉時点
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＜構成員＞
① 開設者（事務局）
② 卸売業者
③ 仲卸業者（主として転送・量販店対応をしている事業者）
④ 市場関係運送事業者
⑤ 市場協会等
※ オブザーバーとして農林水産省も参加

＜取組事項＞
 パレット循環

① パレット管理ルールの合意形成と周知徹底
② 場内でのパレット管理方法の確立と卸自身の手による回収率の算出
③ 産地へのパレット流通普及活動とパレット化支援
④ レンタルパレット積替え作業の機械化
⑤ 直送先（量販店センターなど）への回収協力依頼

 場内物流効率化
① 場内物流の秩序（通路など共有スペースの確保）
② 場内物流効率化に向けた施設整備・利用改善の検討

 法令の遵守
○ 貨物自動車運送事業法、労働基準法、標準的な運賃の告示制度、ホワイト物流等の周知

（参考）場内物流改善推進体制のイメージ（場内物流2.関係）
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〇 レンタル⽤としての普及が進んでいる⼀貫輸送⽤平パレットを使⽤したみかん輸出について、包装貨物の平⾯
⼨法、並びに積付けを⾏う際の積載⽅法の指針がJIS規格（Z1185）として制定された。

〇 積載貨物の荷崩れ等が抑制されることによる⻑距離輸送中のみかんの損傷・腐敗の防⽌、更には積載効率が
向上することにより、みかんの輸出促進への貢献が期待される。

a) T11-12の縦積み⽅法 b) T11-06の縦積み⽅法

〇 縦積み⽅法

〇 包装貨物の平⾯⼨法（外形⼨法）

包装貨物の⼀貫輸送⽤平パレットへの積載⽅法は、通常、全てブロック
積みが望ましい。
注記 れんが積み、ピンホイール積みなどは、輸送包装の強度低下を招く可能性がある
。

横揺れによる積荷の倒壊を防ぐために、縦積み段数が⾼い
ものについては、荷物全体を固定するコーナー材、PPバンド
などを⽤いて固定することが望ましい。

〇 コーナー材及びPPバンドの装着⽅法

呼称 平⾯⼨法（外形⼨法）mm パレット積付け時の平⾯⼨法合計mm パレット1段積付け数
T11-12 364×273 1092×1092 12個（3×4）
T11-06 546×364 1092×1092 6個（2×3）

注記 包装貨物の間隙によって、積み付け平⾯⼨法が1092×1092でT11型パレットの四辺に⾯⼀となる。

【参考】みかん輸出ではパレットへの積載⽅法の指針がJIS規格に制定
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

花き流通標準化検討会

ガイドライン検討作業部会

【構成員】
卸売事業者︔（⼀社）⽇本花き卸売市場協会

豊明花き（株）、札幌花き（株）、（株）仙花、
（株）名港フラワーブリッジ、（株）なにわ花いちば

物流事業者︔全⽇本トラック協会
出荷団体 ︔全国農業協同組合連合会（埼⽟県本部）、

愛知県経済農業協同組合連合会、
（⼀社）⽇本花き⽣産協会、JA愛知みなみ

⾏ 政 ︔農林⽔産省
作業部会構成員・オブザーバー

︔（株）⼤⽥花き、（株）フラワーオークションジャパン、
⼤阪フラワーサービス（株）、（株）花満、
福岡県花卉農業協同組合、国⼟交通省、経済産業省

【事務局】
農林⽔産省

○ 農林⽔産省では、令和４年７⽉、花き流通の標準化に向けて、⽇本花き卸売市場協会の会員を中
⼼とした卸売事業者から構成される「花き流通標準化検討会」を設置。

○ 9⽉・10⽉は卸売関係の担当者レベルで実務的な観点からも議論を⾏う作業部会を開催。これを踏
まえ11⽉以降は構成員に出荷団体、物流事業者等を加え、令和５年3⽉の検討会において取りまとめ、
花き流通標準化ガイドラインを策定。

〇 花き分野における物流標準化の検討
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

項 ⽬ 内 容
１．台⾞ ● 主に鉢物については、産地の出荷拠点から卸売市場までの幹線輸送における⼿荷役解消のため、

台⾞での輸送を推奨。

● 全国的に利⽤されているフル台⾞のサイズと、実証実験で開発したハーフ台⾞の
サイズを標準的な台⾞のサイズとして推奨。

フル台⾞︓W1055mm×D1285mm×H2068mm（写真左）
ハーフ台⾞︓W520mm×D1280mm×H1900mm（写真右）

２．パレット・外装 【パレット】
● 主に切り花については、産地の出荷拠点から卸売市場までの幹線輸送における⼿荷役解消のため、パレットでの輸送を
推奨。

● 平⾯サイズ1100mm×1100mmを標準化。

【外 装】
● 標準の平パレット1,100mm×1,100mmに合わせ、例えば次のようなサイズの横箱
段ボールの使⽤を推奨。

タイプＡ︓⻑さ1,100mm×幅360mm×⾼さ260mm 
タイプＢ︓⻑さ1,100mm×幅360mm×⾼さ173mm 
タイプＣ︓⻑さ1,100mm×幅360mm×⾼さ130mm 
タイプＤ︓⻑さ1,100mm×幅275mm×⾼さ130mm など

（写真はT11パレットにタイプA〜Dの4種類の標準箱を積み上げた様⼦ ►）

〔品⽬特性を踏まえて、必要に応じて縦箱段ボールの使⽤も可能。〕

● 検品作業等が効率的になるようラベル等の表⽰の向きをそろえた積み付けモデルを推奨。

３．コード・情報 ● ペーパレス化・データ連携を前提とし、帳票の標準項⽬を設定。
（出荷者名、卸売業者名、品名、等階級、数量、単価など）

花き流通標準化ガイドライン（令和5年3⽉策定）における標準化項⽬について

台⾞の統⼀

パレットサイズの統⼀ 段ボールサイズの統⼀

情報伝達⽅式の統⼀
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

○令和４年度農産物・⾷品の物流標準化委託事業

・11型パレットの導⼊、パレット循環利体制の構築に向けて、11型パレットに適した段ボールなど外装サイズの試作と
実証実験を⾏った（委託事業者︓公益財団法⼈ 流通経済研究所）。

・実証を通じて与件の整理を⾏うと共に、物流標準化を効率的に推進するための⼿順書を作成した。

遠⽅産地、重量物、ばら積み輸送、⽣産量の多い地域・品⽬を中⼼に6地域で取組を実施。
宮崎県 JA宮崎経済連

⿅児島県 JA⿅児島県経済連

◎抑制かぼちゃの11型パレット輸送
抑制かぼちゃを対象に、既存段ボールでの

11型パレット積み付けの実証

北海道 ホクレン

◎かぼちゃの11型パレット輸送
バラ積みが主流かつ重量野菜であった
かぼちゃに対し、11型パレットに合致した

段ボールを試作

岩⼿県 JA全農いわて

◎複数JAによる積み荷の集約輸送
菌茸類・ホウレンソウについて

品⽬を集約・混載した輸送試験の実施

福岡県 JA全農ふくれん

◎JA域を越えた共同輸送

熊本県 熊本⼤同倉庫

◎場内仲卸配送⽤パレット活⽤

11型パレットに合致した
段ボールを開発し、共同輸送

専⽤パレットを仲卸も活⽤し、場内限りでの
パレット循環の実証

◎ピーマンの11型パレット輸送
ピーマンを対象に、11型パレットに合致した

段ボールの開発と実証

物流効率化のエリアの拡⼤を⽬指し⼿順書を作成 54



農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

産地の標準パレット推進－全農ガイドブック
• 全農は、農⽔省の⻘果物流通標準化ガイドライン⾻⼦（外装表⽰、外装サイズ）を具現化し、国

内で数多く流通するT11型によるパレット輸送の拡⼤をはかるため、パレットサイズに適合した段ボール
箱の標準化をすすめている。これまでレタス、タマネギ、ネギ、⾺鈴薯、ニンジン、ダイコンで検討をおこな
い、最終的に主要野菜14品⽬で実施することとしている。

• 品⽬ごとの⼤きさや出荷規格の違い、産地集出荷施設の設備改修の必要性など、標準化に向けて
は時間を要するため、品⽬ごとにサイズを例⽰した「段ボール箱標準化ガイドブック」を作成し、これを参
考に各県域で順次サイズ変更の検討をすすめている。

第３回 持続可能な物流の実現に向けた検討会 全国農業協同組合連合会資料より抜粋

T11パレットに適合した段ボール箱標準化
ガイドブック

検討の⼀例（ネギ、⾺鈴薯）
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モーダルシフトに関する調査委託事業
• 北海道・北東北・九州などの遠⽅⼤産地から⾸都圏・近畿圏の⼤消費地までの⻘果物輸送について、主要品⽬・輸送モード・ 数量・輸送における課題

等をアンケートで調査。
• アンケート調査の結果も踏まえ、これまで実施されてこなかった地域・品⽬・輸送モードの組合せである、北海道内のたまねぎの鉄道輸送、佐賀のいちごの

鉄道輸送、愛媛のみかんの船舶輸送について実証実験を⾏い、輸送モード切替による品質⾯・コスト⾯・効率⾯などを検証。

遠⽅⼤産地から⼤消費地への
⻘果物等の流通量調査

調査1 モーダルシフトの実輸送実験調査2

◎北海道・愛媛・佐賀におけるモーダルシフトの実証実験を実施。

輸送モード切替による品質⾯・コスト⾯・効率⾯などの
⽐較検証を⾏い、今後の可能性を調査。

北海道

佐賀

・北⾒〜函館の道内物流において
トラックから鉄道コンテナ輸送への切替えを
⽟ねぎで実施（570km)。

・リードタイムが2⽇延びることによる品質⾯
（鉄道輸送による荷崩れ）を検証。 愛媛

・⾸都圏（⼤⽥市場）向け鉄道輸送。
・これまで振動による荷崩れの
観点から鉄道輸送が難しいとされていた
いちごを11型の防振パレットを活⽤する
ことで成果を確認する。

・みかん（伊予柑）における愛媛
（三島川之江）〜千葉への
RORO船輸送の実施。

・11型のパレット化に伴い
8kg箱を⽤意し、効率⾯・
品質⾯を検証する。

調査依頼先

・産地（1道10県）︓
北海道・⻘森県・岩⼿県・秋⽥県・
福岡県・佐賀県・⻑崎県・熊本県・
⼤分県・宮崎県・⿅児島県

調査項⽬ ※各エリア、出荷量の上位2-3品⽬を対象。

・年間出荷量
・出荷時期、ピーク時期、主な出荷先
・輸送モード（トラック・鉄道・海上）
・荷姿（パレット積み、バラ積み、その他）
・温度帯
・リードタイム
・輸送における課題、要望 など

◎北海道・北東北・九州などの⽣産地から⾸都圏・
近畿圏の⼤消費地までの主要品⽬・輸送モード・
数量・輸送における課題等についてアンケート調査。
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北九州市中央卸売市場におけるストックポイントの整備

• 北九州市中央卸売市場内に、佐賀、⼤分に続き九州北部で３番⽬のストックポイント（産地からの農産物を集め、⼤ロットで消費地に輸送するための
共同物流拠点）を整備。

• これら３つのストックポイントの連携を通じ、トラック・鉄道・船舶（フェリー・RORO船）のモーダルミックスを実現。
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熊本

物流拠点

宮崎

⿅児島

⻑崎

佐賀
⼤分

関⻄圏
関東圏

北九州〜横須賀
フェリー新航路
（R3.6就航）

約500km
約1000km

物流拠点

福岡

物流拠点



モーダルシフトの推進①

⻘果物の輸送実験

取
組
内
容

効
果

○ 北海道では、道外への輸送の53％がフェリー・RORO船、28％が鉄道を利⽤。
○ ⻘果物については、北海道内での輸送や、九州・四国から本州への輸送で輸送実験を実施。
○ ⽶については、JA全農とJR貨物が専⽤の貨物列⾞により⻘森〜⼤阪での輸送実験を実施。

佐賀
・JAさがでは、東京（⼤⽥市場）向けのいちご輸送につい
て、鉄道での輸送実験を実施。

・振動抑制パレットや冷蔵コンテナを活⽤し、品質保持効
果を検証。

振動抑制パレットを活⽤した積込み 鉄道への積込み

・ 鍋島駅〜東京貨物ターミナル間約1,100kmの輸
送をトラックから切替。

・振動抑制パレットの活⽤により、輸送品質に問題はな
く、同パレットにより衝撃が吸収されたことを確認。

⽶の輸送実験

取
組
内
容

効
果

・休⽇の運休列⾞を活⽤し、⽶を中⼼とした農産
物の専⽤の貨物列⾞として⻘森→⼤阪間で実
証実験を実施。

・秋⽥・新潟・⾦沢などの途中駅で⽶などを積込む
ことで⻄⽇本および東海地区などの消費地へ届
ける。

・ 12ftコンテナ100基分（500トン）の輸送
をトラックから切替。

・トラックドライバー不⾜に備え新たな輸送⼿段を
実現。

鉄道での輸送 58



モーダルシフトの推進②

○ ⻘果物の複数品⽬混載での北九州〜横浜の輸送実験を実施。
○ 北九州のストックポイントにおいて九州産⻘果物の集約と混載を⾏うとともに、

パレット化が容易で温度管理も可能なスイッチボディ（※）を活⽤することで、輸送を効率化。
（※40ftコンテナトレーラーに搭載可能なウイング式の鮮度維持コンテナ）

北九州〜横浜における輸送実験

59

取組スキーム(前後)

新⾨司港〜横須賀港間約1000Kmの輸送をトラックから切替（ドライバー拘束時間平均27時間→４時間）

累計136.4t／23,595cs、延べ30品⽬を輸送
輸送中の輸送品質に問題はなかった



農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

〇ナッジ⼿法を活⽤したパレット管理意識の醸成に向けた調査委託事業

チラシ裏面

ヒアリング調査

ナッジ⼿法・
ナッジ資材の開発

実施・検証

調査対象市場の横浜市中央卸売市場および⼤阪市中央卸売市
場の市場関係者にパレットの取扱い及び意識に関するヒアリングを⾏
い、ナッジ⼿法・ナッジ資材開発に必要な情報を収集、整理

ヒアリング調査を踏まえ、テキストマイニングによる分析、EASTと呼ば
れるフレームワーク等を活⽤して、パレットを返却するという社会規範
を提⽰したチラシ・ポスターや、スマートフォンを⽤いて市場内のレンタ
ルパレットを撮影することで特典がもらえる参加型キャンペーンを考案

2⽉8⽇〜3⽉1⽇の期間中、開発したナッジ⼿法を対象市場で実
施し、事前アンケート・キャンペーン参加・事後アンケートを⾏い、レン
タルパレットの回収率の変化や実施前後のアンケートにより効果を検
証。

＜背景及び⽬的＞

＜調査のフロー及び成果＞

成果

＜成果の活⽤予定＞
トラックドライバー不⾜や物流の2024年問題を踏まえ、持続可能な農林⽔産物・⾷品流通の実現

のためには、⼿荷役から機械荷役への転換につながるパレチゼーションを進めていくことが重要。しかしな
がら、卸売市場においては管理・返却が必要なレンタルパレットについて、紛失、⽬的外利⽤等が⽣じ
ており、適切に管理されていない現状。
そのため、ナッジ⼿法を⽤いて卸売業者、仲卸業者等市場関係者のパレット管理意識の醸成を図る

モデル実証を実施。

ポスター・チラシ前
面

全国の卸売市場において、本事業で作成したポ
スター等を活⽤した意識醸成の取組について展開
を図る予定。

その際、本事業において⽰唆された、ナッジ資材
の効果を上げるためには、市場開設者による積極
的な周知、パレット管理ルールの策定等の関与が
重要である点もあわせて情報提供する

横浜

⼤阪

2023年2⽉におけるレンタルサプライヤーのパレット回収率
横浜125.7％（前年同⽉⽐45.1P増／同年前⽉⽐19.0P減）
⼤阪152.7％（前年同⽉⽐43.8P贈／同年前⽉⽐50.9P贈）

持続可能な農林⽔産物・⾷品流通の実現に向けて、⻘果物流通におけるパレット循環体制構築のため、ナッジ⼿法を⽤いて卸売業者、仲
卸業者等市場関係者のパレット管理意識の醸成を図るモデル実証を実施。

○事業概要

実施対象とした横浜市中央卸売市場、⼤阪市中央卸売市場におけるレンタルパレットの回収率は、前年同⽉⽐でいずれも改善が⾒られ、
今後は、本事業で作成したポスター等を活⽤した意識醸成の取組について全国の卸売市場に展開を図る予定。

○成果の概要及び活⽤状況（もしくは予定）

ポスター掲示の
イメージ
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

• ⻘果物流通に係る関係者（JA・全農・運送事業者・卸売市場等）が連携して、ICTを活⽤したパ
レット単位によるデータ連携システムの導⼊を図り、⻘果物流通における持続可能な物流体制の構
築を進める。

第２回 ⻘果物流通標準化検討会コード・情報分科会全国農業協同組合連合会説明資料より抜粋

○ パレット管理・パレット単位の荷物情報の共有化取組事例
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.
第２回 ⻘果物流通標準化検討会コード・情報分科会全国農業協同組合連合会説明資料より抜粋

○ パレット管理・パレット単位の荷物情報の共有化取組事例
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パレット化の推進①

63

○ パレット化により、荷積み・荷下ろしにおける荷待ち・荷役時間の削減が⾒込まれる。
○ 北海道では既に⻘果物輸送の約３割がパレット化。九州では複数県でパレットを導⼊・輸送実験を

実施。今後、輸送実験への⽀援を通じてパレット化する産地・品⽬を拡⼤。

ばれいしょ

たまねぎ

だいこん

なす

みかん

ピーマン

にんじん

51％

24％

46％

38％

現在の
パレット化率

(※)令和３年度。ホクレン実績

標準パレットに合わせた
段ボールサイズの検証を実施した県

⼤分

抑制かぼちゃ

トマト

熊本

宮崎

⿅児島

これらの品⽬について
パレット化する産地を拡⼤

かき きゅうり

にんじん

きゅうり

ごぼう

下記品⽬の
全国シェア 19％ ９％

パレット化する
品⽬を拡⼤＋

積込時間を１時間削減
（※）パレタイザーが導⼊されていない場合は⼿作業

荷下ろし時間を１時間削減

荷待ち時間も削減
（※）バースの回転向上による効果

＜パレット化の効果＞ 【北海道】 【九州】

ばれいしょ

ばれいしょだいこん

下記品⽬の
全国シェア

佐賀

福岡
みかんたまねぎ

ねぎ にんじん

キャベツトマト いちご
※R5.4時点。農林⽔産省調べ



パレット化の推進②ー北海道ー

64

○ 北海道では、⻘果物輸送の３割でパレット化済み。順次パレット化する産地・品⽬を拡⼤。
○ 北海道からの出荷に加え、北海道への集荷においても、パレット化を拡⼤。

取
組
内
容

効
果

北海道におけるパレット化の取組
北海道から本州への出荷

11パレットへの積付け

荷潰れも問題にならない程度

産地での積込作業後

市場での荷下ろし前

・ホクレンではかぼちゃの11パレットに適合した段ボール
（試作品⼜は既存品）を⽤いて輸送実験を実施。

・出荷先に応じて鉄道⼜はフェリーを活⽤。

・ 産地での積込み・市場での荷下ろし時間を短縮
（平均150分→60分）

本州⇔北海道の輸送

取
組
内
容

・スイッチボディ（※）を活⽤した、愛知県産キャベツの
北海道への集荷と、北海道産ジャガイモの⼤阪への
輸送実験をT11パレットで実施。

（※）40ftコンテナトレーラーに搭載可能なウイング式の鮮度維持コンテナ

・敦賀港〜苫⼩牧港間でフェリーを活⽤。

効
果

クランプリフトの利⽤荷下しの様⼦

・パレット化とウイング機構の活⽤により、札幌市中央
卸売市場での荷下ろし時間を約80%短縮
（20tトレーラー150分→30分）

・クランプリフトの利⽤により、⼤阪中央卸売市場での
荷下し＆パレット交換は約60分で完了



パレット化の推進③ー九州ー

65

○ 九州では、複数県でパレットの導⼊や導⼊に向けた輸送実験を実施。
○ 今後、パレット化する産地・品⽬を拡⼤。

宮崎熊本

取
組
内
容

効
果

・JA熊本市ではかんきつ選果場を整備し、AI選果の導
⼊による選果精度の向上、省⼈化を図るほか、11パ
レットに適合した選果レーン、ロボットパレタイザーを設置。

・令和３年産から段ボールサイズを変更し、 11パレット
での出荷を開始。

ロボットによる⾃動でのパレタイズ

・積込時間の短縮（10t⾞60〜90分→30分）
・トラック及びJRコンテナへの積込作業の軽労化
・トラックの積込待機時間削減

AIセンサーでの⾃動選果

フォークリフトでの積込みT11パレットへの積付け

取
組
内
容

効
果

フォークリフトでの荷下ろしトラックへの積込み

・選果場での積込時間の短縮
（10t⾞75分→25分）
・配送センターの冷蔵倉庫での積込時間の短縮
（10t⾞150〜180分→60分）

・JA宮崎経済連では、11パレットに適合した既存段
ボールを⽤いて輸送実験を実施。

・東京（⼤⽥市場）向けでは、宮崎港〜神⼾港間
でフェリーを活⽤。

九州におけるパレット化の取組



農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

【課題】
○ 品⽬・品種の数が極めて多い中、⼿作業による荷の検収、搬送、所在管理
○ 慢性的な労働⼒不⾜
○ 作業の⾮効率やミスの頻発
○ ⼈材の適正配置が困難

○ 統⼀規格台⾞に載せた商品にＲＦＩＤ（電⼦タグ）及びＱＲコード（⼆次元コード）を貼付し、リーダー及び
ネットワークカメラで読み取ることで検収業務を実施

○ 商品の卸売市場内での荷受、分荷、店舗納品までをＡＧＶ（⾃動搬送機）で⾃動搬送

⽬標
○ ＲＦＩＤ及びネットワークカメラの導⼊により、情報処理作業時間を３０％削減
○ ＡＧＶの導⼊により、荷受〜分荷、分荷〜店舗までの搬送⼯数（⼈⼿を含む）を３０％削減 等

②統⼀規格台⾞による⼀貫物流

バーコード
ＱＲコード

③ネットワークカメラ
による⾃動検収

④ＡＧＶ（⾃動搬送機）により
卸売市場内店舗まで商品を⾃動搬送 ＲＦＩＤリーダー

①⽣産者段階でソースマーキング

〇 花き流通における業務の自動化・効率化プロジェクト（愛知）（R3年度）
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

○ 青果物流通におけるトラック予約システムの導入（東京） （R3年度）

＜システムの特徴＞
分かりやすい操作性（レストラン予約と同じUI）
利⽤者側での登録のしやすさ（簡単）
予約者に課⾦されない料⾦体系
他業種のＥＰＡＲＫ加盟店も同じＩＤで
利⽤可能
1対多に対応しやすい仕組み（登録が簡単）

○ 産地ドライバー荷降ろし予約システム（ＥＰＡＲＫ）への機能付加による産地・運送業者・卸間データ連携

○ 市場内の荷下ろし待ち⾞列による渋滞緩和、情報の事前共有による置場の最適レイアウト

○ 産地ドライバーの計画的運⾏補助

⽬標

○ トラック単位での物流情報・位置情報の産地・運送会社・卸間データ連携が実現できるよう、ＥＰＡＲＫに
「チェックイン機能」及び「通話機能」を付加し、現場誘導担当者の連絡業務時間を３０％削減
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○ 持続可能な物流の実現に向けた検討会について

○ ⼈⼝減少に伴う労働⼒不⾜、物流の「2024年問題」、燃料⾼・物価⾼の影響を踏まえ、着荷主を含む荷主や⼀
般消費者を含め、取り組むべき役割を再考し、物流を持続可能なものとするための検討会を2022年9⽉から開催。

＜委員＞
⼤島 弘明 株式会社ＮＸ総合研究所 取締役
⼩野塚征志 株式会社ローランド・ベルガー パートナー
北川 寛樹 ボストンコンサルティンググループ合同会社

マネジングディレクター・パートナー
河野 康⼦ ⼀般財団法⼈⽇本消費者協会 理事
⾸藤 若菜 ⽴教⼤学 経済学部 教授
⾼岡 美佳 ⽴教⼤学 経営学部 教授
根本 敏則 敬愛⼤学 経済学部 教授
⼆村真理⼦ 東京⼥⼦⼤学 現代教養学部 教授
北條 英 公益社団法⼈⽇本ロジスティクスシステム協会 理事
⽮野 裕児 流通経済⼤学 流通情報学部 教授
＜事務局＞
経済産業省 商務・サービスグループ 物流企画室
国⼟交通省 総合政策局 物流政策課
国⼟交通省 ⾃動⾞局 貨物課
農林⽔産省 ⼤⾂官房新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課
＜オブザーバー＞
荷主・物流事業者団体（35団体）等

■論点
①労働時間規制による物流への影響
②物流の危機的状況に対する消費者や荷主企業の理解が不⼗分
③⾮効率な商慣習・構造是正、取引の適正化
（発荷主〜物流事業者、元請事業者〜下請事業者、発荷主〜着荷主）

④着荷主の協⼒の重要性
⑤物流標準化・効率化（省⼒化・省エネ化・脱炭素化）の推進に

向けた環境整備

68
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〇持続可能な物流の実現に向けた検討会 最終とりまとめ案（概要）
⼈⼝減少に伴う労働⼒不⾜に加え、トラックドライバーの時間外労働規制（「2024年問題」）、カーボンニュートラ

ルへの対応、燃料⾼・物価⾼の影響を踏まえ、着荷主を含む荷主や⼀般消費者を含め、取り組むべき役割を再考し、
物流を持続可能なものとするため、2022年9⽉から検討会を開催。(事務局︓経産省 国交省 農⽔省）

【最終とりまとめの位置付け】
○ 「総合物流施策⼤綱（2021年度〜2025年度）」（2021年６⽉閣議決定）や各種のガイドラインの実効性を確保するため

取り組むべき政策について提⽰するもの。
○ 物流事業者が提供価値に応じた適正対価を収受するとともに、物流事業者、荷主企業・消費者、経済社会の「三⽅よし」を⽬指す。

【労働時間規制等による物流への影響】
○ 具体的な対応を⾏わなかった場合には、2024年度には約14%（4億トン相当）の輸送能⼒が不⾜する可能性。
○ その後もドライバー数減少が⾒込まれ、2030年度には約34%（9億トン相当）の輸送能⼒が不⾜する可能性。

3.物流標準化・効率化推進1.荷主企業や消費者の意識改⾰

【これまでの経緯】
○ 2022年9⽉ 検討会 設置
○ 2023年2⽉8⽇ 中間とりまとめ 公表
○ 2023年2⽉〜6⽉ 業界団体等へのヒアリング

【今後の予定】
○ 2023年７⽉上旬〜８⽉上旬 パブリックコメント
○ 2023年夏頃 最終とりまとめ 公表

【最終とりまとめの概要】
2.物流プロセスの課題の解決

○ 労働時間削減・物流の平準化に資する措置
（待機時間、荷役時間等の削減、

納品回数減少、リードタイム延⻑等）
▶「判断基準」の提⽰、中⻑期計画の作成・報
告義務、勧告・措置命令等を含む法的措置

○ 運賃の適正収受に資する措置
（契約条件明確化、多重下請の是正等）
▶契約内容の書⾯化・電⼦化
▶運送体制台帳の作成

○ 物流コスト可視化（メニュープライシング等）
○ 貨物⾃動⾞運送事業法に基づく荷主への

働きかけ等及び標準的な運賃の
制度の継続的な運⽤等

○ トラックドライバーの賃⾦⽔準向上

○ 省⼒化・⾃動化の推進
○ デジタル技術を活⽤した共同輸配送・帰り荷

確保等
○ 官⺠連携による物流標準化の推進
○ 物流拠点のネットワークの形成等
○ モーダルシフトの推進
○ ⾞両・施設等の省エネ化・脱炭素化の推進
○ その他⽣産性向上を図るための措置

○ 荷主企業・物流事業者の物流改善を
評価する仕組みの創設

○ 経営者層の意識改⾰を促す措置
▶物流管理の責任者（CLO※）の設置

※Chief Logistics Officer
○ 消費者の⾏動変容を促す⽅策の実施
○ 物流に係る広報の強化
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

〇「我が国の物流の⾰新に関する関係閣僚会議」

・荷主、事業者、⼀般消費者が⼀体となって我が国の物流を⽀える環境整備について、関係⾏政機関の緊密な連携
の下、政府⼀体となって総合的な検討を⾏うため、令和5年3⽉31⽇に「我が国の物流の⾰新に関する関係閣僚会
議」を設置・開催。

＜構成員＞
議 ⻑ 内閣官房⻑官
副議⻑ 農林⽔産⼤⾂

経済産業⼤⾂
国⼟交通⼤⾂

構成員 内閣府特命担当⼤⾂
（消費者及び⾷品安全担当）
国家公安委員会委員⻑
厚⽣労働⼤⾂
環境⼤⾂

※上記のほか、公正取引委員会委員⻑の出席
を求める。

■総理指⽰
• 物流は国⺠⽣活や経済を⽀える社会インフラですが、担い⼿不⾜、

カーボンニュートラルへの対応など様々な課題に直⾯しています。物
流産業を魅⼒ある職場とするため、トラックドライバーに働き⽅改⾰
の法律が適⽤されるまで、明⽇でちょうど１年となります。

• ⼀⽅、⼀⼈当たりの労働時間が短くなることから、何も対策を講じな
ければ物流が停滞しかねないという、いわゆる「２０２４年問題」に
直⾯しております。

• これに対応するため、荷主・物流事業者間等の商慣⾏の⾒直しと、
物流の標準化やＤＸ・ＧＸ等による効率化の推進により、物流の
⽣産性を向上するとともに、荷主企業や消費者の⾏動変容を促す
仕組みの導⼊を進めるべく、抜本的・総合的な対応が必要です。

• このため、物流政策を担う国交省と、荷主を所管する経産省、農⽔
省等の関係省庁で⼀層緊密に連携して、我が国の物流の⾰新に
向け、政府⼀丸となって、スピード感を持って対策を講じていく必要
があります。

• そこで、１年以内に具体的成果が得られるよう、対策の効果を定量
化しつつ、６⽉上旬を⽬途に、緊急に取り組むべき抜本的・総合的
な対策を「政策パッケージ」として取りまとめてください。
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〇「物流⾰新に向けた政策パッケージ」
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

〇物流の適正化・⽣産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン
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先⾏する加⼯⾷品分野の物流
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〇 加工食品分野における持続可能な食品物流の構築に向けた取組について

第８回 持続可能な物流の実現に向けた検討会SBM会議説明資料より抜粋
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総合物流施策大綱
（2021年度～2025年度）

経済産業省

強
固
な
連
携

国土交通省農林水産省

フィジカルインターネット実現
アクションプラン（2022～2030年）

ＳＢＭ会議（キッコーマン、キユーピー＋F-LINEプロジェクト６社）

Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト（味の素、カゴメ、日清オイリオ、日清製粉ウェルナ、ハウス、ミツカン）

加工食品会社の連合による物流諸課題解決プロジェクト

製配販連携協議会
４つのＷＧ

商流・物流におけるコード体系標準化
物流資材の標準化および運用検討
取引透明化に向けた商慣習検討
データ共有による物流効率化

日本加工食品卸協会

日本スーパーマーケット協会
全国スーパーマーケット協会
オール日本スーパーマーケット協会

国
の
動
向

メ
ｌ
カ
ｌ

○これからの加工食品分野における改革活動の全体スキーム

業
界
団
体

持続可能な物流の実現に向けた検討会

ＦＳＰ（製配販三層による物流課題解決プロジェクト）

フードサプライチェーンサステナビリティプロジェクト

公正取引委員会

厚生労働省

ホワイト物流推進運動

第８回 持続可能な物流の実現に向けた検討会SBM会議説明資料より抜粋
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 標準化の検討対象
物流業務プロセス標準

（物流業務プロセスの標準化）

物流メッセージ標準
（物流情報標準メッセージレイアウト）

物流共有マスタ標準
（物流情報標準共有マスタ）

共同運送、共同保管、検品レス、バース予約を対象として、運送計画や集荷、⼊出庫、
配達といった物流プロセスの流れやルールを定義。

上記4プロセスが実現するよう、運送計画情報や出荷情報、運送依頼情報といったメッ
セージを定義。

⾞輌や事業所、商品、輸送容器といったマスタを定義。

背景 ソフト⾯において伝票や電⼦データ形式等が事業者毎によって異なる等の原因で、 
相互に円滑な情報の受け渡しがしにくく、サプライチェーン全体としての効率性が損なわれている。

⽬的 サプライチェーンを構成する関係者の連携・連携により物流の効率性を⾼め、⽣産性の向上に
向けた環境整備の⼀環として個別業界ごと⼜は業界横断的に物流システムの標準化を実現する。

 標準化の背景と⽬的

 ポイント
• 昨年、業界関係者との意⾒交換やパブリックコメントを経て「物流標準ガイドライン Ver1.00」を公表。

それに対する反響を踏まえ、より現場に即したガイドラインとして今年「物流情報標準ガイドライン Ver2.00」に更改。
（本ガイドラインの対象が業務プロセスやメッセージレイアウト、データ項⽬等であることをより正確に表現するため、本改訂にて「物流情報標準ガイド
ライン」と名称変更）

• 「総合物流施策⼤綱（2021年度〜2025年度）」（2021年6⽉閣議決定）では、物流・商流データ基盤の構築をはじめとした物流
標準化の推進の重要性が指摘されている。物流・商流データ基盤内外で本ガイドラインが広く活⽤されることで、より幅広い関係者間で
のデータ連携の実現を⽬指している。

 コード標準化に対する⽅針：メッセージおよびマスタで使⽤する⽇付表現や場所コード、企業コード、商品コード、出荷梱包コード等の標準
化の⽅針であり、必須コードと推奨コードを規定。

〇 物流情報標準ガイドラインの全体像

第２回 ⻘果物流通標準化検討会コード・情報分科会野村総合研究所説明資料より抜粋
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SIPスマート物流サービスでは物流・商流データ基盤を構築
標準化したデータを⼀元的に管理し、⾰新的なサービスを実現する
 物流・商流データ基盤とは、サプライチェーンの川上から川下までのデータを蓄積・解析・共有するためのプラットフォームである。

 SIPスマート物流サービスの参画者は、業界ごとの利⽤モデルを踏まえた物流・商流データ基盤（業界PF）を利⽤できる。
 既存システムとも連携し、共同運送や共同保管などの⾰新的なサービスの実現を⽬指す。（PoCを実施中）

 参画する際、関係者は物流情報標準ガイドラインで定める標準を遵守する必要がある。

既存の電⼦商取引システム
（競争領域）

荷送⼈ 荷受⼈ 物流事業者
物流サービス提供者（SP）

外部のマスタデータ参照

物流⾼度化システム
（競争領域）

データ連携

ガイドラインで標準を規定
（プロセス・メッセージ・コード）

物流・商流データ基盤 業界PF

物流TX情報業界マスタ

〇 「スマート物流サービス」とは

第２回 ⻘果物流通標準化検討会コード・情報分科会野村総合研究所説明資料より抜粋
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加⼯⾷品分野における物流標準化アクションプラン概要

外装表⽰は各社の商品ごとに設計、
印字されており、表⽰内容や表⽰位置、
⽂字フォント等が異なっている現状。

商品特定表⽰やバーコード等の
表⽰内容、側⾯４⾯を表⽰⾯
とした上での表⽰位置、識別性・
視認性の⾼いフォントを標準化例
とし、商品の仕分けや検品時の
作業の効率の向上を図る。

伝票⾃体のサイズや複写枚数、
記載内容が、各社ごとに異なって
いる現状。

A４版上下１枚伝票に賞味期限
やQRコード等を記載することを
標準化例とし、検品の負荷軽減を図る。

納品伝票

外装表⽰

【納品伝票の標準化例】

お客様情報 QRコード・
荷主情報等

納品情報

【外装表⽰の標準化例】

ケアマーク

商品特定表⽰鮮度表⽰等

同⼀住所の届け先も発荷主ごとに
納品先コードが異なっていたり、
商品の出発地を意味する⽤語が
「発荷主」や「発拠点」等の
複数⽤語が存在したりしている現状。

戦略的イノベーション創造プログラム
（SIP）「スマート物流サービス」において
構築予定の物流・商流データ基盤に
おいて使⽤するコード体系・物流⽤語を
標準化例とし、共同輸配送等の
事業者間連携の事務作業軽減を図る。

コード体系・物流⽤語

パレットは、⼀部を除きT11型
パレットとT12型パレットが主流と
なっているものの、外装サイズは
商品ごとにサイズが異なっている現状。

パレットへの積載、トラックへの
積込み、物流倉庫への保管の
効率性を考慮した外装サイズを
標準化例とし、輸配送及び
保管の効率の向上を図る。

パレット・
外装サイズ

【パレット・外装サイズの標準化例】

T11型パレット対応 T12型パレット対応

タテ×ヨコ×⾼さ
220㎜×275㎜×210㎜

タテ×ヨコ×⾼さ
200㎜×300㎜×210㎜

⾯積率100％の積載例

（パレット）
T11型及びT12型パレットが主流となっていることか
ら、この2つの規格を基本とする。
（外装サイズ）
底⾯のサイズをT11型パレット対応は220㎜×275
㎜、T12型パレット対応は200㎜×300㎜を基本と
し、⾼さは5段積みをすることを想定し210㎜を基本
とする。

【コード体系・物流⽤語の標準化例】

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）
「スマート物流サービス」※にて構築する予定の
物流・商流データ基盤において、
そのデータ基盤上で使⽤するコード体系や
物流⽤語等を標準化例とし、
加⼯⾷品分野においても、
業界内だけの独⾃のコード体系・物流⽤語の
標準フォーマットを決定するのではなく、
SIP「スマート物流サービス」にて決定された
標準化項⽬に準拠していくことが望ましい。
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

加⼯⾷品分野における物流標準化アクションプラン ＦＵ会合

納品伝票

データ

「ＳＩＰスマート物流サービス」
物流・商流データ基盤

SIP物流標準ガイドライン

外装表⽰ GS1 Japanによる「ケース単位への⽇付情報等の
バーコード表⽰ガイドライン」策定の取り組み

加⼯⾷品分野における外装サイズ標準化協議会に
よる「外装サイズ標準化ガイドライン」策定の取り組み

外装サイズ

SIPスマート物流サービスによる「物流・商流データ基
盤」の開発、「標準化ガイドライン」策定の取り組み

複数システムベンダーによる伝票電⼦化システム間
の相互連携の取り組み

<第１回フォローアップ会での発表内容>
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〇 事業系⾷品ロス削減の取組について

取組内容
（１）10⽉30⽇を「全国⼀⻫商慣習⾒直しの⽇」とし、以下の取組を実施することを、業界団体等を通じて⾷品関

連事業者に呼びかけ。
※この呼びかけは任意のものであり、サプライチェーンにおける⾷品ロスの削減という本運動の趣旨に賛同する事業者の⽅に、⾃発的に取り組

んでいただくもの。

（ア）⾷品⼩売業者
推奨3品⽬（飲料、賞味期間180⽇以上の菓⼦、カップ麺。以下同じ。）及びその他の加⼯⾷品の
納品期限の緩和

（イ）⾷品製造業者
推奨3品⽬及びその他の加⼯⾷品の賞味期限表⽰の⼤括り化（年⽉表⽰、⽇まとめ表⽰）

（２）納品期限の緩和、賞味期限表⽰の⼤括り化に取り組む企業を募集し、事業者名を公表
（今後取り組む予定の企業も公表対象）

（３）⾃社の⾷品ロス削減やリサイクルの取組をPR
取組内容の分かる⾃社ウェブページのアドレス⼜は事例紹介フォーマットを、農林⽔産省のウェブページで掲載。

 10⽉30⽇までに全国⼀⻫で商慣習を⾒直すことを呼びかける運動を実施。
全国⼀⻫商慣習⾒直し運動(令和2年度〜)

【公表結果】令和４年10⽉時点の取組事業者数（予定含む）
・納品期限の緩和︓240事業者 (令和３年10⽉時点︓186事業者)

・賞味期限表⽰の⼤括り化︓267事業者 (令和３年10⽉時点︓223事業者)
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３．効率的な輸出物流の構築に向けて
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農林⽔産物・⾷品の輸出拡⼤実⾏戦略（Ｒ４年12⽉改訂）について

〇 輸出促進法等の⼀部改正法の施⾏（R４年10
⽉１⽇）等を踏まえ、Ｒ５年度に実施する施策、
Ｒ６年度以降の実施に向け検討する施策につい
て、その⽅向性を決定

３つの基本的な考え⽅と具体的施策

①輸出重点品⽬(29品⽬)と輸出⽬
標の設定

②輸出重点品⽬に係るターゲット国
・地域、輸出⽬標、⼿段の明確化

③品⽬団体の組織化とその取組の強化
④輸出先国・地域における専⾨的・

継続的な⽀援体制の強化
⑤JETRO・JFOODOと認定農林⽔

産物・⾷品輸出促進団体等の連携
⑥⽇本⾷・⾷⽂化の情報発信におけ

るインバウンドとの連携

戦略の趣旨

⑦リスクを取って輸出に取り組む事
業者への投資の⽀援

⑧マーケットインの発想に基づく輸
出産地・事業者の育成・展開

⑨⼤ロット・⾼品質・効率的な輸出
等に対応可能な輸出物流の構築

⑩輸出向けに⽣産・流通を転換する
フラッグシップ輸出産地の形成

⑪輸出を後押しする農林⽔産事業者
・⾷品事業者の海外展開の⽀援

⑫輸出先国・地域における輸⼊規制
の撤廃

⑬輸出加速を⽀える政府⼀体として
の体制整備

⑭輸出先国・地域の規制やニーズに
対応した加⼯⾷品等への⽀援

⑮⽇本の強みを守るための知的財産
対策強化

１．⽇本の強みを最⼤限に発揮するため
の取組

２．マーケットインの発想で輸出にチャレン
ジする事業者の⽀援

３．政府⼀体となった輸出の障害の
克服

４．国の組織体制の強化

〇 2025年２兆円・2030年５兆円⽬標の達成は、
海外市場で求められるスペック（量・価格・品質・
規格）の産品を専⾨的・継続的に⽣産・販売する
（＝「マーケットイン」）体制整備が不可⽋

改訂の概要
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

「効率的な輸出物流の構築に関する意⾒交換会」取りまとめ①（概要）

農林⽔産物・⾷品の輸出については、2025年に２兆円、2030年に５兆円の輸出⽬標を達成するため、2020年12⽉に「農林⽔産物・⾷品輸出拡⼤実
⾏戦略」を策定した。
輸出を拡⼤するためには、⼤ロットで経済的な輸出を実践するなど、輸出のための効率的な物流の構築が重要であるとされている。
このため、農林⽔産省・農林⽔産省は、「効率的な輸出物流の構築に関する意⾒交換会」を実施し、実⾏性のある⽅策についての検討を⾏った。

開催概要

＜構成員＞
（有識者）
・イオン株式会社 アセアン事業推進リーダー ⽚⼭ 忠史
・株式会社パン・パシフィック・インターナショナルホールディングス

海外事業MDサポート本部⻑ 渡辺 和博
・全国農業協同組合連合会 参事（海外戦略担当） 川﨑 浩之
・ＮＡＸ ＪＡＰＡＮ株式会社 執⾏役員 ⼤阪営業所所⻑ 秋間 勉
・⽇本通運株式会社 事業開発部⻑ ⼭﨑 健太郎
・ヤマトホールディングス株式会社執⾏役員（海外戦略⽴案推進機能）梅津克彦
・郵船ロジスティクス株式会社東⽇本第⼀営業本部 産業第⼀⽀店⻑ 森本 悟史
・（公財）流通経済研究所 主席研究員 折笠 俊輔

（⾏政）
・国⼟交通省 ⼤⾂官房審議官（公共交通・物流政策） ⾦井 昭彦
・総合政策局物流政策課⻑ 阿部 ⻯⽮
・港湾局計画課⻑ 中村 晃之
・⼤⾂官房参事官（航空戦略担当） ⼤塚 ⼤輔
・農林⽔産省 ⼤⾂官房輸出促進審議官（兼⾷料産業局）池⼭ 成俊
・内閣審議官（兼⾷料産業局） 杉中 淳

＜開催実績＞

第１回（令和3年3⽉2⽇） テーマ︓⻘果物物流
ヒアリング︓⽇本園芸農業協同組合連合会 ⼭梨県果実輸出促

進協議会 北海道物産トレーディング(株)  ⼤果⼤阪
⻘果(株) (株)アライドコーポレーション

第２回（令和3年3⽉19⽇） テーマ︓⽔産物物流
ヒアリング︓北海道漁業協同組合連合会 ⿊瀬⽔産(株)

イヨスイ(株)
第３回（令和3年3⽉30⽇） テーマ︓⽶・加⼯品、畜産物物流
ヒアリング︓(株)神明 (株)クボタ (株)百笑市場 Wismettacフー

ズ(株) ⽇本酒造組合中央会 ⽉桂冠(株) JA全農
インターナショナル(株) スターゼン(株) よつ葉乳業(株)

第４回（令和3年4⽉8⽇） テーマ︓地⽅港湾・空港活⽤物流
ヒアリング︓⿅児島県 静岡県 苫⼩牧港管理組合 オーシャンネッ

トワークエクスプレスジャパン(株)  Orient Overseas 
Container Line Ltd. (株)上組 北海道エアポート
(株) (株)ANA Cargo ⽇本航空(株) ⽇本貨物航
空(株)

第５回（令和3年4⽉27⽇） テーマ︓取りまとめ
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「効率的な輸出物流の構築に関する意⾒交換会」取りまとめ②（概要）

「⼤ロット・⾼品質・効率的な輸出物流の構築」に向けて、全５回からなる意⾒交換会を農林⽔産省と開催し、以下の７つの取り
組みを進めていくこととした。（令和３年４⽉28⽇公表）

＜意⾒交換会とりまとめ概要＞
１．最適な輸送ルートの確⽴

・ 地⽅の港湾・空港を積極的に活⽤し、輸出産地からの直⾏便や主要港への経由便などにより国内輸送にかかるコスト
を削減
・ 京浜・阪神への輸送についても、ストックポイントにおいて⼤容量コンテナに積み替える、東京23区や⼤阪市内など市街
地の混雑を避ける⼯夫等によるコスト削減が必要

２．⼤ロット化・混載の促進のための拠点確⽴
・ 重点品⽬の輸出産地状況を踏まえ、拠点となる地⽅の港湾・空港に同⼀品⽬を集約し、⼤ロット化や温度等について
同じ取扱いのできるものの混載を実施

３．輸出産地、物流事業者、⾏政などが参加するネットワークの構築
・ 拠点となる地⽅の港湾・空港への集約のため、地域⼜は物流拠点単位でのネットワークを形成し、陸上輸送の時間短
縮、⼤ロット化等によるコスト低減などの⽅向性を決定

４．物流拠点の整備
・ 拠点となる地⽅の港湾・空港周辺に、コールドチェーン対応の施設・機器を整備することで品質管理の向上や⼤ロット
化等に貢献

５．鮮度保持・品質管理や物流効率化のための規格化、標準化
・ 品⽬輸出団体が中⼼となって統⼀規格・標準を策定し、活⽤する仕組みが必要

６．検疫等の⾏政⼿続上の環境整備
・ ⾏政⼿続のDX化や各種⼿続のワンストップ化を進めるなど、港湾・空港やその周辺の物流拠点に必要な⼿続を簡便
に⾏える環境整備を進める

７．包装資材・保持技術の開発・実装
・ 包装資材・保管技術の開発を進めることにより、輸送時の鮮度・品質を安価に維持
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ポイント１ 国内輸送時間の短縮は輸送コストの低減につながる

最適な輸送ルートの確⽴

現状の課題
• 輸出産地が集中する北海道・九州等からの輸出の多くが、京浜・阪神の港湾・空港への陸上輸送を経由。
• 産地から京浜・阪神への横持費⽤は20万円以上、産地近隣港への輸送と⽐較して３〜４倍となることが

ある。リードタイムも⻑くなる
• 2024年のドライバーへの時間外労働時間の上限規制適⽤以降は、陸上輸送により多くの時間・コスト

が必要になる

 地⽅の港湾・空港を積極的に活⽤し、輸出産地からの直⾏便や主要港への経由便などに
より国内輸送にかかるコストを削減

 京浜・阪神への輸送についても、ストックポイントにおいて⼤容量コンテナに積み替え
る、東京23区や⼤阪市内など市街地の混雑を避ける⼯夫等によるコスト削減が必要

1.

取り組むべき事項
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86農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

⼤ロット化・混載の促進のための拠点確⽴

• ⼩ロット・多品⽬の輸出が⾏われているため、単独事業者で40ftコンテナを満載できる品⽬は
少ない

• 貨物量が少ない、⼜は季節変動があるなど不安定な地域からは直⾏便運⾏できない

2. 重点品⽬の輸出産地状況を踏まえ、拠点となる地⽅の港湾・空港に同⼀品⽬を集約し、⼤
ロット化や温度等について同じ取扱いのできるものの混載を実施

現状の課題

取り組むべき事項

ポイント２ ⼤ロット化は輸送コストの低減につながる
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87農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

輸出産地、物流事業者、⾏政などが参加するネットワークの構築

• 輸出産地はまだ形成途上であり、⽣産者や輸出事業者、物流事業者などの組織化に⾄っていない
• 輸出に取り組む⽣産者や事業者が輸出商社などの求めに応じて、港湾・空港に個別に配送するた

め⼩⼝化する傾向

現状の課題

取り組むべき事項

拠点となる地⽅の港湾・空港への輸送のため、地域⼜は物流拠点単位でネットワークを形成し、
陸上輸送の時間短縮、⼤ロット化等によるコスト低減などの⽅向性を決定

ポイント３ 関係者を組織化し、⼤ロット化によるコスト低減等の⽅向性を決定

⽣産・出荷・物流に
関する情報を集約・共有

輸出産地・事業者 物流事業者

⾏政、港湾・空港等

陸上輸送の時間短縮・⼤ロット化等の⽅向性決定

３．

協議会のイメージ ー 物流拠点単位でのネットワーク ー
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88農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

• 地⽅の港湾・空港周辺に、冷蔵・冷凍倉庫やリーファーコンテナ活⽤のための電源などのイン
フラ設備や、コンテナ置き場⾃体も不⾜

• 保税蔵置場整備含む通関時にもコールドチェーンが途切れない物流を構築することが重要

陸路輸送経路
凡例薩摩川内港

⽜⾁産地例
(⿅児島県阿久根市)

ホタテ産地例
(北海道紋別等)

⾷⾁⽣産者

• ⾷⾁加⼯⼯場が近いので⼯場
が近い薩摩川内港を利⽤したい

• 薩摩川内港は冷蔵冷凍の保税
倉庫が整備されておらず継続利
⽤に向かないため、博多港や阪
神港を利⽤している

• 苫⼩牧港周辺の冷蔵・冷凍倉庫が不⾜
している

• また輸送航路や活⽤できる船の選択肢が
少ない。そのため、活⾙を下関港まで輸
送して活⿂船を利⽤したり、欧⽶向け輸
出の際に京浜港等を利⽤するなど⻑距
離陸送が存在

⽔産⽣産者

苫⼩牧港

博多港

阪神港

京浜港

現状の課題

取り組むべき事項

4. 拠点となる地⽅の港湾・空港周辺に、コールドチェーン対応の施設・機器を整備すること
で品質管理の向上や⼤ロット化等にも貢献

ポイント４ ⽣産から輸出にかかるコールドチェーン確保や⼤ロット化のために
港湾・空港周辺の温度管理対応の物流施設が有効

コールドチェーン確保のための拠点整備
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89農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

• 事業者ごとに規格が異なる包材を⽤いている、パレットを使わない直積みなど、⾮効率な輸送
が主流。規格違いの包材は箱つぶれ等による品質ロスの原因

• 輸送コストの削減や品質管理のためにもパレット対応包材や温度管理など規格の統⼀が必要。
この際、⽇本の細かい規格は海外マーケットには不要

• 包材をパレットに棒積みする際に使⽤す
る固定⽤資材であるコーナーガードを4隅
に当てた上でPPバンドで固定して使⽤し
た好事例

包材形状が規格通りで
コーナーガードを利⽤する好事例

包材形状が規格と異なり
ロス発⽣してしまう悪い例

• 包材形状が規格と異なり、レンガ積み⼜
は棒積みのような、整然とした積み付け
を⾏うことができない

・パレット利⽤有無による、ミカン1t当たりの
産地から倉庫までの国内流通コスト⽐較

パレット輸送による効果
（流通コストの削減）

【前提条件】
品⽬︓
ミカン(⾃動パレタ
イザーあり)
輸送経路︓
和歌⼭→⼤⽥市
場→倉庫等・果
実12.5t積載
(16パレット積載)

＋26

項⽬(単位︓円/t)

輸送費

荷役費

＋224

品質劣化
損失分

-1,464

-7,403

包材価格

-8,610削減コスト
␱

＋

＋

＋

流通コストは
24%削減

現状の課題

取り組むべき事項
鮮度保持・品質管理や物流効率化のための規格化、標準化

ポイント５ 包材の統⼀は物流コストの低減やナショナルブランド化に有効

5．品⽬輸出団体が中⼼となって統⼀規格・標準を策定し、活⽤する仕組みが必要
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90農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

検疫等の⾏政⼿続上の環境整備

• 農林⽔産物・⾷品の輸出にかかる⼿続は煩雑で⾏政⼿続を受けられる時間・場所の制限も多い
• 地⽅では証明書の発⾏・受取りや検疫・通関時の検査の体制が不⼗分。輸出が京浜・阪神に集

中する要因

農産物
⽣産者 梱包業者

⽣産・納⼊

保税
蔵置場

検疫・通関等*
港湾

輸送業者

産地仲買⼈・
産地集荷
市場など

運送業者

梱包・計量
・ラベル 航空会社

輸出業者 積載(コンテナ船など)

海上輸送
業者

積載

搬⼊

１ ２ ３
⾷品
⽣産者

*通関業務:輸送関係書類の作成、保税地域内での貨物の保管・梱包・配送業務などフォワーダーが担うことが多い

輸出⼿続⼀覧⽇本国内の輸出⼿続・業務フロー

• 検疫 :輸出先国の要求に応じて輸出検
疫を実施

• ⾷品衛⽣・原産地証明書:相⼿国政府
から、⾷品衛⽣の観点で証明書などの添
付を求められる場合があり

• 農薬・抗⽣物質・添加物:輸出先国に
よっては、使⽤可能な農薬の種類及びそ
の残留農薬の上限量が定められている

• 表⽰ラベル・容器:表⽰ラベル規則が定め
られており、規制に沿ったラベルが必要

• 輸出⼀般に求められる⼿続き書類:イン
ボイス、船荷証券(B/L)/航空運送状
(AWB)、包装明細書(PL)

現状の課題

取り組むべき事項

6. ⾏政⼿続のＤＸ化や各種⼿続のワンストップ化を進めるなど、港湾・空港やその周辺の物
流拠点に必要な⼿続を簡便に⾏える環境整備を進める

ポイント６ 物流コスト低減には⾏政⼿続のワンストップ化や証明書発⾏の電⼦化が有効
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91農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

品質・鮮度保持のための技術開発

• 輸送コストが安い海運では輸送にかかる時間が⻑く、鮮度維持の観点から使えない品⽬も多い
• CAコンテナ等の鮮度維持対応の設備が偏在し、欲しいときに⼿に⼊らない

包材鮮度維持コンテナ
⽇本郵船: CAコンテナ ⽇本通運 :フレッシュコンテナ

• 航空輸送において、リーファー
コンテナを使⽤し途切れない
コールドチェーンを実現

• コンテナの設定温度帯は、
+5℃、-10℃、-20℃の3
温度帯

• CAコンテナは酸素(O2)及び
⼆酸化炭素(CO2)の空気
組成を、⻘果物の⻑期貯蔵
に適する組成、すなわち「⻘
果物の呼吸作⽤を抑える組
成」にコントロールしより⼀層
新鮮な状態を維持できる

レンゴー:ダンプルーフ
(耐⽔・防湿段ボール)

• ⾼機能な発泡スチロール容
器

• 容器⾁厚を従来品⽐1.5〜
2倍にアップ、スノコ状の仕切
り部材等の追加により、容器
側⾯と底⾯に中空層を作る
ことで、保冷性能を従来品⽐
2.1〜2.8倍、容器強度を
2.4〜2.5倍に⾼めた

• ライナ表⾯に、特殊な塗⼯
剤をコーティングしたリサイク
ル可能な防湿段ボール。
⻘果物の⽔分の蒸散を抑
制することができ、フィルム
袋などを使⽤することなく鮮
度を保持することが可能

⽇本通運︓「⾶び箱」

現状の課題

取り組むべき事項

7. 包装資材・保管技術の開発を進めることにより、輸送時の鮮度・品質を安価に維持

ポイント７ 輸出先での販売期間の延⻑のためには輸送に関する技術開発が有効
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92農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

R3年度補正予算 輸出物流構築緊急対策事業の取組事例について(調査・実証事業)

採択者名
（所在地）

採択者の概要 事業内容

株式会社
アライドコーポレーション

（神奈川県横浜市）

CAコンテナ等を利⽤した⽇本産⻘果物の輸出・販売
（タイ王国、シンガポール、マレーシア、⾹港、台湾、マ
カオ、ロサンゼルス、ハワイ）、⽇本産加⼯⾷品の輸
出・販売等を営む事業者

・Super Cooling Premiumを搭載した４０ｆｔのリーファーコンテナ
に⻘果物を積載し、タイ王国、⾹港、シンガポールの3か国へ輸出し、
現地輸⼊者が着荷時の品質確認及び冷蔵倉庫蔵置後の品質確
認を⾏い効果検証を⾏うことにより輸出拡⼤を図る。

ＤＥＮＢＡ（デンバ）
プラットフォーム構築
協議会

（東京都港区）

国内農林⽔産物をDENBA JAPAN（株）の鮮度
維持冷蔵の技術や物流各拠点における環境情報収
集の機械などを利⽤し、国内⽣産地より各流通業者
にて分断されているデータのブロックチェーンを活⽤した
トレーサビリティ情報のデータ連携を確⽴することにより、
国内外物流の拡⼤を推進し発展させていくために設
⽴した団体

・DENBAスマートコールドチェーンシステムの実験的開発及び国内輸
送実証並びにDENBA鮮度保持コンテナを活⽤した輸出実証を⾏う
ことにより、輸出額の拡⼤、輸出品⽬数の拡⼤等を図る。

ＮＡＸ ＪＡＰＡＮ
株式会社
（ナックスジャパン）

（東京都中央区）

国際航空貨物の輸出⼊業務を取り扱う事業者。早
朝に主要な市場より集荷し、各空港に最速で配送す
ることで、午前中に出発する航空機に搭載させるサー
ビスを提供する事業者

・海外購⼊者と国内⽣産者をマッチングし、購⼊・決済・配送までを
簡素かつスピーディーに⾏えるプラットフォームの開発・運営及びプラッ
トフォーム内で取得したデータを利活⽤することで、効率的な次世代
の物流の仕組みを構築する。

株式会社新潟農商

（新潟県新潟市）

株式会社クボタの販売会社である株式会社新潟クボ
タの⼦会社として、⽶穀の⼩売卸業、特定⽶穀の集
荷および販売、ならびに⽶輸出事業を実施する事業
者

・モンゴル向け⽞⽶輸出は、新潟東港から中国・⻘島港を経由し貨
物列⾞にて輸送を⾏ってきたが、2021年に⼊り⽞⽶輸送が停⽌して
いる。現在は精⽶で受け⼊れ可能な天津港を利⽤して輸出している
が、ロシア経由の輸送ルートの調査と実証を⾏うことにより、モンゴル
向け輸送ルートの確保と輸出拡⼤を図る。
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93農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

R3年度補正予算 輸出物流構築緊急対策事業の取組事例について(調査・実証事業)

採択者名
（所在地）

採択者の概要 事業内容

株式会社Ｏｐｅｘ
（オペックス）

（東京都⼤⽥区）

主に⼤⽥市場から⽣鮮野菜・果実を仕⼊れ、⼤規模
⼩売店及び海外への販売事業、関東・関⻄全域で
⼤規模⼩売店向け倉庫内物流業務の受託・運営事
業等を営む事業者

・Ｒ２年度３次補正 補正輸出物流構築緊急対策事業における
調査・実証結果、課題等を踏まえ、
①流通チャネル別最適物流構築の調査・実証
②⼤ロット輸出のための物流調査・実証
③品質保持に適した包装梱包開発実証
を⾏うことにより⻘果物の輸出拡⼤を図る。

株式会社パン・パシフィック・
インターナショナルホールディン
グス

（東京都⽬⿊区）

グループ会社株式保有によるグループ経営企画・管理、
⼦会社の管理業務受託、不動産管理、海外事業当
を⾏う事業者

・最適な輸送ルートの確⽴及び⼤ロット化・混載促進に向けた課題
の抽出、解決⽅策の検討及び実現可能性の検証を⾏うことにより、
農林⽔産物・⾷品の輸出促進を図る。
具体的には、
①5県規制緩和による当該県の商品新規 船便輸出（台湾）
②⽇配品のエア便輸出（⾹港）
③⽞⽶の新規船便輸出（台湾）
④新千歳空港からの温度帯別エア便輸出（シンガポール・⾹港）
⑤新千歳空港からのエア便活⿂・活⾙輸出（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ/⾹港/ﾀｲ/ﾏ
ﾚｰｼｱ/ﾏｶｵ/台湾）
⑥苫⼩牧港からの軟弱野菜 船便輸出（シンガポール）
⑦仙台国際空港からの温度帯別エア便輸出（シンガポール・⾹
港）
⑧果菜類の船便輸送による適正環境調査（シンガポール・⾹港）
⑨成⽥新市場を活⽤した鮮⿂品のエア便輸出（アメリカ）
⑩FDA新規登録商品の船便・エア便輸出（アメリカ・タイ）
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94農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

R3年度補正予算 輸出物流構築緊急対策事業の取組事例について(調査・実証事業)

採択者名
（所在地）

採択者の概要 事業内容

⼀般財団法⼈北海
道⾷品開発地興

（北海道函館市）

地域貢献、社会貢献を⽬指
し、北海道の新鮮かつ安全
な⾷材を活⽤した⾷品の開
発および国内外への流通・営
業活動を⾏う事業者

・国内の既存物流網を活⽤して、⽇本デイリーネットの丘珠のセンターにいかに商品を効率的に集約
していく事ができるのかを調査する。
・東北経済連合会と協⼒をして、東北の農産物や加⼯品、畜産品などを、⽇本デイリーネットの物流
とマッチング実証を実施する。
・輸出先国ごとの商品裏⾯表記のルールとケースラベル等の出荷状況について調査と情報の集約をし
ていく。データベース化し、そちらを発⾏していくための体制整備と⼿順流れの整理を⾏う。

ヤマト運輸株式会社

（東京都中央区）

貨物⾃動⾞運送事業、貨
物利⽤運送事業、⾃動⾞
整備事業、倉庫業、荷造梱
包業、航空運送事業、海上
運送事業、港湾運送事業、
通関業、航空運送代理店
業を⾏う事業者

・⻘森、⽯川、⿅児島、広島地⽅空港で通関・検疫の実施、国際線 AWB の発券、国際線 AWB
の集約を⾏った場合のコスト検証及びリードタイム検証
・温度ロガーを使⽤した温度検証及び、航空保冷コンテナ・航空保冷シート・航空梱包パレットなどを
使⽤した鮮度検証

株式会社LCCトレー
ディング

（沖縄県那覇市）

シンガポール・ミャンマー・オー
ストラリア向けに⽇本酒、加
⼯⾷品の輸出を⾏っている他、
世界初の⽇本酒のデジタルプ
ラットフォーム“酒オンタップ”及
び、⽇本産品の輸出デジタル
プラットフォームを運営している
事業者

・酒⽥港〜シンガポール（釜⼭経由）間の冷蔵混載コンテナの定期便化
・⽇本酒・⽶・加⼯⾷品の冷蔵コンテナによる混載輸出
・シンガポール飲⾷店(10店舗)及びHISシンガポールでの庄内テロワールフェアの開催
・クラウドサービス“フルード”を活⽤した電⼦インボイス・受発注・在庫管理・トレーサビリティ決済デジタ
ル化・⾃動化
・冷蔵コンテナの空きスペースを活⽤した国際クール宅配便サービスのモデル実証

ナチュラルフュージョン
株式会社

（東京都新宿区）

⻘果物及びその加⼯品の販
売、⾷品の輸出⼊及び販飲
⾷店の経営、企画及び管理
に関連する⼀切の業務を⾏
う事業者

・RFID等を活⽤し、みかん等の３品⽬を対象にトレース情報、品質管理情報等をデータプラット
フォームに記録
・同時に温度等品質管理情報を記録し、輸出品と紐づけた形で情報を蓄積し閲覧できることを技
術・運⽤の両⾯で検証し、事業化に向けた課題を抽出する。またトレース等にかかる必要機材や作
業等コストを試算し、輸出品⽬の価格に転嫁可能かを⼩売事業者などへのヒアリングから評価
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95農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

R3年度補正予算 輸出物流構築緊急対策事業の取組事例について(調査・実証事業)

採択者名
（所在地）

採択者の概要 事業内容

データ駆動⻘果流通
協議会

（宮城県都城市）

産地と流通を結ぶスマート
チェーンを構築することにより
かんしょ輸出における課題解
決を⽬指す協議会

産地卸と他⽣産者との集荷マッチングシステムの開発、流通の責任分界点の明確化および物流状況
を可視化するシステム開発、余剰商品の実需企業とのオークション形式でのマッチングシステムの開発
を通じてかんしょ輸出拡⼤を図る。

株式会社ビルドス
トーン

（東京都⼤⽥区）

⾷品・農産物の企画製造お
よび卸をを⾏う事業者

インド向けリンゴ輸出に当たり、①⻑期海外輸送における鮮度保持技術の効果実証、②インド国内
のコールドチェーン現状調査を⾏うことで、⼤ロット・安定的な輸出物流を構築する。
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96農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

R3年度補正予算 輸出物流構築緊急対策事業の取組事例について(設備・機器リース導⼊事業)

採択者名
（所在地）

採択者の概要 事業内容

株式会社Ｏｐｅｘ
（オペックス）

（東京都⼤⽥区）

主に⼤⽥市場から⽣鮮野
菜・果実を仕⼊れ、⼤規模
⼩売店及び海外への販売事
業、関東・関⻄全域で⼤規
模⼩売店向け倉庫内物流
業務の受託・運営事業等を
営む事業者

・Ｒ４年１⽉に開場する新成⽥市場⾼機能物流棟へ⼊場するに当たり、コールドチェーンに対応す
る設備や⾃動化・省⼒化機器を導⼊し、輸出に対応した加⼯、包装・梱包業務の効率化に取組む
とともに、Ｒ４年度にHACCP認証を取得して衛⽣・品質管理に対する顧客ニーズ対応して、⻘果物
の輸出拡⼤を図る。

株式会社フラワー
オークションジャパン

（東京都⼤⽥区）

東京都中央卸売市場の⼀
つである、⼤⽥市場花き部に
⼊場している東京都中央卸
売市場花き部卸売事業者

⼤⽥市場、⽻⽥空港、東京港、横浜植物防疫所等のアクセスに優れたお台場に花きの輸出ハブ拠
点を作るため、⾼度な鮮度管理を可能とする空調管理設備を導⼊する。

北海道エアポート株
式会社

（北海道千歳市）

・道内７空港（新千歳、稚
内、釧路、函館、旭川、帯
広、⼥満別）の運営。
・航空旅客および航空貨物
の取扱施設、航空機給油施
設その他の道内7空港の機
能を確保するために必要な
施設の設置、建設及び管理。
等

輸出物流の構築を図るため、短時間でスムーズな荷役作業が⾏えるリファーコンテナを導⼊し、貨物の
季節的な需要に合わせて冷蔵・冷凍機能の切り替を⾏うことにより、フォワーダーが集荷した⽣鮮⾷品
等貨物の保管スペースの確保と品質管理及び衛⽣管理の⾼度化を図る。
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97農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

輸出物流構築に向けたモデル実証①（⽇本航空(株)）

Before After

・ 複数の地⽅空港で輸出通関を実施した場合でも、同⼀の輸出者・輸⼊者であれば1つの国際運送状(AWB)に纏めることで、
貨物取扱費や輸⼊通関費⽤等のコストの低減が可能となる（現⾏フローとの⽐較で▲37%の輸送コストが削減となる可能性も）。

・ 保税蔵置場内の冷凍・冷蔵設備等、地⽅空港におけるインフラが整備されれば他の地域にも横展開が可能となる。

今後の可能性

○ 輸送コスト削減とリードタイムの短縮を⽬指し、従来⽻⽥空港で集約し通関等の⼿続きを⾏ってい
た⽣鮮品について、地⽅空港での通関及び貨物運送状の発券による輸送検証を実施した

（⾹港、タイ、フランス向けで実証）。
○ 地⽅通関を活⽤することで⽻⽥空港での通関待ちを回避でき、リードタイムの短縮が可能、鮮度を

維持した輸出が実現できることが判明した。また、卸売市場を経由しないことで更なるリードタイム
短縮も可能となり、150~200Kg以上の⼤ロットであれば輸送コスト⾯でもメリットがあることが
分かった。

地⽅から国内貨物として輸送した⽣鮮品を卸売市場経由
⼜は⽻⽥空港で集約し、纏めて通関。

地⽅空港で通関を実施の上、⽻⽥空港に集約し輸出。
卸売市場を経由する場合と⽐較し、最⼤2⽇の短縮が
可能（但し卸売市場を経由しないことは⼀⻑⼀短あり）。
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98農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

輸出物流構築に向けたモデル実証②（(株)Opex）

・ 今回実施の⾹港・マレーシアに加え、シンガポールやカンボジア等他エリア、アジア広域でも横展開できる可能性あり。
・ ⽣産者や物流事業者とも連携、輸出地での品質保持に適した包装梱包資材の開発・評価が必要（発泡スチロールパレットの改善や
緩衝材の活⽤等）。

・ ⼤ロット輸送を可能とする顧客の開拓と、鮮度維持コンテナは、往復の海上運賃が適⽤される現状を踏まえ、帰り荷のパートナーを
同時に開拓することが必要。

今後の可能性

○ ⻘果物の輸出拡⼤を⽬指し、①輸出実証（⾹港・マレーシア⼩売向け航空輸送）②定置テスト（鮮度維持コ
ンテナを⽤いて果物・野菜を18⽇間格納、保管後の鮮度を評価）③コストシミュレーション（想定輸出量に対し、
航空と海上輸送、海外ハブ港を経由する輸送等複数の物流パターンによるコスト試算）の3つの検証を⾏った。

○ 検証の結果、①輸出に即した包装梱包の開発が必要であること、②鮮度維持は品⽬によって効果に差が出たこと、
③コスト⾯・品質⾯双⽅の観点から鮮度維持コンテナを活⽤した海上輸送が望ましいが、それには⼀定の物量の
確保と帰り荷の確保が必要となることが分かった。⼀⽅で釜⼭をハブ港としての活⽤は現状難しいことが分かった。

検証①輸出実証

航空輸送でも輸送や保管時での温度
変化、衝撃等で品質不良が発⽣し、
課題が明確になった。

検証③コストシミュレーション検証②定置テスト

果物は⾼い鮮度維持結果となったが、野菜
（特に果菜・葉物）は効果が低かった。また、
品⽬毎の最適温度や湿度、エチレンガスの
影響を考慮する必要があることが分かった。

航空輸送に⽐べ海上輸送の⽅がコストを
1/3~1/5に抑えられるが、コンテナ満載（20ft
では8パレット）となる荷量の確保が必須。釜
⼭港活⽤は、同港での検疫再検査の⼿間や、
待機に過度な⽇数を要する点で海外ハブ港と
しての活⽤は困難、国内港を活⽤する⽅向で
検討。
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99農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

○ 鮮度保持機器Super Cooling Premiumを搭載した海上リーファーコンテナをリース契約し、⻑
距離輸送下で鮮度保持を⾏い輸出拡⼤を図る。

○ 今般の海上コンテナの遅延により、シンガポールを始めとする仕向地では従来よりも船⾜が⻑くなり、
現⾏のCAコンテナでは品質を保持できない状況が発⽣していた。電解を与えることで果物や野菜
の呼吸を抑制し、またエチレン分解機能を有するSuper Cooling Premiumコンテナの活⽤によ
り、品質の保持、ロスの抑制を実現した。

輸出物流構築に向けた設備・機器導⼊（（株）アライドコーポレーション）

・ Super Cooling Premiumコンテナ活⽤により、船⾜が遅延しても鮮度保持が可能となり、またほうれん草や⼩松菜等の野菜、
エチレンガスの影響で品質が劣化していたトマト等の輸送も可能であることが分かった。今後は同コンテナを⽤いて、タイ・⾹港・
シンガポールのアジア3カ国での輸送実証を⾏う。

・ 但し当コンテナ活⽤の際には現状往復の海上運賃が適⽤され、CAコンテナ対⽐1.5倍程度のコストが発⽣する。その為、帰り荷の
パートナーを確保する必要がある。

今後の可能性

電解（電場）発⽣システム

⻘果物等の個体に電解（電場）を
与え、酵素を活発化させ、呼吸抑制を
⾏うことで野菜・果物の栄養素の消費
を減少させる。

エチレン分解・除菌・消臭システム

⻘果物により排出されたエチレンガスを
コンテナ内に設置されたパネルに付着さ
せ、分解。⼆酸化炭素と⽔に分解され
ることで、エチレンガスによる劣化を防ぐ。

今⽇の世界的な海上コンテナのスケ
ジュール遅延でも鮮度保持を実現
（桃をテストした所、3-5週間の品質
保持が実現）。

商品ロスの抑制に加え、⻘果物の混載
輸送による物流効率の向上にも寄与。
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農林⽔産省 新事業・⾷品産業部 ／New Business and Food Industry Department. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

成⽥市公設地⽅卸売市場の輸出拠点化
 成⽥市公設地⽅卸売市場は成⽥国際空港の隣接地に移転し、市場内で輸出⼿続きを

完結するワンストップ輸出拠点機能や、農⽔産物を加⼯する施設機能等を有する⾼機能
物流施設を整備（2022年１⽉20⽇オープン）

新生成田市場の機能
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

４．⾷品等流通調査
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

⾷品等流通調査の概要①

（定義）
第⼆条 【略】
２・３ 【略】
４ この法律において「⾷品等の取引の適正化」とは、⾷品等の取引が適正に⾏われるようにするために⾏う⾷品等の取引条件の改善
その他の措置をいう。

⾷品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律（平成三年法律第五⼗九号）

（⾷品等流通調査）
第⼆⼗七条 農林⽔産⼤⾂は、⾷品等の取引の適正化のため、⾷品等の取引の状況その他⾷品等の流通に関する調査（以下
「⾷品等流通調査」という。）を⾏うものとする。

２ 卸売市場法（昭和四⼗六年法律第三⼗五号）第四条第六項に規定する中央卸売市場⼜は同法第⼗三条第六項に規定
する地⽅卸売市場を開設する者は、農林⽔産⼤⾂の⾏う⾷品等流通調査に対して協⼒するため、農林⽔産省令で定めるところに
より、その保有する情報であって⾷品等の取引の状況その他⾷品等の流通に関するものを提供するよう努めるものとする。

３ 農林⽔産⼤⾂は、⾷品等流通調査を⾏うため必要があると認めるときは、関係⾏政機関及び⾷品等流通事業者その他の関係
事業者に対し、必要な協⼒を求めることができる。

４ 関係⾏政機関及び⾷品等流通事業者その他の関係事業者は、前項の規定により協⼒を求められたときは、その求めに応ずるよう
努めるものとする。

（⾷品等流通調査に基づく措置）
第⼆⼗⼋条 農林⽔産⼤⾂は、⾷品等の取引の適正化のため、⾷品等流通調査の結果に基づき、⾷品等流通事業者に対する指
導及び助⾔、⾷品等の流通に関する施策の⾒直しその他の必要な措置を講ずるものとする。

（公正取引委員会への通知）
第⼆⼗九条 農林⽔産⼤⾂は、⾷品等の取引に関し、不公正な取引⽅法に該当する事実があると思料するときは、公正取引委員
会に対し、その事実を通知するものとする。
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

⾷品等流通調査の概要②

 ⾷品等の取引の適正化を図るため、流通段階における取引実態の具体的な調査・把握・分析を⾏い、これに基づき⾷
品等流通事業者に対する指導・助⾔、調査結果の公表等を実施。

 不公正な取引の事実があった場合には、公正取引委員会へ通知。

【 ⽬ 的 】

【 対 象 】

⼩売業 量販店、ドラッグストア、ホームセンター、
ディスカウントストア、⾷品スーパー 等

中⾷・外⾷業 弁当、惣菜、給⾷等の中⾷業者
回転寿司、焼⾁、麺類等の外⾷業者

卸売市場
関係業

卸売業者・仲卸業者（⻘果、⽔産物、⾷⾁、
花き）

⾷品卸売業 ⼩売業・外⾷・給⾷・製造業向けの⾷品卸売
業者

⾷品製造業 ⾖腐、納⾖、パン、麺類、菓⼦等の製造業者

⽣産 農畜⽔産物の⽣産者

【 内 容 】

通報調査

相談ダイヤル
（⾷品流通課内）

個別の通報事案に応
じて事業者・事業者
団体からのヒアリング等
を実施相談受付サイト

（農林⽔産省HP）

テーマ調査

 経済産業省・公正取引委員会と協
議し、特定の業界や品⽬に広がりが
ある課題を年間テーマとして⼀つ選定

 年間テーマについて関連事業者・団
体からヒアリング等を実施
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

農業者団体８団体、⾷品製造事業者13社、卸売業者10社、仲卸業者9社、⾷品卸事業者15社、⼩売事業者
（ドラッグストア含む。）25社、物流事業者６社、包装資材事業者4社の合計90の事業者に対して調査を
⾏った。調査⽅法としては対⾯およびWEBでのヒアリング調査（80社）、ヒアリングが難しい事業者から
は⽂書での回答（10社）をいただいた。

調査期間︓令和４年７⽉〜令和５年３⽉

【ヒアリング調査を⾏った業態（括弧内は⽂書回答数で内数）】

ヒアリング実施状況

調査趣旨
新型コロナウイルス感染症による国⺠⽣活や経済への影響は依然として続いている中で、ロシアによるウク

ライナ侵攻等の影響により、世界規模で不確実性が⾼まり、原油や穀物等の国際価格は⾼い⽔準で推移して
いるとともに、円安の進⾏により原油をはじめとするエネルギーコストや原材料価格の更なる上昇が懸念さ
れる状況である。

また、上記に加え、令和３年度調査の「原材料費、物流費等の⾼騰を理由とした価格転嫁への対応について
は課題が残っている。」という調査結果を踏まえ、令和４年度は特に、「パートナーシップによる価値創造
のための転嫁円滑化施策パッケージ」に基づき、原油をはじめとするエネルギーコストや原材料価格の上昇
分の転嫁の取引実態の把握を中⼼に⾏うこととした。

令和４年度ヒアリング調査について

農業者
団体

⾷品製造
事業者

卸売
業者

仲卸
業者

⾷品卸
事業者

⼩売
事業者

物流
事業者

包装資材
事業者

8 13（2） 10 9 15 25（4） 6（4） 4

【ヒアリング調査を⾏った業態（括弧内は⽂書回答数で内数）】

104



農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

全体総括①

 ⾷品等流通調査は、本年度で４回⽬である。本年度は、新型コロナウイルス感染症による国⺠⽣活や
経済への影響が依然として続いている中で、ロシアによるウクライナ侵攻等による世界情勢の変化や
円安の進⾏等の影響で原材料価格やエネルギーコスト、⽣産コスト等が⾼い⽔準で推移し、⾷品関連
事業者にとっては、厳しい年となった。

 このような状況の中で、特に、原油をはじめとするエネルギーコスト及び労務費、原材料費等の上昇
分が適切に価格転嫁されているか、さらには適正な取引が⾏われているか商習慣等についてヒアリン
グ調査を⾏い、以下の傾向を確認することができた。

 また、物流の2024年問題等を⾒据え、⾷品等流通事業者の物流への意識についてヒアリング調査を
⾏い、各流通段階でどのような課題があるか、どの程度の危機感を持っているかを確認することがで
きた。

【価格転嫁】
 原材料費の⾼騰に伴う価格転嫁については、国内で様々な商品が値上がりしていることから、このよ

うな原材料費等の⾼騰が話題となる以前と⽐べれば、取引先の理解が進んでおり⼀定程度受け⼊れら
れやすい環境になっていると回答する事業者が多かった。

 包装資材事業者においては、今まではナフサ価格が⾼騰しても⾷品製造事業者側の理解が得られず値
上げは難しかったが、現在は⽐較的⾷品製造事業者側の理解が進み、値上げが受け⼊れられやすい環
境となったと回答する事業者が多かった。

 ⼀⽅で、労務費や電気代等のエネルギーコストに関してはどの流通段階においても価格転嫁が進まず、
企業努⼒で対応していると回答する事業者が多い傾向にあった。

 また、⽣鮮⾷料品においては、市場取引だけでなく相対取引においても市場の需給に応じて価格（相
場）が決定されるため、肥料等の⽣産コストの上昇分の価格転嫁が難しい状況と回答する事業者が多
かった。

 今後も多くの⾷品が値上げされることが予想されるので、引き続き価格転嫁の状況等の実態把握を進
めるとともに、取引の適正化に取り組んでいく必要がある。
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全体総括①

【商慣習】
 ⾷品業界の1/3ルールについては、未だ業界として根付いているものの、賞味期限が⽐較的⻑い商品

における1/2ルールへの緩和の動きが各⽅⾯でみられ、取引環境改善への意識が感じられた。
 1/2ルールへの変更、賞味期限の年⽉表⽰等の実現については、消費者の理解も重要であるとの意⾒

が多くあった。
 ⽇配品などのリードタイムは短く設定されることが多く、受注締切り時間の前倒しや納品⽇の後ろ倒

し等で余裕をもったリードタイムに⾒直す事業者も少なからずあった。

【物流】
 エネルギーコストの⾼騰に伴う運賃の値上げについて、荷主の理解は進みつつあるものの、交渉が難

航している物流事業者が多く、価格転嫁ができていないと回答する事業者が多かった。
 運送業界の現状を考え、パレット化を進めることで配送の効率化を図っている事業者もおり、物流業

界における喫緊の課題に対する前向きな姿勢が⾒受けられた。⼀⽅で、パレット化による積載効率の
低下や導⼊コスト⾯等がネックとなり、やむなくバラ積みを継続する事業者もあった。

 附帯作業については、契約に含めて依頼している事業者が増加傾向にある中で、これまでの慣習で無
償依頼している⼜は請け負っている事業者も多く残っていた。

 適正な物流費（運賃）については、発荷主、着荷主及び消費者の理解が重要であるとの意⾒が多く
あった。
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協⼒要請について（令和５年４⽉28⽇発出）
調査結果に基づき、農林⽔産⼤⾂名で、協⼒要請を各団体に発出しております。
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５．⾷品アクセス
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〇 全国のアクセス困難⼈⼝は⼀貫して増加傾向。都市部では、アクセス困難⼈⼝が急増する⼀⽅、地⽅ではアクセス困難⼈⼝は
頭打ち・減少傾向

⾷品アクセス困難⼈⼝とは店舗（⽣鮮⾷料品⼩売業，百貨店，総合スーパー，⾷料品スーパー，コンビニ）まで500m以上かつ⾃動⾞利⽤が
困難な65歳以上の⾼齢者

〇 食品アクセス困難人口の動向
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○ 食料品の買い物が不便・困難な住民に対する対策の必要性

出典︓農林⽔産省｢⾷料品アクセス問題に関するアンケート調査｣ (令和4年12⽉実施)

• 現時点で対策を必要としている市町村※の割合は87.2%で、27年度以降増加傾向にある
• 上記市町村のうち、⾏政による対策が実施されているのは7３.５%で、昨年度よりわずかに増加

63.7% 61.0% 61.6%
69.2% 68.6% 73.2% 73.4% 73.5%

10.4%
6.9% 8.1%

5.4% 5.7%
5.6% 5.7% 4.4%

25.9% 32.2% 30.3% 25.3% 25.7% 21.1% 20.9% 22.0%

81.0% 81.9% 82.0%
84.1% 85.0%

85.9% 86.4% 87.2%

実施していない

実施を検討している

実施している

対策を必要としてい

る市町村

⾏政による対策実施状況

※対策を必要としている市町村とは
対策が必要であるまたはある程度必
要であると回答した市町村
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○行政による対策の実施状況
出典︓農林⽔産省｢⾷料品アクセス問題に関するアンケート調査｣ (令和4年12⽉実施)

• ⾏政が実施している対策内容は、「コミュニティバス、乗合タクシーの運⾏等に対する⽀援」が最も多く83.6%と
なったほか 、「移動販売⾞の導⼊、運営に対する⽀援」が⼀貫して増加傾向にあり33.0%、「空き店舗等の常設
店舗の出店、運営に対する⽀援」が29.9％、「宅配、御⽤聞き・買い物代⾏サービス等に対する⽀援」が28.6％と
なった。

70.9% 72.7%

79.5%

74.1%

81.3% 79.9%
83.7%

コミュニティバス、乗り合いタクシーの
運⾏等に対する⽀援 83.6%

29.3%
29.3%

34.0%
30.8%

28.2%
27.8%

29.2%

空き店舗等の常設店舗の出…

30.9%

28.3%
29.3%

24.4% 25.0%
26.4%

26.0%

宅配、御⽤聞き、買い物代⾏サー
ビス等に対する⽀援 28.6%

20.5% 21.5% 22.2% 22.1%
23.3%

26.4%

30.3%

移動販売⾞の導⼊・運営に対する⽀援
33.0%

15.4%
13.8%

12.0% 11.8% 9.9% 8.6% 9.4%

朝市、⻘空市場等の仮設店舗の
運営に対する⽀援 10.8%

8.7% 7.6% 6.9% 6.9% 6.3% 6.1% 5.1%
共⾷、会⾷等の共同⾷事サービ…

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 複数回答が含まれる
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○ 民間事業者による対策の実施状況
出典︓農林⽔産省｢⾷料品アクセス問題に関するアンケート調査｣ (令和4年12⽉実施)

複数回答が含まれる

62.7%

2.4%

34.9%

65.4%

1.5%

33.2%

66.9%

2.5%

30.6%

64.9%

2.5%

32.6%

69.8%

1.9%

28.3%

70.9%

2.0%

27.1%

64.6%

2.3%

33.0%

⺠間事業者が
参⼊している市町村

⺠間事業者が参⼊を
検討している市町村

⺠間事業者が
参⼊していない市町村

⺠間事業者の参⼊状況

28年度

29年度

30年度

令和元年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度

70.9%

54.4%

14.7%

15.3%

8.4%

8.1%

67.9%

56.8%

14.1%

13.2%

5.2%

7.6%

63.5%

61.…

16.0%

13.8%

4.4%

9.9%

66.1%

66.3%

12.3%

16.4%

4.6%

10.1%

61.3%

66.0%

16.2%

13.7%

4.4%

9.2%

62.5%

67.5%

16.5%

13.8%

4.5%

9.3%

62.1%

76.9%

15.7%

12.0%

8.4%

7.9%

宅配、御⽤聞き・買い物代⾏
サービス等

移動販売⾞の導⼊・運営

コミュニティバス、乗り合
タクシーの運⾏等

朝市、⻘空市場等の
仮設店舗の運営

空き店舗等の常設店舗
の出店、運営

共⾷、会⾷等の共同の
⾷事サービス等

⺠間事業者による対策の内容別実施率の推移(%)

28年度
29年度
30年度
令和元年度
令和２年度
令和３年度
令和４年度

• 全市町村のうち⺠間事業者が参⼊している市町村の割合は64.6.%
• 内容別に⾒ると、「移動販売⾞の導⼊・運営(76.9%)」が多く、次いで「宅配・御⽤聞き・買い物代⾏サービス等

(62.1%)」となっている
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○参考１．地域で考える地域圏フードシステム（フランスを例に)

地域圏とは︓
地形などの⾃然条件や⼈間活動において
まとまりのある空間のこと（例︓政令指定
都市、中核市とその周辺市町村等）

フードシステムとは︓
⾷料・農⽔産物が⽣産され、消費に⾄る
流れに沿った産業間の相互関係の連鎖

「農業・⾷料・森林未来法」

「全国⾷料計画」（PNA) 「持続可能なレジオンの農業計画」
（PRAD)・⾷品の品質確保（「全国栄養健康

計画」（PNNS)ガイドラインに準拠）
・地理的近接の発展

「地域圏フードシステム」（SAT)構築

・農業、農業・⾷品産業の地域
計画の作成

「農業政策」「⾷料政策」

フランスの「地域圏⾷料プロジェクト」をめぐる政策体系

・「地域圏⾷料プロジェクト」（PAT)実施
PNAとPRADの⽬的を満たす⾏動

STEP1 PAT運営体制※1の準備と地域のアクター※2の事前の特定
STEP2 PATに動員可能なスキル、部署、⼈員の特定
STEP3 活動のテーマ、地理的影響範囲に従いアクターを位置づける
STEP4 これまでの活動について共同で⾃⼰診断を⾏う
STEP5 具体的なプロジェクトとその各段階についてのガバナンスを考える
STEP6 市⺠を巻き込む
※１︓PATの計画・進⾏管理に関わるアクター

・PATの実施主体︓コミューン共同体、メトロポルなどの⾃治体組織、⾃然公園、地域農村調整センター（PETR)など
・PATに対する技術的⽀援︓農業、環境、健康、地域に関わる政府組織の地⽅総局等、各種会議所、研究機関、アソシエーション
（CIVAM,Terres en ville,etc）など

※２︓PAT構築における地域のアクター
⽣産者、加⼯業者、卸売業者、仲買⼈と流通業者、消費者・官公庁と⺠間のバイヤー、
その他システムに影響を与える主体（研究、教育、医療、資⾦提供者など）

PAT構築のプロセス
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〇参考２. 食品等流通持続化モデル総合対策事業における取組一覧（R3年度、R4年度）

事業実施主体名等
（ ）内は所在地 ⽬標 内 容

みやぎ⽣活協同組合
（宮城県仙台市）

移動販売事業の供給⾦額、利⽤⼈数、利⽤単価、
販売箇所数等と損益状況を定量的に検証し、継
続可能な新規拡⼤モデルとすることで、地域貢献を
拡⼤

宮城県亘理店を拠点とし、⾼齢化が進む地域や
⾼齢者施設への移動販売事業に係る事前調査・
実証。

⽣活協同組合コープぐんま
（群⾺県桐⽣市）

持続可能な事業として「損益上の⿊字運営」を⽬
指しつつ、その事業検証結果を踏まえ、群⾺県内
各地の買物⽀援の必要性がある⾃治体においても
「移動販売」の⽴ち上げを検討

⾷料品販売店が近隣になく、⾼齢により⾃動⾞を
運転できない住⺠に対して、２トントラック改造の⾞
内販売型移動販売⾞による移動販売事業の実験
運⽤。

⼤阪いずみ市⺠⽣活協同組合
（⼤阪府堺市）

収益上マイナスとならない⾼齢者買い物サポート⼿
法を確⽴し、最終的には全店舗で事業を展開

⾼齢化のため来店⼿段を失い⾃由に買い物ができ
なくなった⾼齢者に対しての店舗までの送迎サービス
に係る事前調査・実証。

事業実施主体名等
（ ）内は所在地 ⽬標 内 容

ゼンリン株式会社
（福岡県北九州市）

・横⼿市全体として「徒歩7分圏内で⾷料品店にア
クセスできる世帯が５０％向上すること」を⽬指す。
・地域コミュニティの再構築として「住⺠の外出機会
が２０％増加」することを⽬指す。
・地図情報を活⽤したSTSの最適配置とドローンに
よる配送を含めた買い物アクセス困難者⽀援のビジ
ネスモデルを複数考案する。

秋⽥県横⼿市において、ゼンリン株式会社が事業
主体となって、横⼿市、横⼿市⾃治会、⼩売業者
（⽇敷、マルシメ）、加⼯卸売事業者（国分G本
社、東北国分）と協業して、買い物アクセス困難
者の問題解決のため、新技術活⽤の商品受発シ
ステムを活⽤した地域コミュニティストア【Smart
Terrace Store (STS)】の実証データの取得と
専⾨家による分析と、新技術のドローンによる⾷料
品配送の実証。

＜R３年度の取組＞

＜R４年度の取組＞
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⽣活協同組合みやぎ（宮城県仙台市）

地域の課題

○ この地域の⾷品スーパーは、主要道路沿いに固まっており、この地域へ⾃動⾞以外で買い物
をしようとすると、公共の交通機関が脆弱なため、⽇常の⾷料品を購⼊ができなくなっている。

○ 近郊の住宅団地や、住宅地は⾼齢化が進み、その地域に住む免許を返納した⾼齢者や、⾼齢
者施設（サ⾼住）の住⺠は買い物を楽しめない状況となっている。

宮城県仙台市

体制図 実証内容

○ コープ亘理店を拠点に亘理町、⼭元町、
福島県相⾺市の45分圏内の６つのエリア
において配送することを⽬標に、専⽤⾞
両（２ｔトラック）の改造⾞を使⽤し、
毎週決まった停留所にて販売。

○ 現地での調査やポスティングには、役
場、社会福祉協会、包括⽀援センターと
協働で実施。

○ 採算ラインとして、⼤型⾞で⽇配7万5
千円(50⼈×1,500円)×６⽇間を⽬標設定。

○ 移動販売⾞での販売価格は店舗販売価
格に５％を上乗せ。

○ 運⾏エリアは４コース設定。

○食品等流通持続化モデル総合対策事業における取組事例①
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株式会社ゼンリン（秋⽥県横⼿市）

① 横⼿市の協⼒の下、既存の地域資源である公⺠館等を活⽤した「Smart Terrace Store (以下、STS)」を⼩売店の空⽩
地帯に設置し、地域の⼩売業者や卸売業者と連携することで、STSにおいて⾷料品や⽇⽤品の提供を⾏う。（２箇所設置）
STSでは、デジタルサイネージを⽤いた注⽂システムにより⾷料品等を販売するほか、地域住⺠の憩いの場となるテラス機
能を具備（店舗の軒先にベンチを設置）し、コミュニケーション機会の増加につなげる狙い。

② STSにも訪れることが出来ない地域住⺠に対しては、新技術として「ドローン」による⾷料品配送を実施。
③ ⼈⼝分布や地理特性、交通ネットワーク等を踏まえ、ゼンリンが保有する詳細地図を⽤いて「STSの最適配置」を分析

することで、 ⾷品アクセス率の向上と、STSの継続可能なモデル構築を⽬指す。

○ 横⼿市における⾷品アクセス困難⼈⼝の割合は32％、75歳以上に絞ると割合が44％となり、
改善が喫緊の課題。

○ 住⺠の交通⼿段は約85％が⾃家⽤⾞に依存しているため、将来的には免許を返納した⾼齢
者にとって、店舗への交通⼿段が失われる可能性。

○ ⾷料品を提供する店舗に着⽬すると、市中⼼部でも空洞化（空き家、空き地、空き店舗の増
加）が深刻化し、店舗までのアクセスが困難な状況。

秋⽥県横⼿市

体制図

実証内容

地域の課題

事業を活⽤した実証イメージ事業の⽬標

○食品等流通持続化モデル総合対策事業における取組事例②
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

○参考３．関係省庁と連携した食品アクセス問題への対応

■関係府省・団体の施策や取組についてもワンストップで閲覧可能に

農林⽔産省

市町村調査結果や先進
事例集、⾃治体の⽀援施
策、⾷品アクセス環境改

善対策事業等

経済産業省

先進事例とその⼯夫のポイ
ントをまとめた「買い物弱者

応援マニュアル」等

厚⽣労働省

「⾒守り・買物⽀援」を必要
とする⼈へのサポート体制を
構築（安⼼⽣活創造推進

事業）等
内閣府、総務省

特定地域再⽣事業、過
疎対策事業債等

国⼟交通省

ニーズに応じた交通⼿段の
確保・維持を⽀援（地域公
共交通確保維持事業）等

農林⽔産省
（農林⽔産政策研究所）
「⾷料品アクセスマップ」（⾷
料品店まで500m以上の⼈

⼝を表⽰）等

 農林⽔産省は、全国の地⽅公共団体や⺠間事業者等が、⾷品アクセス問題の解決に向けた取組に役
⽴てられるよう「⾷品アクセス問題ポータルサイト」を開設(H24年６⽉)。農林⽔産省の施策や調査結果
等の紹介のほか、関係府省・団体の施策や取組等について、ワンストップでの情報提供を実施。
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６．福島県農林⽔産業の復興創⽣
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これまでの取組︓ 1,988 件
うち被災地産⾷品販売フェア等︓1,299 件

社内⾷堂等での⾷材利⽤︓ 585 件
(平成23年４⽉〜令和５年６⽉末までの間)

被災地やその周辺地域で⽣産・製造されて
いる農林⽔産物・⾷品（被災地産⾷品）を
積極的に消費することで被災地の復興を応
援する運動

被災地産⾷品を使⽤したメニューの提供

社内売店における福島県産⽶の販売

 「⾷べて応援しよう︕」のキャッチフレーズの下、⽣産者、消費者等の団体や⾷品産業事業者等、多様な関係者の
協⼒を得て、被災地産⾷品の販売フェアや社内⾷堂等での積極的利⽤の取組を平成23年4⽉より推進。

 関係省庁と連携し、平成24年度より経済団体、⾷品産業団体、都道府県、⼤学等に対し、被災地産品の販売促進を
依頼。

 全府省庁の⾷堂・売店において、積極的に被災地産⾷品を利⽤・販売。

「⾷べて応援しよう︕」

「⾷べて応援しよう︕」〜被災地産⾷品の利⽤・販売を推進〜
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福島県の農林⽔産業再⽣に向けた取組状況（流通・販売段階での取組）

 福島県産品の価格は、震災直後、全般的に全国平均を下回る状況となった。その後、価格差は徐々に縮⼩している
ものの、ブランド化の遅れ等の影響が出やすい⽜⾁や桃などの品⽬は、依然全国平均を下回る価格となっている。

令和４年度福島県産農産物等流通実態調査について（県産品重点６品⽬の状況）

※指数は福島県産品と全国平均の価格差を全国平均の価格で割った値である。

※米は産年単位、牛肉、干し柿及びヒラメは年度単位、桃及びピーマンは７～９月の値である。

※令和４年度は令和４年12月までの実績である。

※干し柿にはあんぽ柿以外も含まれる。

※ヒラメは平成28年に試験操業の対象魚種となり出荷が再開された。

データ出所：米は農林水産省「米の相対取引価格」に基づく県推定値、それ以外は東京都中央卸売市場「市場統計情報」
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福島県の農林⽔産業再⽣に向けた取組状況（流通・販売段階での取組）

消費者アンケートによれば、⽶や⽜⾁で安全・安⼼への評価は⾼いものの、ブランド⼒の評価が総じ
て低い点が課題であり、その解消が必要。

 福島県産農産物等のブランド⼒の実態を把握するため、消費者への調査を⾏った。
 ⽶、桃、⽜⾁の３品⽬について、⽐較対象産地を３産地ずつ設定し、「認知」「知覚品質」「ブランドロイヤル

ティ」「ユニークさ」「安全・安⼼」の５項⽬への評価を分析した。
 ⽶と⽜⾁については、産地としての認知や知覚品質、ロイヤルティ、ユニークさなど複数の点で相対的に福島県の

値が⼩さく、課題が⾒られる。⼀⽅で、福島県の安全・安⼼の評価は⾼い。

ポイント
令和４年度福島県産農産物等流通実態調査の調査内容と調査結果①

※図中の数値は、各産地の得点を平均0、標準偏差1として推定した値。 122



福島県の農林⽔産業再⽣に向けた取組状況（流通・販売段階での取組）

マーケティング実証調査により、桃の販売促進にあたっては、品種表⽰に消費者へ商品選択を⾼める
効果が得られることを確認。

 （⽅針）桃の代表的な産地であることから「ふくしまのあかつき」を訴求する実証を⾸都圏のスーパーで実施した。
 （⽅法）仲卸業者ごとで商品へ「あかつき」を⽰す品種表⽰シールを貼付する有無をもって、店舗⽐較を⾏った。
 （集計）協⼒店のPOSデータを⽤いて、売上⾼（客数当たりの桃の販売⾦額）を集計した。
 （結果）客数当たりの販売⾦額を前週⽐と前年同週⽐で集計したところ、いずれも品種表⽰あり店の売上⾼が品種

表⽰なし店の売上⾼を上回っていた。

ポイント
令和４年度福島県産農産物等流通実態調査の調査内容と調査結果②

※図中の数値は、各産地の得点を平均0、標準偏差1として推定した値。

提供した品種表⽰シール

品種表⽰あり店で掲⽰した販促物
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 国内量販店等における販売促進
・販売コーナーの設置(530店舗)
・販売フェアの開催(1,139店舗)
・オンライン商談会の開催(１回)
・産地視察ツアーの実施(6回)

 オンラインストアへの福島県産品
の 出店促進（令和４年度売上額29
億円）

 新規出展者向けスキルアップセミ
ナーの開催(18回、延べ261社)

 福島県内の⺠間団体等が⾏う販売
促進活動の⽀援(132団体)

 テレビやウェブを通じた情報発信
や情報誌への掲載

⾷材商談会の開催

福島⽜の販売フェア

令和４年度販売促進対策の実績

福島県の農林⽔産業再⽣に向けた取組状況（流通・販売段階での取組）

 国内量販店等における販売促進、事業者向け商談会やバイヤーツアー、オンラインストアへの出展促進等を実施。
 オンラインストア「ふくしまプライド便」は、令和４年度売上額29億円を達成。
 令和４年度の輸出量は、果物や⽜⾁が前年度⽐２倍以上となり、過去２番⽬の実績。

出典︓福島県県産品振興戦略課

福島県産農産物輸出量（桃、⽶等）

153

2 11
40

67

213 218

305
285

517

432

（トン）

（年度）

319
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 福島県産ブランド⽶「福､笑い」について、TVCM制作や体験型イベント等、必要な取組を展開して、引き続き認知度
向上、ファンの獲得を図るとともに、特別栽培等の商品ラインアップの充実、県内を中⼼とした量販店フェアを実施。

 「天のつぶ」などの既存ブランド⽶のセールス・プロモーション及び県産⽶の消費・需要拡⼤を図るＰＲ活動（ふく
しま⽶ルプロジェクト）の⽀援等により、ふくしま⽶のイメージアップ及び販路拡⼤を狙う。

 福島⽜については、卸売業者との意⾒交換会、展⽰会等での⼩売業者等への売り込み、消費者向けの販促フェアやＳ
ＮＳ等を活⽤したＰＲの実施により流通から消費まで各段階へ働きかけることでブランド⼒を再⽣。

 福島県産品の海外販路拡⼤に向けて、安全性や魅⼒をPRするフェアや情報発信を実施。
 商談会やバイヤーツアーは事業者の営業⼒強化を図るセミナーやバイヤーニーズに応じたターゲット別ツアーを実施。
 福島県産⽔産物の販売コーナー（福島鮮⿂便）を常設し、専⾨販売員による美味しさや安全性等の説明を⾏い販路・

消費の拡⼤に繋げる事業を実施。また、地元消費を着実に増やすため県内の消費地市場を⽀援。

令和５年度に強化する販売促進対策

福島県の農林⽔産業再⽣に向けた取組状況（流通・販売段階での取組）

福島県産ブランド⽶「福､笑い」

福島県産ブランド⽶「福､笑い」のブランド⼒を確⽴させるとともに、既存ブランド⽶の活⽤を促進させることで
県産⽶全体の需要拡⼤を図る。

福島⽜の再⽣に向けて流通から消費に⾄る各段階へ働きかけを実施。
海外販路拡⼤に向けて、海外の量販店等でフェア等を開催。
商談会やバイヤーツアーは多数の事業者に参加してもらうための取組を展開。
⾸都圏等の量販店等において、福島県産⽔産物を取り扱う常設販売コーナーを設置する等し、県内外の消費拡⼤を促

進。

展⽰会（⽜⾁） 常設販売コーナーの設置バイヤーツアーの実施海外でのフェア 125



農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

７．関連資料
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① 予算関係
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＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

１．サプライチェーン強化実証
⽣鮮⾷料品等の安定供給を継続的に⾏うための先進的な取組（共同配

送、モーダルシフト、ラストワンマイル配送等）の実証を⽀援します。

２．設備・機器等導⼊⽀援
トラックドライバーの負担軽減のための物流改善や⾷料品アクセスの確保

等サプライチェーンの機能強化に対する取組を⽀援します。

３．推進事業
1及び２の事業の推進を⽀援します。

適正な価格形成への理解醸成と⾷品アクセスの確保のうち
⽣鮮⾷料品等サプライチェーン緊急強化対策 【令和４年度補正予算額 876百万円】

＜対策のポイント＞
我が国経済の再⽣と社会情勢や需要の変化を⾒据え、⾷品流通の合理化を進めるため、卸売市場や⾷品流通団体等が取り組む⽣鮮⾷料品等の安

定供給機能を確保するサプライチェーンの改善・強化を⽀援します。
＜事業⽬標＞

〇 事業実施者の取扱数量⼜は⾦額を５%以上拡⼤［令和６年まで］
〇 流通における所要時間や経費等を30％以上削減、⾷料品アクセス問題の解消

＜事業の流れ＞

国

卸売市場関係団体
⾷品流通事業団体

定額、1/2

⺠間団体等
（３の事業）

定額

［お問い合わせ先］ ⼤⾂官房新事業・⾷品産業部⾷品流通課（03-3502-8237）

共同配送
システム

・共同配送のシステム実証等

・加⼯機器・冷蔵庫の導⼊等（１、２の事業）

共同配送
の推進

モーダルシフト
の推進

ラストワンマイル配送
の確保

1.実証

2.設備・機器等導⼊

・モーダルシフトを実現するため
の輸送実証等

・パレタイザー、クランプフォークリ
フトの導⼊等

等

・移動販売⾞、無⼈店舗システム
の導⼊等

・ラストワンマイル配送実証等

＜バーチャルスーパーマーケット＞

＜⾃動配送＞

1.実証 1.実証

2.設備・機器等導⼊ 2.設備・機器等導⼊
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2030年輸出５兆円⽬標の実現に向けた「農林⽔産物・⾷品の輸出拡⼤実⾏戦略」の実施のうち
輸出物流構築緊急対策事業

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．輸出物流ネットワーク構築に向けた環境調査

⼤ロット化・混載促進に向け、産地・物流拠点を単位とした、輸出品⽬・物量、輸
出インフラ（空港、港湾、物流施設等）、輸送ルート・輸送⼿段等の環境調査及
びネットワーク形成に向けた関係者の合意形成等を推進します。

２．輸出物流構築に向けたモデル実証
地⽅の港湾・空港を活⽤した最適な物流ルートの確⽴、⼤ロット化・混載促進

のための拠点確⽴等に向けたモデル実証を⽀援します。

３．輸出物流構築に向けた設備・機器導⼊
輸出物流の構築に向け、安定的かつ低コストなコールドチェーンを実現するため

の冷蔵設備やリーファーコンテナ、デジタル化や業務の⾃動化・省⼒化に必要な
設備・機器のリースによる導⼊を⽀援します。

【令和４年度補正予算額 500百万円】
＜対策のポイント＞

新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響による旅客便の減便、国際海上コンテナ輸送の需給逼迫などの国際的な物流環境の変化に伴う課題への対応が急
務となっているところ、農林⽔産物・⾷品の輸出拡⼤を図るため、⼤ロット・混載促進に向けた経済的かつ安定的な輸出物流ネットワークの構築を⽀援します。

＜事業⽬標＞
農林⽔産物・⾷品の輸出額の拡⼤（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

＜事業の流れ＞

国 ⾷品流通業者等
で組織される団体 （２の事業）

（３の事業）

定額

1/2、3/10 ⾷品流通業者、運送業者、
貨物利⽤事業者 等

⺠間団体等 （１の事業）
委託

ださい

商品・物量・時期・販路等
に応じた最適輸送ルート・

輸送⼿段を選択

［お問い合わせ先］⼤⾂官房新事業・⾷品産業部⾷品流通課（03-3502-5741）

ネットワーク構築に向けた環境調査

輸出産地・
輸出事業者

⾏政、港湾・
空港事業者

物流
事業者

⽣産・出荷・物流
情報を集約・共有

輸出品⽬・数量、
輸出インフラ調査 陸上輸送の

時間短縮、
⼤ロット化等の
⽅向性を決定

地⽅
空港 成⽥空港

東京港

海外空港
Ａ

海外空港
Ｂ

海外港湾
Ｃ地⽅

港湾 海外港湾
Ｄ

輸出物流構築に向けたモデル実証

物流
拠点

輸出港

相⼿国

⽣産地
⾼湿度冷蔵庫 鮮度保持コンテナ

のラウンドユースパレタイズロボット

輸出物流構築に向けた設備・機器導⼊
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＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

１．輸出対応型施設の整備
「強い農林⽔産業」の構築に向け、国産農産物等の輸出促進の取組に必要とな

る輸出対応型の集出荷貯蔵施設や処理加⼯施設等の整備を⽀援します。

２．輸出促進に繋がる卸売市場等の整備
⽣鮮⾷料品等の輸出促進を図るため、輸出先国までの⼀貫したコールドチェーン

システムの確保に資する施設や輸出先国が求める衛⽣基準等を満たす施設等の
整備を⽀援します。

2030年輸出５兆円⽬標の実現に向けた「農林⽔産物・⾷品の輸出拡⼤実⾏戦略」の実施のうち
農産物等輸出拡⼤施設整備事業

【令和４年度補正予算額 5,000百万円】
＜対策のポイント＞
国産農産物等の輸出の拡⼤に必要な集出荷貯蔵施設・処理加⼯施設等の産地基幹施設やコールドチェーン対応卸売市場施設等の整備を⽀援します。

＜事業⽬標＞
農林⽔産物・⾷品の輸出額の拡⼤（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

コールドチェーン対応卸売市場施設

⾼度な温度管理が可能な施設
を整備することで、輸出先国ま
での⼀貫したコールドチェーンシス
テムを確保

⻑期間の品質維持を可能とする処理・加⼯施設（CA貯蔵※施設等）

⻑期間品質を維持することで、
輸出先国の需要時期に合わせ
た供給を可能とする⻘果物の⻑
期保存体制を構築

［お問い合わせ先］（１の事業）農産局総務課⽣産推進室 （03-3502-5945）
（２の事業）⼤⾂官房新事業・⾷品産業部⾷品流通課（03-6744-2059）

＜事業の流れ＞

国
都道府県

市町村
1/2以内等 1/2以内等 農業者の組織

する団体等
（⺠間事業者、卸売市場

開設者を含む）1/2以内等

交付
（定額）

輸出物流事業者等
（卸売市場開設者を含む）

1/3以内

（１、２の事業
の⼀部）

（２の事業の⼀部）

※ 貯蔵庫内の酸素の減少や低温管理等により、貯蔵⻘果物の呼吸を極⼒低減することで、⻘果物に含まれる成分の減
耗を防⽌し、⾷味や⾷感を⻑期間維持する貯蔵⽅法
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卸売市場施設の防災・減災対策
【令和４年度補正予算額 230百万円】

＜対策のポイント＞
災害時においても国⺠への⾷料の安定供給を維持するため、国内の⽣鮮⾷料品等の流通の基幹的なインフラである卸売市場において、防災・減災対応を⾏

うための施設整備を⽀援します。

＜事業⽬標＞
災害時に各都道府県の主要な卸売市場が業務を停⽌し、⾷料の安定供給ができなくなるリスクを回避

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

都道府県毎の主要な卸売市場において、想定される災害発⽣リスクに対応した防
災・減災対応を⾏うための以下の施設整備を⽀援します。

１. 災害発⽣リスクがある地域からの移転
⼤⾬や⾼潮等による浸⽔想定地区から⾼台等への移転再整備を⽀援します。

２. 施設の耐震化、耐⽔化、耐⾵化対策
施設の耐震補強、⾵⽔害を回避するための嵩上げ、補強等の整備を⽀援し

ます。
３. ⾮常⽤電源施設、⾮常⽤燃料ストック施設 等

⾮常⽤発電機、発電機⽤燃料タンク等の整備を⽀援します。

＜事業の流れ＞

国 都道府県 卸売市場開設者等
交付（定額） 4/10以内等

（防災・減災対策）

・
・

ハザードマップ

耐⽔化、耐⾵化 耐震化浸⽔のおそれのある現在地から移転

（卸売市場の被災）

［お問い合わせ先］⼤⾂官房新事業・⾷品産業部⾷品流通課（03-6744-2059）

⼤⾬による浸⽔被害（荷捌場） 台⾵による浸⽔被害（売場内部） 地震による施設被害
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⾷品等流通持続化モデル総合対策事業
【令和５年度予算概算決定額 219（244）百万円】

＜対策のポイント＞
フィジカルインターネットの実現を⾒据え、⾷品等流通の合理化を図るため、農林⽔産物・⾷品の物流標準化に向けた検討を進めるとともに、標準化ガイドラ

インに準拠し、デジタル化・データ連携による業務の効率化と輸送コストの低減、コールドチェーンの整備などによる重点政策に対応した効率的なサプライチェー
ン・モデルを構築します。

＜事業⽬標＞
○ 流通の合理化を進め、飲⾷料品卸売業における売上⾼に占める経費の割合を削減（10％［2030年まで］）
○ 農林⽔産物・⾷品の輸出額の拡⼤（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．農林⽔産物・⾷品の物流標準化事業

農林⽔産物・⾷品の物流標準化に向けて、⻘果物、花き、⽔産物等の品⽬ごと
の関係者検討会を組織し、ガイドラインの策定に向けた検討会の運営と調査及び
実証を⾏います。

２．デジタル化・データ連携による効率的な⾷品流通モデルの構築
コードを標準化し、デジタル化・データ連携することで、サプライチェーンの全ての者

が効率的な流通にアクセス可能となり、全体の業務を効率化し、コスト低減を実現
するモデルを構築します。
① 国際的な標準規格等と調和した、コードの標準化、システム間データ連携によ

る受発注・トレーサビリティの実証等の取組モデルを⽀援します。
② ①の取組と合わせて、コード標準化、データ連携による受発注・トレーサビリティ

の実証等の効果を最⼤限に活⽤する観点から、⾃動化技術の導⼊、コールド
チェーンの確保等の取組モデルを⽀援します。

特に、みどりの⾷料システム戦略、農林⽔産物・⾷品の輸出促進、⾷料品アクセス
問題に対応する取組モデルについて重点的に⽀援します。

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］⼤⾂官房新事業・⾷品産業部⾷品流通課（03-3502-5741）

国
定額

⾷品流通業者等で組織される団体

委託 ⺠間団体
（コンサルタント、調査研究所等）

（２①の事業）

（１の事業）

・輸出⼿続・データ連携基盤の構築による輸出拡⼤

国内産地Ａ
海外実需者Ｉ

海外実需者Ｊ

輸出⼿続・データ連携基盤

物流業者Ｄ

空港業者Ｅ

港湾業者Ｆ

国内産地Ｂ

物流業者Ｃ

通関業者Ｇ

通関業者Ｈ

保険会社
⾦融機関

・ラストワンマイル配送による
⾷料品アクセスの確保

POS リモートカメラセンサー リモートカメラ

・需要予測に基づく出荷調整による
事業系⾷品ロスの削減

情報連携プラットフォーム

輸送中の
温度履歴記録

生産履歴
登録・管理

荷受管理
・配車管理

生育予測・出荷調整

AI分析・
発注管理

需要予測

産地 流通 店舗

1/2
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＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．卸売市場施設整備

⽣鮮⾷料品等の流通の核としての機能の⾼度化、防災・減災
への対応、農林⽔産物の輸出拡⼤、⾷料安全保障に対応した⽣
鮮⾷料品等の流通を実現するため、

① 品質・衛⽣管理の強化
② 物流業務の効率化、省⼒化
③ 保管調整機能の強化
④ 輸出先国までの⼀貫したコールドチェーンシステムの確保
⑤ 輸出先国が求める衛⽣基準の確保

等に資する卸売市場施設の整備を⽀援します。

２．共同物流拠点施設整備

物流効率化やCO2排出削減に資する共同配送・モーダルシフト
のためのストックポイント等の共同物流拠点施設の整備を⽀援し
ます。

共同物流拠点

鉄道輸送

海上輸送

全天候型で、左右どちらにも荷
下ろし可能な中央通路

【効率・衛⽣的な荷下し
・荷積み環境】

【令和５年度予算概算決定額 12,052（12,566）百万円の内数】
＜対策のポイント＞

卸売市場の物流機能を強化し、将来にわたって⽣鮮⾷料品等の安定供給を確保するため、物流の標準化やデジタル技術等の活⽤による業務の効率化・
省⼒化、防災・減災への対応を図り、幹線輸送、有機農産物や⼩⼝需要対応、輸出拡⼤の拠点となり得る卸売市場施設等の整備を⽀援します。

＜事業⽬標＞
○ 場内物流改善体制の構築に取り組んでいる卸売市場数（55市場［令和６年度まで］ ）
○ 共同物流拠点における⼊荷時のトラックの積載率と⽐較して、出荷時の積載率を10％以上向上

＜事業の流れ＞
交付（定額）

国 都道府県 卸売市場開設者等
4/10、1/3以内

［お問い合わせ先］⼤⾂官房新事業・⾷品産業部⾷品流通課（03-6744-2059）

２．共同物流拠点施設整備

１．卸売市場施設整備

⾷品流通拠点整備の推進（強い農業づくり総合⽀援交付⾦の⼀部）

航空輸送

【買受⼈、実需者の
利便性の向上】

⾮常⽤電源

【防災機能の強化】

【温度管理、貯蔵保管機能の
強化】

需要に対応した⼤⼩の定温施設

⼤規模流通に対応した保管施設

【場内物流の効率化】

温度管理に対応し、効率
的に作業できる買荷保管
積込所

外気の影響を受けない
ドックシェルター

トラック輸送

多段移動台⾞ 棚上搬送ロボット

場内作業の⾃動化

【場内物流の効率化】

効率的な施設配置とレイア
ウトの⾃由度が⾼い売場
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福島県農林⽔産業復興創⽣事業 【令和５年度予算概算決定額 3,955（4,055）百万円】
＜対策のポイント＞

福島ならではのブランドの確⽴と産地競争⼒の強化、放射性物質の検査、国内外の販売促進、第三者認証GAPの取得等、⽣産から流通・販売に
⾄るまで福島県の農林⽔産業の復興創⽣を総合的に⽀援します。
＜政策⽬標＞

福島県産農林⽔産物等の価格を震災前と同⽔準に回復
＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

１．品⽬ごとの取組 （ブランドの確⽴と産地競争⼒の強化）
(1) 園芸（交付率︓定額, 5/6以内, 2/3以内, 1/2以内）
・主要品⽬のプロジェクトに沿った産地の競争⼒と⽣産⼒の強化
・オリジナル品種等優良品種の導⼊、リレー出荷による⻑期安定体制の確⽴

(2) 畜産（交付率︓定額, 1/2以内）
・新たな特⾊ある和⽜⾁の販売拡⼤を推進
・「福島⽜」ブランド⼒強化のための⽣産基盤の整備
・酪農家の⽣産基盤の強化 等

(3) ⽶・⽶加⼯品（交付率︓定額, 1/2以内）
・実需者が求める品質、良⾷味⽶の安定供給可能な産地の育成
・県オリジナル酒造好適⽶の安定供給体制の整備 等

２．品⽬横断の取組
(1) 放射性物質の検査（交付率︓定額）
・国のガイドライン等に基づく放射性物質の検査
・産地における⾃主検査と検査結果に基づく安全性のPR 等

(2) 国内外の販売促進（交付率︓定額）
・分野、品⽬ごとのブランド⼒強化とターゲットを明確化した販売戦略の展開
・⽣産者の販路開拓等に必要な専⾨家によるサポート 等

(3) GAPと有機農業の拡⼤（交付率︓定額, 3/4以内, 1/2以内）
・第三者認証GAPや有機JAS認証の取得
・GAPの⾒える化による消費者の理解促進 等

(4) 技術開発（交付率︓定額）
・収量や特性を強化する品種の開発
・機能性成分を探索・マップ化 等

(5) 福島県産農産物等流通実態調査（委託）
・農林⽔産物等の販売不振の実態と要因を調査

市町村、農業者、
農業者団体、⺠間団体等福島県

交付

⺠間団体等委託

定額等＜事業の流れ＞

国

［お問い合わせ先］ ⼤⾂官房地⽅課災害総合対策室（03-3502-6442)

１(1) 園芸
ブランド確⽴や競争⼒強化に向けた作付体系の
導⼊、新植・改植による品種構成改善による市場
優位の確保に要する経費等を⽀援

２(2) 国内外の販売促進
販路の回復・開拓に向けて、量販店、専⾨店等
でのプロモーション、販売促進の取組を⽀援

２(1) 放射性物質の検査
福島県や協議会等による検査の実施に要する
経費、検査機器の整備、維持・管理に要する
経費等を⽀援

２(5) 福島県産農産物等流通実態調査
福島県産農産物等の⽣産から販売に⾄る各段階
の流通実態を調査

価
格

の
指

数
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⽔産業復興販売加速化⽀援事業
【令和５年度予算概算決定額 4,053（4,053）百万円】

＜対策のポイント＞
被災地の⽔産加⼯業の販路回復等のため、⽔産加⼯・流通の専⾨家による事業者の個別指導及び商談会・セミナー等の開催、被災地の⽔産加⼯業者

等が⾏う販路の回復・新規開拓等の取組に必要な加⼯機器の整備等を⽀援します。併せて、ALPS処理⽔による⾵評影響を最⼤限抑制し、本格的な復
興を果たすため、被災地域における⽔産加⼯業の販路回復の促進、販路拡⼤・経営⼒強化と安全実証への⽀援、福島県内の⽔産消費地市場の⽀援を
⾏うとともに、外⾷店、量販店や専⾨鮮⿂店等での販売促進等の取組を⽀援します。
＜事業⽬標＞

我が国⽔産業において重要な位置を占める被災地の⽔産業の早期復興

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

１．復興⽔産加⼯業等販路回復促進指導事業
販路回復等に向けた個別指導経費、商談会・セミナー開催経費等を⽀援します。また、海
外バイヤー向け産地訪問⽀援や、被災県産⽔産物・⽔産加⼯品の安全性や魅⼒を発信
する取組を⽀援します。

２．⽔産加⼯業等販路回復取組⽀援事業
個別指導を踏まえた取組に必要な加⼯機器整備費、放射能測定機器導⼊費、マーケティ
ング経費等を⽀援します。

３．加⼯原料等の安定確保取組⽀援事業
福島県において本格操業が軌道に乗るまでの間、加⼯原料を確保するため遠隔地から調
達する際の運賃の掛かり増し経費の⼀部等を⽀援します。

４．福島県産⽔産物競争⼒強化⽀援事業
福島県産⽔産物の第三者認証取得、⾼付加価値化、量販店での販売の取組を⽀援し
ます。

５．福島県産⽔産物消費拡⼤事業
福島県産⽔産物の取扱拡⼤に取り組む県内消費地市場の⽔産卸・仲卸業者に対して⽀
援します。

６．復興⽔産物「⾷べて応援」⽀援事業
専⾨鮮⿂店等に被災地⽔産物の常設販売棚・スペースを設置する取組を⽀援します。

７．復興加⼯ＥＣ販路マッチング⽀援事業
被災地⽔産加⼯品の百貨店オンラインショップ・⾼級⾷品ECサイト等を通じ販売する取
組を⽀援します。

８．福島県⽔産物安全安⼼発信事業
福島県産⽔産物の安全安⼼に係る情報とあわせて産地・レシピ紹介などの魅⼒の発信を通
じて、消費者の購⼊意欲も促進する取組を⽀援します。

［お問い合わせ先］⽔産庁加⼯流通課（03-6744-2350）

（⼀般消費者向けフェスにて
ブース出展）

（量販店での被災地⽔産物の
常設棚の設置）

（販路回復のための⽔産加⼯機器の整備）

＜事業の流れ＞

復興⽔産加⼯業
販路回復促進センター ⽔産加⼯業者等

定額 2/3 （１の⼀部、
２の事業）

（３〜５の事業）国

⺠間団体
定額

（１の⼀部、
６〜８の事業）

漁業協同組合等
⽔産加⼯業者等

福島県 ⽔産関係団体等
定額、5/6、1/2定額

定額、2/3
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② 法律関係
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卸売市場法及び食品等流通法の改正（平成30年６月成立）

令和2年６⽉21⽇施⾏

平成30年10⽉22⽇施⾏

卸売市場法及び⾷品流通構造改善促進法の⼀部を改正する法律

137



卸売市場法の一部改正（概要）

改正前（卸売市場法）

基本方針

○卸売市場の整備を図るための基本方針の策定：農林水産大臣

・中央卸売市場整備計画の策定：農林水産大臣
・都道府県卸売市場整備計画の策定：都道府県知事

○中央卸売市場：大臣認可〔開設主体：都道府県・人口20万人以上の市〕
地方卸売市場：都道府県知事許可〔開設主体：規定なし〕

・卸売業者 中央市場：大臣許可／地方市場：知事許可
・仲卸業者 中央市場：開設者許可／地方市場：規定なし
・売買参加者 中央市場：開設者承認／地方市場：規定なし

開設の認可

認可基準（中央卸売市場）

① 中央卸売市場整備計画に適合すること
② 業務規程の内容が法令に違反しないこと

③ 業務規程に定められた事項が業務の適正・健全な運営を確保する見
地から適切であること

④ 中核的拠点として適切な場所に開設され、相当規模の施設を有する
こと

⑤ 事業計画が適切で、その遂行が確実と認められること

取引規制

○売買取引の方法の策定 ○第三者販売の原則禁止（中央のみ）
○差別的取扱いの禁止 ○直荷引きの原則禁止（中央のみ）
○受託拒否の禁止（中央のみ） ○商物一致の原則（中央のみ）
○代金決済方法の策定（中央のみ） 等
○取引結果の公表

指導・監督（中央卸売市場）

○農林水産大臣による監督
・開設者への報告徴収、立入検査、改善措置命令、認可取消等
・卸売業者への報告徴収、立入検査、改善措置命令、許可取消等

○開設者による監督
・卸売業者等への報告徴収、立入検査、改善措置命令

法律補助

・中央卸売市場整備計画に基づく中央卸売市場の施設整備（4/10以内）

改正後（卸売市場法）

基本方針

○卸売市場に関する基本方針の策定：農林水産大臣

開設の認定

○中央卸売市場：大臣認定〔開設主体：規定なし〕
地方卸売市場：都道府県知事認定〔開設主体：規定なし〕

認定基準・取引ルール

① 業務規程の内容が基本方針に照らし適切であること
② 業務規程の内容が法令に違反しないこと
③ 業務規程に次の「共通の取引ルール」が定められていること

イ 売買取引の方法の策定・公表
ロ 差別的取扱いの禁止
ハ 受託拒否の禁止（中央のみ）
ニ 代金決済方法の策定・公表
ホ 取引条件の公表
ヘ 取引結果の公表

④ 「その他の取引ルール」が定められている場合には、次の要件を満た
していること（第三者販売、直荷引き、商物一致等）
イ 共通の取引ルールに反しないこと
ロ 卸売業者、仲卸業者等の取引参加者の意見を聴いて定めていること
ハ その内容が公表されていること

⑤ 開設者が取引ルールを遵守させるために必要な体制を有し、卸売業
者等への報告徴収、立入検査、是正の求め等を実施できること

⑥ 円滑な取引の確保に必要な施設を有すること
⑦ 卸売市場の適正・健全な運営に必要な一定の要件に適合すること

指導・監督

○農林水産大臣・都道府県知事による監督
・開設者への報告徴収、立入検査、措置命令、認定取消等

法律補助

○食品等流通合理化計画に基づく中央卸売市場の施設整備（4/10以内）

卸売市場に関
する全般的な
方針の策定

・開設者の申
請に基づく認
定制へ

・卸売業者の
許可制等を廃
止

・共通ルール
に取引条件等
の公表を追加

・第三者販売
等はその他
ルールとして
卸売市場毎に
判断

・開設者の業
務運営体制を
審査

開設者への報
告徴収・検査
監督を維持

整備計画の廃
止に伴い見直し
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食品等の流通の合理化に関する基本方針

⾷品等の流通の合理化を図る事業を実施しようとする者が講ずべき措置を記載。

⑴ ⾷品等の流通の効率化に関する措置
例︓○段ボールや紙袋のばら積みから、パレット輸送への転換

○既存の流通施設をストックポイントとして活⽤
○共同輸送による幹線輸送の効率化
○トラック輸送から鉄道・船舶輸送へのモーダルシフト
○商流と物流の分離による輸送の効率化

⑵ ⾷品等の流通における品質管理
及び衛⽣管理の⾼度化に関する措置

例︓○低温卸売場や冷蔵保管施設の整備等によるコールド
チェーンの整備

○電⼦タグ等を活⽤した温度管理

⑶ ⾷品等の流通における情報通信技術
その他の技術の利⽤に関する措置

例︓○インターネット、画像解析技術等を活⽤した電⼦商取引
○AIやビッグデータを活⽤した需給予測・マッチング
○トラック予約受付システム等の情報システム、ロボット、IoT等

を活⽤した物流業務の効率化
○電⼦タグを活⽤した受発注、在庫状況、商品管理の効率化
○ブロックチェーンを活⽤したトレーサビリティの確保

⑷ ⾷品等に係る国内外の需要への
対応に関する措置

例︓○⽣鮮⾷料品のカット・⼩分け対応等、消費者の求める
形での販売

○保冷設備等を備えた輸出拠点施設の整備

⑸ その他⾷品等の流通の合理化のために
必要な措置

例︓○緊急時に備えた事業継続計画（BCP）の策定
○キャッシュレス決裁の取り込み
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③ 閣議決定⽂書等における
⾷品流通分野に関する記載
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（参考）閣議決定⽂書等における⾷品流通分野に関する記載

経済財政運営と改⾰の基本⽅針2023（令和５年6⽉16⽇閣議決定）
第３章 我が国を取り巻く環境変化への対応
１．国際環境変化への対応
（４）⾷料安全保障の強化と農林⽔産業の持続可能な成⻑の推進

⾷料安全保障の強化に向け、安定的な輸⼊と備蓄とを適切に組み合わせつつ、輸⼊依存度の⾼い⾷料・⽣産資材の国内⽣産⼒の拡⼤
等187の構造転換を推進するとともに、平時から⾷料安全保障の状況を評価し不測時に政府⼀体で⾷料の確保等を⾏う仕組み、関係省
庁・⾃治体が連携した買い物弱者、フードバンク・こども⾷堂等国⺠への⾷料の提供を進めやすくする仕組み、⾷料について適正な価格転嫁
を促進する仕組み等の検討を進める。

国⼟形成計画（全国計画）（令和５年７⽉２８⽇閣議決定）
第２部 分野別施策の基本的⽅向

第２章 産業に関する基本的な施策
第５節 ⾷料等の安定供給と農林⽔産業の成⻑産業化

１．⾷料の安定供給と⾷料安全保障の確⽴
（⾷品アクセスの確保）
国⺠⼀⼈⼀⼈の⾷品アクセスの確保を図るため、産地から消費地までの幹線物流について、トラックドライバーの⼈⼿不⾜の深刻化を踏まえ、

農林⽔産物・⾷品の取扱いが敬遠されることのないよう、パレット化、検品作業の省⼒化、トラック予約システムの導⼊等を促進するとともに、鉄
道や船舶等へのモーダルシフトを促進する。
また、消費地内での地域内物流、特に中⼭間地域等でのラストワンマイル物流について、地⽅公共団体や⺠間事業者等と協⼒して、⾷品ア

クセスの確保を促進する。
さらに、関係府省間の連携により、⽣産者・⾷品事業者からフードバンク、こども⾷堂等への多様な⾷料の提供を促進する。
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（参考）閣議決定⽂書等における⾷品流通分野に関する記載

規制改⾰実施計画（令和５年6⽉16⽇閣議決定）
II 実施事項
３．個別分野の取組
＜地域産業活性化分野＞
（２） 卸売市場の活性化に向けた取組

No.２ 事項名︓卸売市場の活性化に向けた取組
規制改⾰の内容
a 農林⽔産省は、気候変動による漁獲⿂種の変化、事業承継の問題、ＤＸを始めとしたデジタル化への対応など、産地市場・消費地
市場それぞれの卸売市場（中央卸売市場及び地⽅卸売市場をいう。以下同じ。）が抱える課題に対応するため、多様な能⼒を持
つ市場参加者が活躍できる環境づくりなど⽬指すべき姿の実現に向けた取組を検討し、必要な措置を講ずる。

b 農林⽔産省は、新規参⼊時に、既存事業者の推薦や同意を求めることが、合理的な理由なく、新規参⼊を阻⽌することとなる場合は、
取引拒絶等として不公正な取引⽅法に該当し独占禁⽌法上問題となるおそれがあることについて、卸売市場の開設者や市場参加者
に通知するとともに、公正取引委員会の協⼒を得て、新規参⼊者の承認ルールも含めた卸売市場の運営に係る実務的なルールの実
態調査を⾏い、開設者からの報告内容（卸売市場の実務的なルールを含む。）を農林⽔産省ホームページにおいて公表を⾏う。また、
当該実態調査の結果を踏まえて、開設者に対し、新規参⼊の促進や既存事業者の負担軽減のために、実務的なルールや商慣⾏等
の⾒直しに向けた検討や取組を促すなど、必要な措置を講ずる。

c 農林⽔産省は、公正取引委員会の協⼒を得て、⾷品等の取引の適正化を図る観点から、卸売市場における市場関係者の取引に
関する実態調査を⾏い、当該調査の結果を踏まえ、必要な措置を講ずる。

d 農林⽔産省は、産地卸売市場の統廃合等の取組を⽀援するに当たって、独占禁⽌法上問題となるおそれがないなど適法な買参⼈
等の新規参⼊のルールとなっていることを要件に盛り込むとともに、当該ルールについて公表を促進する措置を講ずる。

実施時期
a︓遅くとも令和５年度措置
b︓卸売市場の開設者等への通知については措置済み、実態調査については令和５年上期措置、実態調査を踏まえた公表や措置に
ついては遅くとも令和５年度措置

c︓卸売市場の市場関係者への実態調査については令和５年措置、実態調査を踏まえた措置については令和５年度措置
d︓措置済み

所管府省
a,d︓農林⽔産省
b,c︓農林⽔産省、公正取引委員会
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（参考）閣議決定⽂書等における⾷品流通分野に関する記載

新しい資本主義のグランドデザイン及び実⾏計画2023改訂版（令和５年6⽉16⽇閣議決定）
Ⅳ．GX・DX等への投資
３．⾷料安全保障
（１）平時からの⾷糧安全保障の確⽴

④全ての国⺠が健康的な⾷⽣活を送るための⾷品アクセスの改善
円滑な⾷品アクセスの確保を図るため、関係省庁が連携し、物流の 2024 年問題への対応、買い物弱者対策、フードバンク・⼦ども⾷堂

への寄附の促進等の取組を推進する。
Ⅷ．経済社会の多極化
１．デジタル⽥園都市国家構想の実現
（１）デジタル⽥園都市国家の実現に向けた基盤整備・中⼭間地の⽣活環境改善

③デジタルによる中⼭間地の⽣活環境改善
中⼭間地域では、中⼭間地域では、⼈⼝減少や⾼齢化が急速に進⾏しており、集落単体では農⽤地等の維持・管理と農業⽣産活

動の継続のみならず、集落機能の維持も困難になる集落が増加している。こうした社会課題の解決や地域の活性化を図るため、複数の
集落機能を補完する農村型地域運営組織（農村RMO︓Region Management Organization）等がスマート農機を活⽤した農⽤地の
保全管理やICTを活⽤した買い物⽀援等に取り組む地域に対する⽀援を⾏う。

（３）デジタル⽥園都市国家構想の前提としての安⼼の確保
②物流の2024年問題への対応

物流業界では、トラックドライバーの有効求⼈倍率が２倍と⼈⼿不⾜であり、来年度から時間外労働の上限規制が適⽤されるため、⼈
⼿不⾜への対応・⽣産性の向上が喫緊の課題（「2024 年問題」）である。
⻑時間の荷待ち・契約外の荷役等、⾮効率な商慣⾏を是正すべく、規制的措置等について検討し、本年度中に所要の措置を講ずると

ともに、賃⾦⽔準向上に向けた価格転嫁円滑化等の取組を進める。
モーダルシフト、電動⾞化、１台の⾞両で荷物と乗客を同時に輸送する貨客混載等のＧＸや、⾃動運転、トラック予約受付システムの

普及、⾃動化・機械化等のＤＸ、パレット・コンテナの導⼊・標準化、物流拠点の機能強化、⾼速道路のトラック速度規制の引上げに向
けた調整を進め、⽣産性向上と担い⼿の確保を進める。さらに、荷主企業における物流に関する統括責任者の設置義務付けや再配
達削減に向けた消費者へのインセンティブ付与を調整する等、荷主企業や消費者の⾏動変容を促す仕組みの導⼊を進める。
デジタルライフライン全国総合整備計画を本年度中に策定し、それに基づきドローン航路の設定を進めることで、ドローン物流の早期の社

会実装を⽬指す。
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（参考）閣議決定⽂書等における⾷品流通分野に関する記載

⾷料・農業・農村政策の新たな展開⽅向（令和５年６⽉２⽇⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部決定）
Ⅱ 政策の新たな展開⽅向

２ ⾷料の安定供給の確保
（５）円滑な⾷品アクセスの確保

円滑な⾷品アクセスの確保を図るため、
① 産地から消費地までの幹線物流について、関係省庁と連携し、
ア）「2024年問題」を始め、トラックドライバ―の⼈⼿不⾜の深刻化を⾒据え、農林⽔産物・⾷品の取扱いが敬遠されることのないよう、

パレット化、検品作業の省⼒化、トラック予約システムの導⼊等を促進するとともに、
イ）鉄道や船舶等へのモーダルシフトを促進する。
さらに、この取組など物流⽣産性向上も後押しするものとして、関係省庁と連携し、法制化も視野に、

ア）物流の⽣産性向上に向けた商慣⾏の⾒直し
イ）物流標準化・効率化の推進
ウ）荷主企業等の⾏動変容を促す仕組みの導⼊
等を進める。

② 消費地内での地域内物流、特に中⼭間地域等でのラストワンマイル物流について、関係省庁と連携し、地⽅⾃治体、スーパー、宅配
事業者等と協⼒して、⾷品アクセスを確保するための仕組みを検討する。

③ 福祉政策、孤独・孤⽴対策等を所管する関係省庁と連携し、物流体制の構築、寄附を促進する仕組みなど、⽣産者・⾷品事業者
からフードバンク、⼦ども⾷堂等への多様な⾷料の提供を進めやすくするための仕組みを検討する。
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農林⽔産物・⾷品の輸出拡⼤実⾏戦略 〜マーケットイン輸出への転換のために〜（令和４年12⽉５⽇改訂）
３．基本的な考え⽅に基づく具体的施策
(2) マーケットインの発想で輸出にチャレンジする農林⽔産事業者を後押し

③⼤ロット・⾼品質・効率的な輸出等に対応可能な輸出物流の構築
○ 輸出先国・地域のニーズや規制に対応する産地が連携して取り組む⼤ロット・⾼品質・効率的な輸出を後押しするため、農林⽔産

省と国⼟交通省との連携の下、「効率的な輸出物流の構築に関する意⾒交換会」で整理した事項を実施するため、以下の措置を
講じる。

イ 輸出物流の強化
⼤ロット化の推進や輸送による品質の劣化防⽌の観点から、輸出物流ネットワークの構築に向けた取組を進めるとともに、鮮度保

持・品質管理や物流効率化を図るために必要なパレット化に適した外装サイズやコード、⽇本式コールドチェーン物流サービス等の規
格化・標準化を進める。さらに、⼤ロットで取引されている品⽬に対応した効率的な輸送⽅法について検討する。



（参考）閣議決定⽂書等における⾷品流通分野に関する記載

デジタル⽥園都市国家構想基本⽅針（令和4年6⽉7⽇閣議決定）
第2章 デジタル⽥園都市国家構想の実現に向けた⽅向性

【スマート農林⽔産業・⾷品産業】
地域を⽀える産業である農林⽔産業・⾷品産業は、担い⼿の減少・⾼齢化や労働⼒不⾜が特に進んでいる。地域の経済社会の維持、⾷料
安全保障の観点からも、⽣産性の維持・向上と担い⼿の育成・確保は喫緊の課題であり、⼥性や若者も含めた様々な⼈材が活躍できる魅⼒
ある産業とするとともに、農林⽔産物・⾷品の輸出や農林⽔産業・⾷品産業のグリーン化を進め、農林⽔産業・⾷品産業の成⻑産業化と地
域の活性化を図ることが求められる。このため、（中略）地域の農林⽔産物の主要な仕向先である⾷品産業についても、ＡＩ・ロボット等によ
る⽣産性向上や流通のデジタル化、農林⽔産業との連携強化等の取組を推進する。
第3章 各分野の政策の推進
・⾷品等の流通の合理化・⾼度化を図るため、デジタル化・データ連携や、コード体系等の標準化を進める。

（農林⽔産省⼤⾂官房新事業・⾷品産業部⾷品流通課）

農林⽔産業・地域の活⼒創造プラン (令和4年6⽉21⽇改訂)
Ⅴ 具体的施策

９．さらなる農業の競争⼒強化のための改⾰
② ⽣産者が有利な条件で安定取引を⾏うことができる流通・加⼯の業界構造の確⽴

・ 令和2年6⽉に施⼯された改正卸売市場法に基づき、各市場において、公正な取引の場を確保しつつ、物流の効率化
や品質の管理の向上等を図るための商物分離取引等、農林漁業者の所得の向上と消費者ニーズへの対応を可能と
する取引を実施

・ (中略)農産物の物流について、パレット化やICTを活⽤した共同配送等の効率化によるコスト削減の取組を推進
(⽣産者・消費者双⽅のメリット向上のための卸売市場を含めた⾷品流通構造の改⾰について)
・ 農業等の⽣産者の所得を向上させるとともに、消費者ニーズに的確に応えていくため、「⽣産者・消費者双⽅のメリット

向上のための卸売市場を含めた⾷品流通構造の改⾰について」(別紙７)に即して、卸売市場を含めた⾷品流通の合
理化と⽣鮮⾷料品等の公正な取引環境の確保を促進し、⽣産者・消費者双⽅のメリット向上のための⾷品流通構造
の実現に向けて⼀体性のある制度を構築

145



総合物流施策⼤綱（令和3年６⽉15⽇閣議決定）
２︓時間外労働の上限規制の適⽤を⾒据えた労働⼒不⾜対策の加速と物流構造改⾰の推進
（担い⼿にやさしい物流の実現）
（４）農林⽔産物・⾷品等の流通合理化
農林⽔産物・⾷品等の物流については、国⺠⽣活に⽋かすことのできない農林⽔産物・⾷品等を適正な価格で安定的に
供給するため、共同輸配送、ストックポイント等の流通拠点の整備、卸売市場や農業資材保管施設等における⾃動化・
省⼈化、物流に関わるあらゆるデータ連携基盤の整備等の物流効率化を推進するとともに、納品期限の緩和等を通じて
物流上の負担ともなる⾷品ロスの削減を推進する。また、パレット規格や外装の標準化、パレットの運⽤ルールの確⽴等に
よるパレット化を促進する。⽣産、出荷、流通、販売に携わる各関係者が物流事業者と緊密に連携するとともに、これまで
の商慣習にとらわれることなく各関係者が負担と受益を分かち合いながら、これらの合理化・効率化を図ることで、持続可能
な物流が実現されるよう、関係省庁で連携して業界の取組を後押しする。

３︓強靱性と持続可能性を確保した物流ネットワークの構築
（強くてしなやかな物流の実現）
（２）我が国産業の国際競争⼒強化や持続可能な成⻑に資する物流ネットワークの構築
② 農林⽔産物・⾷品の輸出促進に対応した物流基盤の強化
2025 年に２兆円、2030 年に５兆円という輸出⽬標を達成し、農林⽔産物・⾷品の輸出⽴国を実現するため、農林
⽔産物・⾷品の輸出拡⼤のための輸⼊国規制への対応等に関する関係閣僚会議（令和２年 11 ⽉ 30 ⽇開催）に
おいて取りまとめられた「農林⽔産物・⾷品の輸出拡⼤実⾏戦略」に基づき、輸出先国・地域のニーズや規制に対応する産
地が連携して取り組む、⼤ロット・⾼品質・効率的な輸出を後押しするため、関係省庁の連携の下、港湾や空港の具体的
な利活⽤等の⽅策や輸出のための集荷等の拠点となる物流施設の整備・活⽤、海外におけるコールドチェーンの拠点整
備・確保の⽅策等について、検討する。また、海外向け輸送に適した包材の規格化に取り組むとともに、輸出先国・地域の
規制に対応するための HACCP 対応施設などの整備⽬標を設定し、計画的な施設整備に向けた⽀援を⾏う。

（参考）閣議決定⽂書等における⾷品流通分野に関する記載

146



⾷料・農業・農村基本計画（令和2年3⽉31⽇閣議決定）
第３ ⾷料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策
１．⾷料の安定供給の確保に関する施策
（１）新たな価値の創出による需要の開拓
③ ⾷品産業の競争⼒の強化
ア ⾷品流通の合理化等

⾷品流通におけるトラックドライバーなどの⼈⼿不⾜等の問題に対応し、サプライチェーン全体での合理化の取組を加速化する。
物流拠点（ストックポイント）の整備・活⽤や、集出荷場の集約等による共同輸配送の取組を推進するとともに、産地における貯蔵施設の整備や、⻑

期貯蔵に係る技術の実証・開発により産地の需給調整機能を拡⼤し、出荷の平準化を図る。
統⼀規格の輸送資材や関連機材の導⼊と併せて、これに適した段ボール等の導⼊等を進めることにより、積載率低下を抑制しつつ、⼿荷役から機械

荷役への転換を図るとともに、トラック輸送から船舶・鉄道輸送へのモーダルシフト等を推進する。
電⼦タグ（RFID）等の技術を活⽤した商品・物流情報のデータ連携やトラック予約システムの導⼊等により、業務の効率化・省⼒化を推進する。
また、卸売市場の流通の効率化、品質衛⽣管理の⾼度化、情報通信技術等の利⽤を推進し、卸売市場の機能の強化を図るとともに、⾷品等の取

引状況に関する定期的な調査等により取引の適正化を推進する。

（参考）閣議決定⽂書等における⾷品流通分野に関する記載

みどりの⾷料システム戦略（令和3年5⽉12⽇閣議決定）
（３）ムリ・ムダのない持続可能な加⼯・流通システムの確⽴
② データ・AIの活⽤等による加⼯・流通の合理化・適正化

・電⼦タグ（RFID）等の技術を活⽤した商品・物流情報のデータ連携
・物流拠点（ストックポイント）、集荷場の整備・集約等による共同輸配送、船舶・鉄道輸送へのモーダルシフトの推進

KPI:2030 年までに流通の合理化を進め、飲⾷料品卸売業における売上⾼に占める経費の割合を10％に縮減することを⽬指す。さらに、
2050 年までにAI、ロボティクスなどの新たな技術を活⽤して流通のあらゆる現場において省⼈化・⾃動化を進め、更なる縮減を⽬指す。
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